


イントロダクション
ごあいさつ � 2
不正事案の未然防止・早期発見に向けた 
取組について　� 4
ソニー生命の企業理念  � 6
ソニー生命の成り立ち � 8
ソニー生命のあゆみ� 10
ソニーフィナンシャルグループのご紹介 � 12
サステナビリティ経営の推進 � 14
ソニー生命の中期経営計画� 16
お客さま本位の業務運営方針� 18
2025年度トピックス� 20

2025年度の業績報告 � 23
直近5事業年度における主要な業務の状況� 24
2025年度の業績について � 25
財務の状況� 28
ソニー生命の資産運用について� 30
健全性について� 32

お客さまの人生の伴走者として� 35
ソニー生命のライフプランナーとパートナー（代理店）� 36
教育制度と自己啓発・相互研鑽� 38
トータルライフプランニングサービス� 42
情報システムに関する状況� 46
法人のお客さまへのコンサルティングサービス� 48
保険金等のお支払い業務態勢� 50
商品とサービス� 52
業務提携を通じたサービス提供� 54
お客さまに対する情報提供� 56
お客さまの声からはじめるサービス改善� 60

編集方針
本誌は保険業法第111条に基づいて作成したディスクロージャー資料（業務及び財産の状況に関する説明書類）です。本誌に記載されている当社の業績

（単体・連結）は、⽇本の会計基準に準拠して作成しております。本誌に記載されている情報は、発行日時点（2026年7月）によるものです。本誌は保険募
集を⽬的としたものではありません。ご検討にあたっては、「商品パンフレット」「ご提案設計書」などを必ずご覧ください。また、ご契約の際は、「ご契約の
しおり・約款」「重要事項説明書（契約概要）」「重要事項説明書（注意喚起情報）」を必ずご覧ください。「ソニー」および「SONY」、ならびに本誌で使用され
る商品名、サービス名およびロゴマークは、ソニーグループ株式会社またはその関連会社の登録商標または商標です。その他の商品名、サービス名、会
社名またはロゴマークは、各社の商標、登録商標もしくは商号です。
＜報告対象期間＞2025年4⽉1⽇〜2026年3⽉31⽇（⼀部対象期間外の内容も掲載しています）

CONTENTS

会社案内編

ディスクロージャー資料 「会社案内編/データ編」
https://www.sonylife.co.jp/company/corporate/results/disclosure/

当社のディスクロージャー誌は、「会社案内編（本冊子）」と「データ編」で構成されています。
うち、「データ編」は、当社ホームページにて公開しています。



信頼される企業を目指して�  
役員一覧� 88
経営管理態勢� 90
ERM（Enterprise Risk Management）� 92
リスク管理態勢� 94
個人情報保護および情報セキュリティへの取組� 96
コンプライアンス態勢� 99

ソニー生命の会社情報�  
保険会社の概況及び組織� 102
店舗網一覧� 105
従業員の在籍・採用状況� 109
保険商品一覧� 111

サステナブルな社会の実現に向けて� 65
ソニー生命のサステナビリティ推進に向けた取組� 66
人材戦略� 67
人材育成、DE&I推進� 69
地域・社会への貢献� 74
環境への取組� 81
ESG投資への取組、スチュワードシップ活動の方針� 84

会社概要
社名 ソニー生命保険株式会社
社名英語表記 Sony Life Insurance Co., Ltd.

本社所在地 〒100-8179 東京都千代田区大手町一丁目9番2号 大手町フィナンシャルシティ グランキューブ 
電話　03-5290-6100（代表）　　

URL https://www.sonylife.co.jp/
設立 1979（昭和54）年8月10日
営業開始 1981（昭和56）年4月1日
代表取締役社長 坪田 博行
従業員数*1 10,172名（ライフプランナー数　6,031名）
資本金 700億円
営業拠点数*2 支社*3： 137拠点　代理店拠点: 42営業所
株主 ソニーフィナンシャルグループ株式会社（100%）
*1 2026年3月末現在　*2 2026年7月1日現在　*3 遠隔営業所を含む
※「ライフプランナー」はソニー生命の登録商標です。



ごあいさつ

はじめに、当社専属代理店（プレミア・エージェンシー）に
所属する保険募集人、当社営業社員（元営業社員含む）によ
る不正事案およびその報道を受け、ご迷惑をおかけしたお
客さまをはじめ、日頃より当社に信頼を寄せてくださる皆さ
まに、多大なご心配をおかけしておりますことを、深くお詫
び申しあげます。

本件を厳粛かつ真摯に受け止め、事実確認と原因分析を
進めるとともに、不正事案の未然防止・早期発見に向けた取
組を全社一丸となって進めてまいります。

そのうえで、生命保険会社として果たすべき基本を一つ
ひとつ徹底し、その積み重ねを通じて、皆さまからの信頼回
復に全力で取り組んでまいります。

このたび、2025年度の業績や取組、現状などについてご
説明した「ディスクロージャー誌2026」を発行いたしまし
た。本誌を通じて、当社へのご理解を一層深めていただけま
したら幸いです。

ソニー生命は、1979年8月に設立され、1981年4月「きょ
うから生命保険が変わる。ライフプランナーが変える。」とい

う宣言のもとに営業を開始しました。「合理的な生命保険と
質の高いサービスを提供することによって、顧客の経済的
保障と安定を図る」という基本使命に基づき、コンサルティ
ングを通じて、お客さま一人ひとりのライフプランにあった
オーダーメイドの保障を提供してまいりました。

開業以来、生命保険の本質と真の価値を追求し続け、お
かげさまで、ご契約をいただいているお客さまは422万人
を超えました*¹*²。お客さまをはじめ、あらゆるステークホル
ダーの皆さまのご支援、ご理解に改めて感謝申しあげます。

2025年度の振り返り 
事業環境について

2025年度の事業環境は、民間需要の底堅さや企業収益
の改善を背景に、国内経済が一進一退しつつも総じて緩や
かな回復基調で推移する一方、物価上昇や海外経済・通商
政策の影響等を受け、金融経済環境は変動の大きい一年と
なりました。金融市場では、日銀の金融政策正常化を巡る動
きやインフレ動向等を背景に長期金利が上昇する一方、株
式市場は総じて堅調に推移しました。外国為替市場では、日

平素よりソニー生命をお引き立ていただ

き、誠にありがとうございます。 

2026年4月、ソニー生命の代表取締役社長

に就任いたしました坪田です。

すべてのお客さまへの提供価値の向上に 

向け、鋭意取り組んでまいります。

ソニー生命保険株式会社
代表取締役社長
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*1	2026年3月末現在。 
*2 「新契約高」「保有契約高」「保有契約者数」は、個人保険と個人年金保険の合計です。
*3	ESRは、経済価値ベースのリスク量に対する経済価値資本の比率です。 

当社では、当社のリスク特性を反映した経済価値ベースの指標として内部管理ESRを用いています。
*4	2026年1月よりNTTコム オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社は、「NTTドコモビジネスX株式会社」に社名変更しました。
*5	Net Promoter®およびNPS®は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズ（現NICE Systems, Inc）の登録商標です。

米金利差等を背景に円安ドル高基調が続くなど、変動の大
きい状況が継続しました。

2025年度の取組について
このような事業環境のもと、当社は引き続き、お客さま本

位の業務運営の徹底を前提に、お客さまへの提供価値のさ
らなる向上に取り組んでまいりました。

個人のお客さまに対しては、ライフプラン分析システム
「GLiP」を活用した「トータルライフプランニング」サービス
の充実を図るとともに、パートナー（募集代理店）の特性に応
じた継続的な支援を実施し、ライフプランナーとサポーター

（代理店営業職）がそれぞれの強みを発揮できる一体的な
取組を推進しました。また、法人のお客さまに対しては、当社
独自のコンサルティングシステム「Biz-Plan WEB」を活用
し、リスク分析や経営課題の解決に資するコンサルティング
の提供に注力しました。加えて、事業承継ニーズの高まりを
背景に、M&Aを含む事業承継領域における顧客提供価値
の向上を目指し、株式会社経営承継支援と資本・業務提携に
かかる契約を締結し、法人分野におけるさらなる提供価値
の拡大を図りました。

2025年度の業績について
2025年度の新契約高*2は、前年度に比べ横ばいの10兆

9,391億円となりました。保有契約高*2は77兆3,087億円
となり、1981年の営業開始以来、伸展を続けています。

基礎利益は1,918億円、経常利益は604億円といずれも
増益となりました。当社は、金融市場変動時でも健全性の適
正水準を維持できるよう、2025年度より再保険を活用した
リスク削減を実施しています。引き続き、財務基盤の強化を
図ってまいります。

また、健全性の指標である内部管理ESR*3は162％と、前
年度末より低下したものの、目標数値の範囲内で推移して
おり、予測を超えて発生するリスクへの対応力を維持してい
ます。

商品・サービスの向上に向けた主な取組、お客さまからの
評価について

商品・サービス面では、2025年7月より、就業不能リスク
への備えを充実させた「無解約返戻金型収入保障保険（無
配当）」を発売しました。発売にあたっては、より多くのお客さ
まにご加入いただけるよう、最低保険料を1,000円（月額）に
引き下げました。また、2026年2月には、幅広い世代のお客
さまの万一の保障と資産形成ニーズにお応えするため、「指
定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告知型）（無配
当）」を発売しました。法人のお客さま向け商品としては、
2025年12月より、万一の際の事業保障対策および将来の

退職慰労金準備などのニーズにお応えする「災害保障期間
付平準定期保険（無配当）」を改定して販売を再開しました。
これにより、今まで以上に法人のお客さまのニーズにお応え
することが可能となりました。

さらに、2026年1月からは、ライフプランナーによるソ
ニー損害保険株式会社のペット保険の取扱を開始するな
ど、グループ各社との連携を通じた提供価値の拡大にも取
り組みました。2025年9月29日には、当社の親会社である
ソニーフィナンシャルグループ株式会社が東京証券取引所
プライム市場に上場しました。当社は、同グループの中核企
業として、引き続き成長を目指すとともに、各社との連携を
一層強化し、お客さまへの価値提供のさらなる向上を図っ
てまいります。

お客さまからの評価面では、NTTドコモビジネスX株式会
社*4によるNPS®ベンチマーク調査2026*5の「生命保険部
門」、「生命保険部門 請求体験調査」および「生命保険部門 
アフターフォロー調査」で第1位の評価をいただきました。こ
うした評価に甘んじることなく、今後もお客さまの「人生の
伴走者」として信頼を積み重ねながら、期待にお応えできる
商品・サービスの拡充に努めてまいります。

中期経営計画最終年度を迎えて
当社は、2024年度よりスタートした中期経営計画におい

て、「お客さまの『生きがい』ある人生をお守りする」をビジョ
ンとして掲げています。このビジョンのもと、「お客さまへの
提供価値の拡大」や、その先にある「人々が心豊かに暮らせ
る社会の実現」を目指してまいります。また、経営にはサステ
ナビリティ（持続可能な社会の発展）の視点も取り込み、お
客さまへの提供価値の広がりに加え、社員、地域社会、環境
への貢献を掲げ、企業と社会、双方の長期的かつ持続的な
成長の実現に向けた取組を進めてまいります。

あわせて、当社ビジョンに基づく価値観やブランドをス
テークホルダーの皆さまに広くお伝えしていくために、「生
きがいを、愛そう。」をコーポレートスローガンとしています。

2026年度は本中期経営計画の最終年度となり、これまで
の取組の成果を結実させるとともに、次なる成長に向けた
重要な節目の年となりました。

役職員が一丸となり、お客さま本位の業務運営を改めて
徹底するとともに、ガバナンスおよびコンプライアンス態勢
の強化に着実に取り組んでまいります。そして、日々の業務
の一つひとつを通じて信頼を積み重ね、すべてのお客さまに

「ソニー生命に加入して本当によかった」と評価いただける
会社であり続けられるよう、全力を尽くしてまいります。

今後ともより一層のご支援・ご鞭撻を賜りますよう、心より
お願い申しあげます。
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不正事案の未然防止・早期発見に向けた取組について

日頃より当社にご信頼をお寄せいただいておりますお客さまおよび関係者の皆さまには、多大なるご迷惑とご心配をおか
けしておりますことを深くお詫び申しあげます。

当社は2026年4月24日および5月28日に公表*しましたとおり、不正事案の未然防止・早期発見に向けて、継続的に取り組
んでまいりました。現在も、一連の状況を踏まえ、これまで取り組んできた施策等の実効性を改めて確認するとともに、お客さ
ま、株主、社会をはじめとするさまざまなステークホルダーの視点を踏まえ、多面的な観点で各種取組の見直し、改善を継続
しております。

概要について
当社専属代理店（プレミア・エージェンシー）に所属する保険募集人、当社営業社員（元営業社員含む）による不正事案およ

びその報道を受け、複数のお客さまから金銭に関わる不適切行為が疑われるお申し出をいただいております。お申し出いた
だいたお客さまにつきましては、個別案件ごとに、お申し出内容に関する事実確認を進め、金融機関としての社会的責任も踏
まえ、真摯にお客さま対応等を行っております。

また、かかる事態を重く受け止め、当社専属代理店（プレミア・エージェンシー）および当社営業社員が担当している約280
万人のお客さまに対し、ご契約状況や金銭に関する不審な点がないかの確認を2026年4月28日より開始しております。

なお、お客さまへの確認範囲や調査プロセス等については弁護士等の外部の専門家の見解を確認しながら進めております。

不正事案の未然防止・早期発見に向けた継続的な取組
①	不正の手口に利用されやすいお取り扱いの変更（2017年度以降）
• �原則として、専用の営業用端末でのペーパーレスお申し込み手続とし、紙帳票でのお申し込み手続を廃止しております。
• �	出金が伴うお手続について、本人確認の強化や第三者口座の指定不可、契約者貸付金額の上限引下げなど、各種対策を講

じております。
• �	お申し込み後のご事情により、ご契約の成立を取り止める場合は、お客さまの署名を必須としております。

②	営業社員の各種制度等の見直し（2018年度以降）
• �	営業社員および営業管理職の報酬・資格制度に、募集品質や内部管理状況等を取り入れる制度改定を行いました。
• �営業社員の採用では、採用前における借入状況の確認強化、第三者機関による経歴申告の正確性確認、全採用候補者に対

する本社専門面接官による面接審査など、各審査プロセスの強化を行っております。
• �営業社員から本社社員への制度間異動やコンサルティングフォロー（CF）支社など報酬制度の異なる支社への異動など、

営業社員の適性に合わせた複数のキャリアパス（固定給への転換を含む）を選択することを可能にしております。

③	内部管理態勢の強化（2018年度以降）
• �内部管理における「三線管理態勢」の考え方に基づき、営業拠点の長である支社長がリスクオーナーとして営業拠点での内

部管理に責任を持つことを明確化するとともに、きめ細かい支社の管理を行うために地区本部制を導入しております。ま
た、本社営業統轄本部内に内部統制強化を図ることを目的とした「管理本部」を設置し、管理本部長を配置しております。

• �	管理本部に所属するコンプライアンスオフィサー（本社社員）を全国の支社・代理店拠点に配置することで、支社・代理店拠
点の内部管理実施状況に対するチェック機能・指導態勢を強化しております。

• �	営業管理職とともに内部管理を実践する品質管理担当者を配置しております。

*公表資料については、以下のニュースリリースをご覧ください
2026年4月24日付ニュースリリース「不正事案の未然防止・早期発見に向けた弊社の取組について」 
https://www.sonylife.co.jp/company/news/2026/files/260424_oshirase.pdf

2026年5月28日付ニュースリリース「不正事案の未然防止・早期発見に向けた弊社の取組進捗について」 
https://www.sonylife.co.jp/company/news/2026/files/260528_oshirase.pdf
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④	ガバナンス態勢の強化／組織風土・カルチャーの醸成（2017年度以降）
• �コンプライアンスに専門的な知見を有する社外取締役を当社に招聘しております。
• �社員就業規則を改定し、お客さまや社員間の金銭授受等の禁止行為を明示するとともに、その違反に対しては厳格な懲罰

を行う旨を明示しています。
• �コンプライアンス・リスク管理に係る考え方等をまとめた冊子「コンプライアンス・リスク管理における原理原則」を制定し、

全社員に周知するとともに、各種研修においてコンプライアンスに係るディスカッションを取り入れ、リスクカルチャー醸成
に向けた取組を継続しております。

⑤	お客さまと営業社員の「密室化」の回避（2024年度以降）
• �	営業社員がお客さまにご案内できる商品やサービスをご説明するとともに、取り扱っていない商品・サービスや行っていな

い行為を明示し、お客さまに注意喚起を行う「権限明示」のプロセスを、お申し込み時に必須としております。
• �3年に1度、本社専門部署からお客さまにご連絡し、ご契約内容の確認を行うとともに、金銭の取扱に関する注意事項を直

接お客さまにお伝えしています。
• �	従前より導入している、複数の営業社員がお客さまの状況を共有しチームでお客さまをお守りする「共同保全」の仕組を、

より一層推進しています。

取組のさらなる強化については、2026年4月28日より開始したお客さま確認の結果を踏まえ原因分析を行い、検討してま
いります。なお、2026年10月以降、お客さまのご契約を担当する営業社員に加え、本社からお客さまへの直接コンタクトを
強化することといたしました。「密室化」の回避に向けては、営業社員が担当するお客さまへのご連絡を順次開始しております
が、ご確認完了後も継続して本社がお客さまとコンタクトし続ける体制を構築してまいります。

お客さま特設問い合わせ窓口について（2026年7月現在）
当社社員（元社員含む）による不審な金銭取扱が発生していないかについて、お客さまを対象に確認を行っております。
過去にお取引があった方なども含めて、お心当たりのある方は、当社までお申し出いただきますようお願い申しあげ

ます。

「当社社員（元社員含む）による不審な金銭取り扱い等」の例
1. �保険契約のお手続時またはお手続後に担当者（過去を含む）に対し、現金または当社名義以外（例：担当者個人名義

の銀行口座等）への振込や手渡し等の方法により金銭を渡したことがある。
2. �担当者（過去を含む）から当社取扱商品以外の投資話を持ち掛けられたことがある。
3. �上記以外にも、保険契約のお手続等について、ご加入時やご加入後に不審に思うことがある。（例： 特別な利回りを

謳うこと、私的口座への振込指示など）

不正事案の未然防止・早期発見に向けた取組、お客さま特設問い合わせ窓口については、 
当社ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/info/popup/torikumi.html）をご覧ください。
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ソニー生命の企業理念

基本使命

当社の使命は、合理的な生命保険と質の高いサービスを提供することによって、 
顧客の経済的保障と安定を図ることである。

経営の基本理念

顧客に満足される質の高いサービスの提供を不断に追求することにより、 
顧客の期待と信頼に応える。

環境の変化には、常に積極的にチャレンジし、 
新しい時代のニーズを先取りした革新的な経営を行う。

社員の個性を尊重し、その能力と適性を十二分に発揮することにより、 
自由闊達な職場環境を創るとともに活力ある組織を維持する。

ビジョン（ありたい姿）

お客さまの「生きがい」ある人生をお守りする
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人生、毎日何かが起こるわけじゃない。
けれど愛おしく、特別な瞬間が存在する。
あなたにも。あの人にも。

そんな瞬間を、
私たちは生きがいと呼びたい。
なんてことない一日だって、
生きがいある日かもしれない。
そう信じている。

私たちソニー生命は、
お客さまの「生きがい」とともに、歩んでいきたい。
一人ひとりの想いを訊き、寄り添いながら。

日本中が、世界中が、
自分だけの毎日をもっと愛せるように。

ライフプランナーの、
ソニー生命の使命です。

コーポレートスローガンとステートメント

コーポレートスローガンを通じて当社を知っていただくための主な取組

生きがいってなんだろうラボ
　当社の考える「生きがいある人生」について一人でも多くの方に知っていただき、ご自身の 「生きがいある時間・人生」への

“気づき”を通じて、より豊かな人生・社会へのきっかけをつくる、「生きがいってなんだろうラボ」を発足しました。
　日常にあるささやかな時間から人生を変える大きな瞬間まで、「生きがいある時間・人生」を深掘るさまざまなコンテンツを
展開しています。
URL： https://www.sonylife.co.jp/land/ikigai-nandarou-labo/

　2025年7月17日に掲げたコーポレートスローガンを通じて、当社の特徴や、活動の方向性などを知っていただくためのさま
ざまな取組を行っています。

（掲載中のコンテンツ）
※2026年7月現在のものです。
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「ひとのやらないことに挑戦し、社会に貢献する」
 盛田昭夫の情熱から生まれた保険会社

ソニー生命の成り立ち

1979年8月10日、「合理的な生命保険と質の高いサービスを提供することによって、顧客の経済

的保障と安定を図る」を基本使命に掲げ、ソニー生命は業界に新風を巻き起こすべく誕生しました。

創立に携わったプロジェクトメンバーは「日本にマッチした、世界のどこにもない保険会社をつく

る」という独自の構想に燃えていました。一人ひとりのお客さまの人生が異なるように、保障に対す

るニーズも十人十色。それを的確に把握し、解決手段を提示するためには、崇高な理念と強い信

念、豊富な知識と経験が必要なはず。こうして誕生したのが「ライフプランナー制度」です。

ソニー生命の開業式で、創立者であるソニー創業者の一人、盛田昭夫は社員を前にこう語りまし

た。『我々としては、やはりここに新しい、本当に日本に今までなかったような保険会社を創りあげ

たい、また、創ってほしいというのが私のお願いであります』　「ひとのやらないことに挑戦し、社会

に貢献する」という盛田昭夫の熱い思いがそこにありました。その思いは現実のものとなり、当社

のライフプランナーによるコンサルティングは多くのお客さまからご支持いただいています。創立

者の熱い思いは、現在も受け継がれているのです。

Photo by Kazumi Kurigami/TENGAI FOUNDATION
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「お客さま一人ひとりの人生に関わる生命保険を提供するためには、本当の意味でのプロフェッショナルを介する必要がある」　
そう考え、日本の生命保険業界に新風を巻き起こすべく誕生した職業——それがライフプランナーです。当社のライフプランナー
は、お客さまの信頼にお応えできるよう、さまざまな教育プログラムを通じて必要な知識とスキルを身につけた、生命保険・金融の
プロフェッショナルです。

—きょうから生命保険が変わる。ライフプランナーが変える。—ライフプランナー

当社の保険は、お客さま一人ひとりのライフプランにあわせたオーダーメイドです。そのためには、まずはお客さまがどのような
人生を送りたいか、つまり「どう生きるか」を知ることが必要です。お客さまとご家族の夢や将来に関する考えをお聴きし、お客さま
とともに具体的な人生の設計図を描き、守りたい未来の生活（ライフプラン）にあわせて必要保障額を算出し、合理的な保障を提供
します。また、ご提案した生命保険がいざというときにきちんとお役に立てるよう、ご契約をいただいたあとも、ライフプランや保障
の点検・アドバイスを行います。お客さまの人生においてさまざまな心配事や問題が生じたときには、担当者はもちろん、全国のラ
イフプランナーが協力し合って、ライフプラン実現に向けてのお手伝いをします。

—人生の伴走者として「ともに生きる」—コンサルティング

死亡保険金は、遺されるご家族へのお客さまの想いであり、
「保有契約高」*はその想いの積み重ねです。ソニー生命は、こ
の「保有契約高」が、お客さまからの信頼の証だと考えていま
す。お預かりした保険契約は、お客さまとソニー生命との「遠
い約束」です。いつか来るその「約束」をしっかりと果たすた
め、ソニー生命は健全な経営に努めていきます。

—お客さまとの「遠い約束」を果たす—信頼の証

当社には、ライフプランナーが互いに助け合い高め合う相互研鑽の精神や文化が根づいています。
たとえば、ソニー生命には日本の保険会社でトップクラスの2,329名の Million Dollar Round Table

（MDRT）会員がいます（2026年4月現在）。MDRTとは、国際的かつ独立した組織で、卓越した生命保険
と金融サービスのトップセールスメンバーで構成されています。相互研鑽と社会貢献を活動の柱として

「ホール・パーソン（バランスのとれた人格を志向すること）」を目指しており、ソニー生命においても、
「MDRTソニー会」として年数回、研修会を行っています。

このほか、年間を通じて全国各地でさまざまな自主研修会が行われ、お客さまへより質の高いサービスを提供するためのノウハ
ウやスキルを互いに共有し、研鑽に努めています。

また、ソニー生命の社員は、「One Love One Trust（ひとつの愛がひとつの信頼を生む）」を合言葉に、社会貢献活動にも率先し
て取り組んでいます。1995年に発生した「阪神・淡路大震災」がきっかけで、社員有志により「ソニー生命ボランティア有志の会」を
発足しました。この会は社員の募金により運営され、運営の主体は社員一人ひとりです。現在は「阪神・淡路大震災」で被害に遭われ
た高齢者の方々への継続的な支援を行うとともに、「スペシャルオリンピックス日本」や「リレー・フォー・ライフ」への活動支援、「東
日本大震災」の復興支援など、幅広い社会貢献活動を積極的に行っています。
 

—すべてはお客さまのために—相互研鑽と社会貢献

77兆3,087億円
2025年度末

*�保有契約高とは、お客さ
まに対して生命保険会社
が保障する金額の総合計
額です。

保有契約高の推移
（個人保険+個人年金保険）

1990 2000 2010 2020 （年度末）
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 �第1回保険料
キャッシュレス
制度の実施

2006

ソニー生命のあゆみ

当社を支援してくださるお客さまに心より感謝するとともに、お客さまの「生きがい」ある
人生をお守りできるよう、これからも力をあわせて歩み続けます。

 �「ライフプランナー」を商標登録
 �「ライフプランナー憲章」制定

 �商号を「ソニー生命保険 
株式会社」に改称

1979

 �募集代理店制度発足

1989

1995

1996

1991

1987

 �ソニー・プルーデンシャル 
生命保険株式会社 

（現 ソニー生命保険株式会社）設立
 �本店を東京都港区南青山に置く

創立者　盛田昭夫

 �ソニー株式会社（現 ソニーグ
ループ株式会社）が金融持株会
社「ソニーフィナンシャルホール
ディングス株式会社（現 ソニー
フィナンシャルグループ株式会
社）」を設立し、当社も参画

1981

1980

 �商号を「ソニー・プルデンシャル
生命保険株式会社」に変更

 �商号を「ソニー・プルコ 
生命保険株式会社」に改称

 �コールセンターを開設
 �保険金クイックサービスを開始

 営業開始 
 ライフプランナー制度発足

開業時の広告

 �「阪神・淡路大震災」をきっかけとして、社員有志により「ボランティア有
志の会（ソニー生命ボランティア有志の会）」発足
 �全ライフプランナーにパソコン貸与

1997

2004
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 �新契約の即時承諾（お引き受け）を開始
 �本店を東京都千代田区大手町に移転

2016

 �申込手続のペーパーレス化を実現

2012

 �ソニー生命 
札幌サービス 
センターを開設

2010

 �リモートコンサルティングシステムを導入
 �ソニー株式会社（現 ソニーグループ株式会社）が
ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社

（現 ソニーフィナンシャルグループ株式会社）を 
完全子会社化

2020

 �創立40周年

2019

 �「お客さま本位の業務運営方針」
策定

（旧）ソニーライフ・ウィズ生命
保険株式会社を吸収合併

2021

2017

 �「トータルライフプランニング」サービスを開始

GLiP 画面イメージ

2025

2024

2023

 �経済産業省令和5年度補正「ラ
イフステージを支えるサービ
ス導入実証等事業（キャリア形
成に資するサービス導入環境
の構築実証）」へ参画

2022

 �社会貢献活動 
「ライフプランニング授業」の実施 
校数が2,000校を超える

ライフプランニング授業の様子

 �コーポレートスローガン 
「生きがいを、愛そう。」を策定

 �ソニーフィナンシャルグループ
株式会社が東京証券取引所プ
ライム市場に上場
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https://www.sony.com/ja/SonyInfo/CorporateInfo/purpose_and_values/

ソニーフィナンシャルグループのご紹介

ソニーフィナンシャルグループとは、ソニーフィナンシャルグループ株式会社と、その傘下のソニー生命保険 

株式会社、ソニー損害保険株式会社、ソニー銀行株式会社、ソニー・ライフケア株式会社、ソニーフィナンシャル

ベンチャーズ株式会社ならびにその子会社および関連会社から構成される金融サービスグループです。
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ソニー生命とソニーフィナンシャルグループ各社との連携
　当社は、歴史や規模などにおいて、ソニーフィナンシャルグループの中核となっています。とくに、ライフプランナーのコンサル
ティング能力を活かした、グループ各社との連携を通じた取組を進めており、グループ一体での価値創出を目指していきます。

 ソニー損害保険
　1998年6月に設立された、主にインターネットや電話により、合理的で質の高い保険商品・サービスを提供しているダイ
レクト損害保険会社です。
•	ライフプランナーによるソニー損保の商品取扱
	 •	 自動車保険（2001年5月から）
		  2025年度は、ソニー損保の自動車保険新規契約件数の6.8%がライフプランナーの取扱によるものです。 
	 •	 火災保険（2021年10月から）
		  2025年度は、ソニー損保の火災保険新規契約件数の8.5%がライフプランナーの取扱によるものです。
	 •	 ペット保険（2026年1月から）

 グループ体制図（主要子会社）（2026年4月1日現在）

 ソニー銀行
　2001年4月に設立された、利便性と質の高い資産運用を中心とした金融商品・サービスや住宅ローンを提供するイン
ターネット銀行です。
•	ライフプランナーによるソニー銀行の住宅ローン・口座開設などの取扱
	 •	 住宅ローン（2008年1月から）
		  2025年度は、ソニー銀行の住宅ローン新規融資実行件数の21%がライフプランナーの取扱によるものです。
	 •	 円普通預金口座開設業務（2014年5月から）
	 •	 外貨預金に関する業務（2017年4月から)

 ソニー・ライフケア
　2014年4月に設立された、介護事業を統括する持株会社です。傘下の介護事業会社による有料老人ホーム等の運営・
新規開設を通じた事業展開を推進しています。

グループ体制図（主要子会社）（2025年 10月 1日現在)

ソニーフィナンシャルグループ（株）    ソニーグループ（株）

持分法適用関連会社
連結子会社

私たちは、ソニーフィナンシャルグループが掲げるグループ横断の「スクラム構想」の
もと、ソニー損害保険、ソニー銀行およびソニー・ライフケアによるグループ一体と
なった価値創出を、施策として具体化・実行しています。
ライフプランナーがお客さまにグループ商材を日常的に提供できる環境を整え、ソ
ニーフィナンシャルグループの一員として、グループの力を実感できるように、これか
らも真摯に取り組んでいきたいと思います。

営業統轄本部
グループ事業推進部 
グループ事業推進課

三国 直生

※	�2026年6月25日開催のソニーフィナンシャルグループ株式会社
（SFGI）の定時株主総会において、人的関係に基づく重要な影
響力が解消され、SFGIはソニーグループ株式会社（SGC）の持
分法適用関連会社に該当しないこととなりました。

	� 　なお、SGCによるSFGI株式の保有状況やソニーブランドに
係る商号・商標使用許諾契約を含むSFGIとSGCとの取引関係、
ならびに両社の事業上の関係性に実質的な変更はありません。
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サステナビリティの考え方
ソニーフィナンシャルグループは、Our Vision「感動できる人生を、いっしょに。」のもと、“感動寿命（自分らしく生きる）”

“資産寿命（経済的な健全性）”“健康寿命（生きる土台）”を事業の礎（Our Foundation）と位置づけています。これらの考え
方に基づき、グループ各社の事業を通じて「自分らしく生きる人」を支えるとともに、「人」を取り巻く「社会」・「環境」の課題解決
に貢献し、持続可能な社会の実現と企業価値向上を目指しています。

当社は、「ひとのやらないことに挑戦し、社会に貢献する」という思いのもと創立し、基本使命に沿って、一人ひとりの人生に
寄り添った価値提供を追求してきました。こうした歩みは、現在の事業活動にも受け継がれており、当社にとってのサステナビ
リティ経営の原点でもあります。

ソニーフィナンシャルグループの一員として、当社は事業活動を通じたお客さまへの価値提供を軸に、地域社会・環境・社
員への取組を経営の重要な要素として位置づけ、中期経営計画における戦略の実行につなげています。

ソニーフィナンシャルグループの取り組むべき社会・環境課題と6つの重点項目
ソニーフィナンシャルグループは、「人口構造の変化」「生活への不安」「地域経済の疲弊」「テクノロジーの発展・進化への

対応」「DE&I」「人権の尊重」「気候変動・生物多様性」を特に解決を目指すべき社会・環境課題として定めています。ソニー
フィナンシャルグループのユニークさを活かし、社会の一員として、重点課題への取組を通じて社会的価値を創造し、「感動
できる人生」の実現に貢献していきます。

サステナビリティ経営の推進

ソニーフィナンシャルグループのホームページ
https://www.sonyfg.co.jp/ja/sustainability/approach.html
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当社が取り組む重要課題
当社は、ソニーフィナンシャルグループが定める6つの重点項目を踏まえ、当社を取り巻く主な社会課題や潮流、事業環境

の変化を整理し、ステークホルダーへの影響度および当社事業との関連性の観点から評価したうえで、優先的に取り組む
テーマを重要課題として選定しています。また、サステナビリティを取り巻く環境の変化等も踏まえ、重要課題は定期的に見
直しを図っています。

サステナビリティ推進体制
当社は、ソニーフィナンシャルグループの一

員として、グループ各社との協働体制のもと、
サステナビリティの推進に取り組んでいます。

さらに、サステナビリティ経営の実効性をより
一層高めるため、サステナビリティ委員会を設
置し、サステナビリティに係る方針・戦略等の審
議や取組状況のモニタリングを行っています。

サステナビリティ委員会での審議内容は、経
営会議・取締役会へ報告し、取締役会の監督を
受けています。

自分らしく働ける 
会社へ

活き活きとした 
地域社会へ

お客さまに寄り添う 
金融グループへ

金融教育を 
すべての人々へ

誰もが輝ける社会へ

美しい地球を 
未来世代へ

ソニーフィナンシャルグループの 
6つの重点項目

当社の重要課題
領域

お客さま 
（事業）

地域社会

環境

社員

自社
（基盤）

重要課題

● 経済的リスクの軽減
● 心身の健康維持・増進

● 人と人とのつながりの深化

● 地域社会の活性化

● 持続可能な地球環境への貢献

● 人的価値の向上
● DE&I（ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン）
● 働きやすい職場環境

● ガバナンス・コンプライアンス態勢の向上
● お客さま本位の業務運営の徹底
● 人権の尊重

監督

執行

     

意見報告

サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会

委員長 サステナビリティ経営推進部担当役員

事務局 サステナビリティ経営推進部

委員 ESG動向・サステナビリティ方針に関連する組織の執行役員

※�代表取締役社長の推薦・ 
経営会議により決定

ソニーフィナンシャルグループ（株）

ソニー生命 ソニー損保 ソニー銀行

主要子会社

ソニー・ライフケア ソニーフィナンシャル
ベンチャーズ

経営会議

取締役会

各本部・各部門

サステナビリティ経営の実効性をより一層高めるために、
全社横断的な推進を行う「サステナビリティ委員会」の運
営や、関連する情報をグループ連携も行いながら、社内
外のステークホルダーに届ける役割を担っています。
社会・環境課題はますます多様になるなか、ソニー生命ら
しい取組を一つひとつ積み上げていきたいという思いで
日々の業務に臨んでいます。社会と当社の持続的な成長
に向けて、チーム一丸で推進していきたいと思います。

サステナビリティ経営推進部
サステナビリティ企画推進課

（一同）
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ソニー生命の中期経営計画
（2024年度～2026年度）

～お客さまの「生きがい」ある人生をお守りする～
「お客さまの『生きがい』ある人生をお守りする」というビジョンのもと、「質を伴った成長」と「新たな経営品質の確立」の 

実現を両輪で進めるとともに、「非財務価値の向上と活用」にも取り組みます。人々が心豊かに暮らせる社会づくりに貢献し、
社会と当社双方の持続的成長につなげていきます。

中期経営計画のポイント

人々が心豊かに暮らせる社会の実現への貢献

提供価値
拡大

• 両チャネルの価値拡大
• 成長を支えるサービスの進化
• 持続的成長を支えるERMの実行

• �オペレーショナルエクセレンスの 
実現

• 組織のレジリエンス向上
• �ガバナンス・コンプライアンスの 

さらなる強化

質を伴った成長 新たな経営品質の確立

• 人的資本　• DX/IT　• ブランド
非財務価値の向上と活用

サステナビリティ経営の推進

お客さま本位の業務運営の徹底
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　より一層サステナビリティの視点を経営に取り込み、事業を運営していきます。
　持続的な成長を支える基盤を構築するため、品質・コスト・スピードを両立するオペレーショナルエクセレンス
の実現、事業環境の変化に柔軟に対応するための組織のレジリエンス向上を図ります。

　また、お客さま本位の業務運営を徹底し、ガバナンス・コンプライアンス態勢のさらなる強化に取り組み、新たな経営品質
の確立を目指していきます。

新たな経営品質の確立

質を伴った成長
ライフプランナーチャネル
　ライフプラン分析システム「GLiP」（44ページをご参照ください）、企業のコンサルティングシステム「Biz-
Plan WEB」（48ページをご参照ください）や、お客さまとのコミュニケーションで得た情報を記録・更新する「カ

ルテ」の活用によってご提案の根拠を可視化し、お客さまのご意向に沿った保障の提供・資産形成をサポートするとともにご
契約後も保障の点検や最適化を図る活動を進めています。
　また、こうしたコンサルティングセールス・コンサルティングフォローをはじめとしたライフプランナーのサービス水準の
向上に向けた各種取組、DX活用等による付加価値のより高い業務に注力できる環境整備・支援の拡充などを推進し、お客
さまへの提供価値をさらに高めていきます。

代理店チャネル
　サポーター（代理店営業職）の育成を強化し、パートナー（募集代理店）の特性や状況に応じた支援を拡充
していきます。また、パートナーの販売状況やサービス品質をデータ化・収集・分析し、施策に活用することで、
サポーターによる効率的な営業活動の推進、良質なパートナーとの関係強化を図るなど、着実な成長に向けた

取組を進めます。

成長を支えるサービスの進化
　主に以下における取組を通じ、お客さまへの提供価値・お客さま層の拡大を図っていきます。

持続的成長を支えるERMの実行
　事業環境の変化を見据え、営業・商品開発・資産運用が三位一体となってリスクとリターンのマネジメントを
すべく、専任の委員会を通じて、収益管理の高度化を図り、持続的な成長を実現していきます。

トータルライフプランニング
• �GLiP追加機能の開発
• �お客さまのゴール（目標）達成

に向けたサービスパッケージ
の提供

法人戦略
• �事業承継や福利厚生領域への

価値提供の拡大
• �経営者に対する法人・個人両

面でのコンサルティング強化

シニア戦略
• �A Iの活用等によるシニアライ

フプランニングの高度化
• �シニア層のニーズに対応する

商品・サービスの拡充

　質を伴った成長と新たな経営品質の確立の実現を支えるため、社員の力を最大限発揮し、活躍に向けて環境
を整備していきます。また、デジタルのさらなる活用による生産性向上や、お客さまへの提供価値の拡大、当社
およびソニーフィナンシャルグループでのブランディング強化に取り組んでいます。

非財務価値の向上と活用

※ERMについては92ページをご参照ください。
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お客さま本位の業務運営方針
当社は、「合理的な生命保険と質の高いサービスを提供することによって、顧客の経済的保障と安定

を図る」ことを基本使命とし、「お客さまの『生きがい』ある人生をお守りする」というビジョンを掲げ、

その実現に向けて取り組んでいます。

お客さま本位の業務運営をより一層推進するため、以下の方針を定めます。

お客さま本位の業務運営方針

1. お客さま本位の業務運営
当社は、お客さまに合理的な生命保険と質の高い

サービスを提供し、お客さまの経済的保障と安定を図
るために、あらゆる業務運営においてお客さまの最善
の利益に資するべくお客さま本位で行動するよう努め
てまいります。

2. お客さまの声を業務運営に活かす態勢
お客さまからのご意見やご要望等の「お客さまの

声」を広くお伺いするとともに、これを真摯に受け止
め、お客さまの声を活かした業務運営を進めてまいり
ます。

3. お客さまへの最適な保障の提供と資産形成のサポート
当社は、お客さまの最善の利益に資するべく、社員

一人ひとりがコンサルティングセールス・コンサルティ
ングフォローの質を追求し続け、お客さま一人ひとり
のゴール（目標）の実現をサポートするとともに、お客
さまとの「遠い約束」（※）を果たし続けてまいります。

（※）�当社では、お客さまとのご契約を「遠い約束」と位置づけています。

4. 最適な保障提供・資産形成を支える商品開発と資産運用
お客さまのニードや社会を取り巻く環境を踏まえ、

お客さまの最善の利益に資するべく一人ひとりのお
客さまへの最適な保障の提供や資産形成を支えるた
めの商品の開発に取り組むとともに、各保険商品に
おいて将来にわたり確実に保険金・給付金をお支払
いするための資産運用に努めてまいります。

5. 	保険金等の確実な支払とより良いサービスの提供
お客さまとの「遠い約束」を確実に果たすため、お支

払いに至るまでご契約を適切に管理し、迅速かつ利便
性の高い事務体制の構築に努めてまいります。また、お
客さまの様々なライフスタイルやニードにお応えする
ためのサービスを提供し続けてまいります。

6. 利益相反の適切な管理
お客さまの利益が不当に害されることがないよう

にするため、「利益相反管理方針」等を定め、それらに
従って、取引におけるお客さまとの利益相反の可能
性について把握し、適切に管理するよう努めてまいり
ます。

7. お客さま本位の企業風土の醸成
当方針に基づき、あらゆる業務運営において、お客

さま本位で行動していくための態勢を構築してまいり
ます。
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（年度末）2025

77

2024202320222021

7166
6157

当社の「お客さま本位の業務運営方針」ならびに「お客さま本位の業務運営に係る取組内容」については、当社ホームページ
（https://www.sonylife.co.jp/company/corporate/fiduciaryduty/）をご覧ください。

「お客さま本位の業務運営方針」の定着度合いを測る成果指標
当方針の定着度合いを測るための成果指標として、「お客さま総合満足度」「保有契約者数」「保有契約高」を設定してい

ます。
これらの指標は当社のサービスや商品、ライフプランナーやパートナーの提案力等に対するお客さまの評価の表れであ

ると考え、今後も各指標の中長期的な傾向を把握し、定期的に当方針や取組内容の進捗状況の振り返りを行うことによっ
て、より一層お客さま本位の視点に立った業務運営へとつなげてまいります。

指標③ 保有契約高

個々のお客さまに対して当社が保障する金額の総合計額
です。

*1	2025年度お客さまアンケート実施概要
	 ・ 実施期間：2025年10月～2025年11月
	 ・ 調査対象：既契約者約1万名
	 ・ 回答者数：4,164名　※評価回答無し分を除く。
	 ・ 質問内容：営業社員対応・代理店対応・各種手続・商品満足度・企業への信頼感等
	 ・ お客さま満足度は7つの選択肢から回答
*2 「保有契約者数」「保有契約高」は、個人保険と個人年金保険の合計です。

これからも当社は、「お客さまの『生きがい』ある人生をお守りする」というビジョンの実現に向けて、お客さまの「人生の
伴走者」として信頼を積み重ねながら、提供価値のさらなる広がりを図っていきます。

保有契約高*2� （単位：兆円）

（年度）20252024202320222021

78.376.777.377.075.7

指標① お客さま総合満足度

当社のご契約者さまを対象に、毎年実施する『お客さまア
ンケート*1』で「当社に対する総合満足度」をお伺いする質問
にて、上位3つの選択肢を回答されたお客さまの割合です。

お客さま総合満足度� （単位：%）
とても満足・満足・やや満足の総数

（年度末）2025

422

202420232021 2022

417
410

403399

指標② 保有契約者数

当社にご契約いただいているお客さまの総数です。 保有契約者数*2� （単位：万人）
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2025年度トピックス

10月 2025年5月 6月 7月 8月

引受査定システムの 
大幅リニューアルについて

「無解約返戻金型収入保障
保険（無配当）」等の発売

新コーポレートスローガン「生きがいを、愛そう。」を策定

加賀市と包括連携協定に 
向けた基本合意を締結

「ボランティア・デイ」を開催

NTTコム オンラインNPS®ベンチマーク調査2025
「生命保険部門」「生命保険部門 請求体験調査」
「生命保険部門 アフターフォロー調査」
「生命保険部門 コンタクトセンター調査」の4部門で 
第1位を受賞

　当社は、お客さまの保険契約のお
申し込み時に行う医務査定（お客さ
まの過去の病歴や現在の健康状態
の査定）のうち、健康診断結果票を
ご提出いただく健康診断扱の自動
査定化を2025年5月に実現しまし
た。これにより、ご契約のお引き受け
にかかる時間を大幅に短縮し、最短
で書類到着の翌営業日に査定を終
了することが可能となりました。

　2025年7月2日に、就業不能とな
り得るリスクに対する保障の充実
をはかった「無解約返戻金型収入保
障保険（無配当）」および、入院・在宅
医療やがん等による一時的な収入
減を保障する「入院・在宅医療一時
金特約（無配当）」、「がん一時金特約

（無配当）」等を発売しました。

　「お客さまの『生きがい』ある人
生をお守りする」というビジョンの
もと、新たなコーポレートスローガン

「生きがいを、愛そう。」を策定しま
した。

　当社は、石川県加賀市と持続可能
な地域社会の実現に向けたデジタ
ル技術活用とライフデザイン推進に
関する包括連携協定に向けた基本
合意を締結しました。

　当社の創立記念日である8月10
日を「ボランティア・デイ」として、「全
社員で地域・社会貢献活動を考え、
実践する日」と位置づけています。
　前年に続き23回目となる8月20
日のイベントでも、大手町本社で当
社の社員による献血ボランティアを
実施しました。

　当社は、NTTドコモビジネスX株式会社*が発表した、NTTコム オンライン
NPS®ベンチマーク調査2025の「生命保険部門」、「生命保険部門 請求体験調査」、

「生命保険部門 アフターフォロー調査」および「生命保険部門 コンタクトセン
ター調査」の4部門において、第1位の評価をいただきました。

2025年5月

2025年7月

2025年7月

2025年8月 2025年8月

2025年5月 2025年6月 2025年10月

*�2026年1月よりNTTコム オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社は、「NTTドコモビジネスX株式会社」に社
名変更しました。

※�Net Promoter®およびNPS®は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズ 
（現NICE Systems, Inc）の登録商標です。

※�当社の社会貢献活動の詳細は、74ページもご参照
ください。

※�新コーポレートスローガンの詳細は、7ページもご
参照ください。

献血の様子
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※�業務提携に関する詳細は、54ページもご参照くだ
さい。

経営承継支援と 
業務提携強化に向けて 
基本合意

「災害保障期間付平準 
定期保険（無配当）」の 
改定・販売再開

「指定通貨建積立利率更改型 
一時払終身保険（無告知型） 

（無配当）」等の発売

当社は、株式会社経営承継支援
と、法人のお客さまにおける事業承
継ニーズの高まりを背景に、M&A
を含む事業承継領域における両社
の協業強化による顧客提供価値の
向上を目指し、業務提携強化に向け
て基本合意しました。

また、2026年2月に同社と資本・
業務提携にかかる契約を締結し、普
通株式の一部を株式譲受により取得
しました。

2025年12月2日より、法人のお
客さま向け商品「災害保障期間付
平準定期保険（無配当）」を改定し、
販売を再開しました。

2026年2月2日に、各世代におけ
る万一の保障と資産形成を目的とし
た新商品「指定通貨建積立利率更改
型一時払終身保険（無告知型）（無配
当）」および本商品に付加できる特約
を発売しました。

2025年11月

2025年12月

2026年2月

※�当社の商品については、52ページもご参照ください。

※�当社の商品については、52ページもご参照ください。

DBJ Green Building認証
の取得

当社が保有する物件「ソニーシ
ティ」において、株式会社日本政策
投資銀行による、「D B J G r e e n 
Building認証*」を取得し、極めて優
れた「環境・社会への配慮」がなされ
た建物として認証されました。

2026年2月

*�DBJ Green Building認証とは、2011年4月に株式
会社日本政策投資銀行が環境・社会への配慮がなさ
れた不動産（「Green Building」）を支援するために創
設した認証制度です。

「健康経営優良法人 
（2026年・大規模法人部門）」 
に初認定

学習用ICTプラットフォーム
「Lentrance」の教育CSR 
サービスに参画

当社は、経済産業省および日本健
康会議が優良な健康経営を実践し
ている法人を共同で選定する「健康
経営優良法人（2026年・大規模法人
部門）」に初めて認定されました。

当社は、株式会社Lentranceが提
供する学習用ICTプラットフォーム

「Lentrance®（レントランス）」の教育
CSRサービスに参画しました。本取
組を通じて、当社が創業以来大切に
してきた「ライフプランニング」の考
えに基づく金融教育を全国の教育機
関へより一層広げてまいります。

2026年3月

2026年3月

※�人材戦略および当社の健康経営については、67
ページもご参照ください。

2026年1月11月 12月 10月 2月 3月

当社が提供するLentranceのサービス画面イメージ

ライフプランナーによる 
ソニー損保のペット保険の 
取扱開始

2026年1月15日よりライフプラ
ンナーによるソニー損害保険株式
会社のペット保険の取扱を開始しま
した。

2026年1月

※�ソニーフィナンシャルグループとの取組については、
13ページもご参照ください。

ご加入後に発行される「どうぶつ健康保険証」のイメージ
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直近のトピックス （2026年7月1日現在）

遠隔営業所の出店について

NTTドコモビジネスX NPS®ベンチマーク調査2026
「生命保険部門」「生命保険部門 請求体験調査」「生命保険部門 アフターフォロー調査」
の3部門で第1位を受賞

　当社は、地域のお客さまへのさらなるサービス向上と新たな雇用創出を目的に、新しい拠点形態である「遠隔営
業所」を出店しました。　
　遠隔営業所は、母店となる支社（以下「母店支社」）と連携しながら地域に根差した活動を行う拠点です。少人数か
つ省スペースでの設置が可能なため、迅速な地域展開を実現します。また、テレプレゼンスシステムを導入すること
で、母店支社と対面同等のリアリティを実現した遠隔コミュニケーションが可能になるため、連携した運営体制によ
り業務品質を確保します。この出店により、これまで以上に、既存のお客さまへのアフターフォロー体制の強化を図
るとともに、地域に密着した採用・人材育成を進めることで、お客さま一人ひとりに寄り添った、質の高いサービスの
提供を目指します。

　当社は、NTTドコモビジネスX株式会社*が発表した、NTTドコモビジネスX NPS®ベンチマーク調査2026の「生命
保険部門」、「生命保険部門 請求体験調査」「生命保険部門 アフターフォロー調査」の3部門において、第1位の評価を
いただきました。

2026年4月

2026年6月

※�当社のライフプランナー採用については、採用ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/land/lp_recruit/）を 
ご確認ください。

「長野支社 松本営業所」の出店
　遠隔営業所の1号店は、長野県松本市に出店し、2026年4月より営業を開始していま
す。長野県には、すでに母店支社となる長野支社がありますが、2拠点体制で、より高い
品質を維持しながら、地域のお客さまをお守りすることで、さらなる成長を目指します。
　遠隔営業所は、今後も未出店地域を中心に段階的な展開を検討していきます。

オフィスの様子

私自身、生まれ育った地域に貢献したいという想いから営業所長に挑戦し、地元採用に
こだわって支社を設立した経験があります。同様に、地域に根差した活動を願う営業所
長やライフプランナーの想いを実現するために、支社から営業所を切り出す新たな出
店形態として「遠隔営業所」を構想しました。遠隔営業所を活用することで、支社として
の体制や品質は維持したまま、活動拠点を拡大することが可能です。今後も、地域密着
と安定したサービス提供の両立を目指し、全国各地に出店を推進していきます。

営業統轄本部
支社営業企画部

大西 孝宗

*�2026年1月よりNTTコム オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社は、「NTTドコモビジネスX株式会社」に社名変更しました。

※�Net Promoter®および NPS®は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・
ライクヘルド、サトメトリックス・システムズ（現NICE Systems, Inc）の
登録商標です。

全国の地方支社で初となる遠隔営業所が、2026年4月に設立されました。これは私たち
にとって大きな目標の一つであり、その実現を大変うれしく思っています。長野県の人口
は約200万人、そのうち松本営業所の担当地域には約100万人が暮らしています。地域
に根差し、地域社会へ貢献することで、お客さまから最も必要とされる高品質な保険会
社を目指してまいります。また、これから遠隔営業所の展開を検討する地方支社にとって
のモデルケースとなれるよう、長野支社一丸となって今後も取り組んでまいります。

長野支社　
松本第2営業所

山﨑 新吾

生命保険部門 請求体験調査生命保険部門 請求体験調査生命保険部門 請求体験調査
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強固な経営基盤の上に、さらなる成長を目指します。

2025年度の業績報告
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直近5事業年度における主要な業務の状況
（単位：百万円）

項目 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度

保有契約高 59,178,835 62,516,074 67,883,184 73,156,344 78,386,206

　個人保険 52,397,483 53,944,836 56,690,559 58,932,288 61,788,558

　個人年金保険 5,253,902 7,161,070 9,895,615 13,041,719 15,520,225

　団体保険 1,527,449 1,410,167 1,297,009 1,182,336 1,077,422

団体年金保険保有契約高 5,300 4,402 3,587 2,982 2,505

保有契約年換算保険料 1,054,010 1,114,465 1,206,540 1,297,483 1,385,196

　医療保障・生前給付保障等 213,713 215,771 213,377 208,736 207,610

新契約高 6,663,706 8,391,616 10,064,342 11,197,393 10,945,936

　個人保険 5,242,239 6,270,971 7,085,534 7,569,700 7,676,787

　個人年金保険 1,413,000 2,112,597 2,970,866 3,618,608 3,262,362

　団体保険 8,467 8,047 7,940 9,084 6,786

新契約年換算保険料 105,492 128,584 160,589 180,840 173,046

　医療保障・生前給付保障等 12,923 11,563 8,953 9,117 10,164

経常収益 2,023,492 1,904,419 3,180,958 2,316,923 2,534,820

　うち保険料等収入 1,377,393 1,473,844 1,743,977 1,910,585 1,984,691

　うち資産運用収益 586,253 368,135 1,375,599 348,451 500,909

経常費用 1,969,819 1,809,027 3,154,842 2,295,295 2,474,390

　うち保険金等支払金 670,082 911,723 1,054,636 1,115,879 1,434,696

　うち資産運用費用 42,779 24,597 221,902 142,090 278,410

　うち事業費 165,824 168,742 181,617 206,139 213,899

経常利益 53,673 95,392 26,115 21,627 60,430

当期純利益 19,050 100,770 13,579 58,186 39,551

基礎利益 132,219 119,648 185,943 115,120 191,869

資本金の額及び発行済株式の総数 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000

（70,000千株） （70,000千株） （70,000千株） （70,000千株） （70,000千株）
総資産 14,489,657 15,231,746 16,623,842 16,934,130 17,495,702

　うち特別勘定資産 2,852,650 3,188,906 4,497,242 5,155,641 5,829,676

責任準備金残高 12,536,893 13,161,411 14,765,726 15,511,509 15,972,370

貸付金残高 205,593 212,448 219,365 225,968 234,078

有価証券残高 13,613,434 14,393,399 15,573,054 15,900,404 16,504,917

ソルベンシー ･ マージン比率 2,191.1% 2,046.1% 1,887.6% 1,588.7% —*

従業員数 9,079名 9,156名 9,373名 9,747名 10,172名
（注）1. ‌�保有契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約高の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時

における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。
2. ‌�団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。
3. ‌�新契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各新契約高の合計です。なお、個人年金保険については、年金支払開始時における年金原資です。
4. ‌�年換算保険料の対象は、個人保険と個人年金保険です。年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あた

りの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。
5. ‌�医療保障・生前給付保障等については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障

害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。
6. ‌�2022年度からの基礎利益の算定方法変更に伴う2021年度への影響として、基礎利益が2百万円減少、キャピタル損益が2百万円増加しております。

*�2025年度のソルベンシー･マージン比率については、経済価値ベースのソルベンシー規制等に関する法令等に基づき作成し、2026年9月頃に当社ホーム
ページで開示予定です。
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2025年度の業績について

保有契約／ 解約・失効率（個人保険＋個人年金保険）

保有契約高 77兆3,087億円 （前年度末比7.4%増加）

940万4,148件 （前年度末比1.5%増加）保有契約件数 

保有契約 
年換算保険料

解約・失効率 
（契約高ベース）

1兆3,851億円  
（前年度末比6.8%増加）

5.66%  
（前年度比0.29pt低下）

「保有契約高」とは、個々のお客さまに対して生命保険会社が保障する金額の総合計額をいいます。
「保有契約件数」とは、ご契約いただいている保険契約の件数です。
「保有契約年換算保険料」とは、保有契約の1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です。
「解約・失効率」とは、契約高の減額または増額および復活を含めない解約・失効高を年度始の保有契約高で除した率です。なお、契約高の減額または増額
および復活を含め修正した解約・失効率は、データ編の30ページをご参照ください。

保有契約高は、開業以来順調に伸展しています。
解約・失効率は主に、外貨建保険の解約が減少したことにより、前年度に比べて低下しました。

77.3

940

2025

（兆円）

（万件）

（年度末）

保有契約高

保有契約件数

2023 2024

66.5 71.9

906 926

2,076
（年度末）

うち、
第三分野

13,851

（億円）

保有契約年換算保険料

20252023 2024

2,133 2,087

12,065 12,974

新契約（個人保険＋個人年金保険）

新契約高は、変額保険（定期型）の販売が増加したものの、変額個人年金保険「SOVANI」*の販売が減少したことなどに
より、前年度並みの水準となりました。

「新契約高」とは、新たにご契約いただいた保障金額の総合計額をいいます。
「新契約件数」とは、新たにご契約いただいた保険契約の件数です。
「新契約年換算保険料」とは、新契約の1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額です。

*「SOVANI」は、「変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）」および「一時払変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）」のペットネームです。

101
（年度）

うち、
第三分野

1,730

（億円）
新契約年換算保険料

20252023 2024

89

1,605

91

1,808

10.93

70.0

2025

（兆円）

（万件）

（年度）

新契約高

新契約件数

2023 2024

10.05

72.0

11.18

75.4

新契約高 10兆9,391億円  （前年度比2.2%減少）

70万517件 （前年度比7.1%減少）新契約件数

新契約年換算保険料

1,730億円 （前年度比4.3%減少）
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総資産

会社の規模を示す総資産は順調に増加しています。

「総資産」とは、資本およびお客さまからお払い込みいただいた保険料を
もとに、将来の保険金・給付金等の支払に備え、また保険事業を健全に維
持するために保有している有価証券などの運用資産ならびに建物などの
固定資産、その他さまざまな資産の合計で、会社の規模を示します。

17兆4,957億円 （前年度末比3.3%増加）

2023 2024 2025

17.4

（兆円）

（年度末）

16.6 16.9

（年度末）

責任準備金

将来の保険金支払に備え、十分な責任準備金を積み立てています。

「責任準備金」とは、将来の保険金などの支払に備え、保険業法で保険種
類ごとに積立が義務づけられています。

当社では、標準責任準備金対象契約については「標準責
任準備金」を、それ以外の契約については法令上最も高
い積立基準となる「平準純保険料式」による責任準備金
を積み立てています。

15兆9,723億円 （前年度末比3.0%増加）

2023 2024 2025

15.9

（兆円）

14.7 15.5

「保険金等支払金」とは、保険金、給付金、年金、解約返戻金等、お客さまに
保険契約上お支払いした金額を表します。

保険金等支払金 

「保険金等支払金」は1兆4,346億円となり、そのうち、お
支払いした保険金・給付金・年金の総額は4,121億円と
なりました。

1兆4,346億円 （前年度比28.6%増加）
お支払いした保険金・給付金・年金の推移

242

1,511
保険金

2,367
給付金

年金
4,121 

（年度）

（億円）

2023 2024 2025

198

1,343

2,316

3,858
232

1,442

2,406

4,080

「保険料等収入」とは、お客さまからお払い込みいただいた保険料などに
よる収益で、生命保険会社の収益の大半を占めています。

保険料等収入 

主に、再保険の活用による再保険収入が増加*したことに
より、前年度に比べ増加しました。

1兆9,846億円 （前年度比3.9%増加）

2023 2024 2025

19,846

（億円）

（年度）

保険料等収入

17,439
19,105

*�主に、サープラスリリーフの実施に伴う新契約に係る事業費負担の平準
化、ならびに米ドル建終身保険の既契約ブロックの一部出再によるもの
です。
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順ざや（逆ざや）の状況

生命保険会社は、お客さまにお払い込みいただいた保険料の一部を、将来
の保険金などのお支払いに備えて責任準備金として積み立てています
が、この責任準備金は、一定の利率により毎年運用されることを前提とし
ています。この利率のことを「予定利率」といいます。平均予定利率を実際
の運用利回りが上回ることを「順ざや」といい、下回ることを「逆ざや」とい
います。

25億円 

主に、米ドル建保険契約に係る順ざやが増加したことで、
前年度は逆ざやでしたが、順ざやに転じました。

*1 「基礎利益上の運用収支等の利回り」とは、基礎利益に含まれる一般勘定の運用収支から契約者配当金積立利息繰入額を控除したものの一般勘定責任準備金に対する利
回りのことです。

*2 「平均予定利率」とは、予定利息の一般勘定責任準備金に対する利回りのことです。
*3 「一般勘定責任準備金」は、危険準備金を除く一般勘定部分の責任準備金について、以下の方式で算出しています。

（期始責任準備金 ＋ 期末責任準備金 − 予定利息）× 1／2

基礎利益および順ざや額（逆ざや額）の計算式

「基礎利益」とは、1年間の保険本業の収益力を示す指標のひとつです。こ
こでいう保険本業とは、お客さまからお預かりしている保険料や運用収益
から保険金・給付金・年金等をお支払いしたり、将来のお支払いに備える
ために責任準備金を積み立て、運用することなどを指します。

主に、変額保険等の最低保証に係る責任準備金繰入額
が減少したこと、再保険の活用による再保険収支が増
加*したこと、および順ざやが増加したことにより、前年
度に比べ増加しました。

1,918億円 （前年度比66.7%増加）

2023 2024 2025

1,918

（億円）

（年度）

基礎利益
1,859

1,151

基礎利益 

2023 2024 2025

（億円）

（年度）

25

67 78

用語集

　「再保険」とは、生命保険会社が引き受けたリスクの一部を再保険会社に移転し、リスクの分散や経営の安定性向上
などを図る仕組です。
　近年では、従来のリスク移転を主目的とする再保険に加え、「資産集約型再保険」と呼ばれる形態も活用されていま
す。資産集約型再保険は、リスク管理と資産運用の効率性を同時に高めることを目的として、資産運用リスクを再保険
会社に移転する点に特徴があります。これにより、生命保険会社は資本効率の向上などを図ることが可能となります。
　「サープラスリリーフ」とは、再保険の一種で、新契約に係る費用等によって生じる初年度負担を繰り延べ、財務の安
定化および利益の平準化を図る仕組です。

再保険について

*�主に、サープラスリリーフの実施に伴う新契約に係る事業費負担の平準
化によるものです。

※�なお、2025年度に実施した、米ドル建終身保険の既契約ブロックの一部出再の詳細については、当社ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/
company/news/2025/files/250929_saihoken.pdf）をご参照ください。

基礎利益（1,918億円） キャピタル損益（△2,171億円）     臨時損益（857億円）経常利益（604億円）

一般勘定責任準備金*3順ざや額（逆ざや額） 基礎利益上の運用収支等の利回り*1      平均予定利率*2

＝ −

＝ − ×

＋
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財務の状況

科目� 年度 2024年度末 2025年度末

資
産
の
部

現金及び預貯金 93,717 72,899

コールローン 245,900 116,523

金銭の信託 40 40

有価証券 15,900,404 16,504,917

貸付金 1 225,968 234,078

有形固定資産 79,675 81,494

無形固定資産 36,596 39,208

再保険貸 19,654 73,982

その他資産 197,717 223,006

前払年金費用 6,263 7,117

繰延税金資産 129,047 143,286

貸倒引当金 △855 △853

資産の部合計 16,934,130 17,495,702

負
債
の
部

保険契約準備金 15,573,529 16,036,278

　（うち、責任準備金） 15,511,509 15,972,370

代理店借  3,865 4,276

再保険借 3,565 30,240

その他負債 995,410 1,051,266

退職給付引当金 32,757 32,150

価格変動準備金 2 3,957 6,765

負債の部合計 16,613,085 17,160,978

純
資
産
の
部

資本金 3 70,000 70,000

資本剰余金 5,865 5,865

利益剰余金 319,180 353,831

その他有価証券評価差額金 △71,278 △92,251

土地再評価差額金 △2,720 △2,720

純資産の部合計 4 321,045 334,723

負債及び純資産の部合計 16,934,130 17,495,702

1  貸付金
貸付金には、「保険約款貸付」と「一般貸付」があり、「保険約款貸付」には、「保険契約者貸付」と「保険料振替貸付」があります。
2025年度末の保険約款貸付は2,332億円、一般貸付は8億円です。

2  価格変動準備金
価格変動により損失が発生する可能性が高い資産について、その価格が将来下落したときに生じる損失に備えることを目

的に、保険業法第115条第1項に基づいて積み立てる金額です。

3  資本金
株主の払込資本であり、保険業法第6条において株式会社では資本金が10億円以上と定められています。

4  純資産
資産から負債を差し引いた金額をいいます。

※貸借対照表については、データ編1ページもご参照ください。

（単位：百万円）

貸借対照表（抜粋）
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6  当期純利益
「経常利益」に、臨時的に発生する「特別利益」を加え、価格変動準備金繰入額などの「特別損失」を差し引き、さらに契約者

配当準備金繰入額（戻入額）や法人税、住民税などを足し引きしたものです。
2025年度は、経常利益が増加したものの、前年度に計上した特別利益の剥落などにより、前年度より32.0％減少しました。

1  経常収益
生命保険事業本来の営業活動により、毎年継続的に発生する収益です。生命保険会社の場合、保険料等収入、資産運用

収益、その他経常収益に区分されています。
2025年度は、為替差益の増加および再保険収入の増加により、前年度より9.4%増加しました。

3  責任準備金繰入額
当年度末における責任準備金の積立必要額についての繰入額です。

2  資産運用収益
資産運用による収益で、利息や配当金のほかに有価証券売却益なども含む収益を表します。

4  資産運用費用
資産運用収益を得るために要した費用で、有価証券売却損、有価証券評価損、貸倒引当金繰入額などを計上します。

5  経常利益
「経常収益」と「経常費用」の差額で、1年間の事業活動の収支結果を表します。
2025年度は、金利上昇の影響を受け、ALM（Asset Liability Management、資産・負債の総合管理）の考え方に基づく

リバランスを目的とした、債券売却に伴う一般勘定における有価証券売却損益の悪化があったものの、米ドル建終身保険の
既契約ブロックの一部出再等による影響や、為替差損益等の市況の変動に伴う損益の改善等により、前年度より179.4%増
加しました。

損益計算書（抜粋）

科目� 年度 2024年度 2025年度
経常収益 1 2,316,923 2,534,820

保険料等収入 1,910,585 1,984,691

資産運用収益 2 348,451 500,909

その他経常収益 57,886 49,219

経常費用 2,295,295 2,474,390

保険金等支払金 1,115,879 1,434,696

責任準備金等繰入額 745,782 462,755

　（うち、責任準備金繰入額） 3 745,782 460,861

資産運用費用 4 142,090 278,410

事業費 206,139 213,899

その他経常費用 85,402 84,628

経常利益 5 21,627 60,430

特別利益 63,266 —

特別損失 3,945 3,614

契約者配当準備金繰入額 2,061 2,027

税引前当期純利益 78,887 54,787

法人税及び住民税 10,655 19,939

法人税等調整額 10,044 △4,703

当期純利益 6 58,186 39,551

※損益計算書については、データ編3ページもご参照ください。

（単位：百万円）
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当社の資産運用は、生命保険契約という長期にわたる負債の特性を踏まえ、ALMを前提としています。
生命保険会社としてお客さまの長期的な保障を支えるという使命のもと、中長期的な視点で安定的かつ持続的な価

値創出を図っています。

長期投資家としての考え方
当社は長期投資家として、投資先企業や市場の動向を評価するにあたり、財務的な観点に加え、持続可能性やガバ

ナンス、環境・社会への対応状況についても、長期的な価値評価・リスク評価の一部として位置づけ、投資判断に反映
しています。また、資産特性に応じて保有後のモニタリングを行い、必要に応じて対話や議決権行使等を通じて投資
先の企業価値向上に努めています。

運用方針（一般勘定）
当社では、ALM（Asset Liability Management、資産・負債の総合管理）の考え方に基づき、保険負債の持つ特

性を踏まえた資産への投資を基本方針としています。具体的には、生命保険契約という長期の負債に対して、負債の
期間に見合った年限の公社債を中心に投資することによって、保険負債が持つ金利変動に伴うリスクの適切なコント
ロールを図っています。

生命保険という長期にわたる契約に対応するため、常に中長期的な視点に立ち、
安定性と透明性を意識した資産運用を心掛けています。
ALMを軸に収益向上とリスク管理の両立に取り組むとともに、近年の市場金利が
上昇に転じるといった大きな環境変化にも的確に対応するため、分析と対話を通
じて投資判断力の向上に努めています。
こうした取組の積み重ねを通じ、将来にわたりお客さまの安心に資する持続可能
な運用の実現を目指していきます。

運用企画部運用企画課
統括課長

村田 達也

ソニー生命の資産運用について

2025年度末の一般勘定資産は、11兆6,660億円となり、前年度末に比べ1,124億円（△1.0%）の減少となりまし
た。一般勘定の資産構成は、国内公社債8兆1,690億円（構成比70.0%）、外国公社債2兆2,197億円（同19.0%）、貸
付金2,340億円（同2.0%）、繰延税金資産1,432億円（同1.2%）、現預金•コールローン1,131億円（同1.0%）等と
なっています。

一般勘定資産の構成（2025年度末）

国内公社債
70.0%外国公社債

19.0%

その他 6.8%

貸付金 2.0%

繰延税金資産 1.2%

現預金・コールローン 1.0% 運用利回り （単位:%）

2024年度 2025年度
基礎利益上の運用収支等 
の利回り 1.90 1.99

運用利回り（一般勘定） 0.78 0.73
※�基礎利益については27ページをご参照ください。
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生命保険会社におけるALMの考え方

資産運用の前提～ALM～
　生命保険は一般に長期間にわたる契約であり、お客さまへ将来にわたって確実に保険金や給付金をお支払いできるよ
う、生命保険会社は十分な支払能力を確保する必要があります。このため、生命保険会社の資産運用においては、負債で
ある生命保険契約の特性を踏まえたうえで、それに見合った適切な特性を持つ資産に投資していくことが重要となりま
す。これをALM（Asset Liability Management、資産・負債の総合管理）といい、当社の資産運用の前提となります。

生命保険契約の負債特性と資産運用
　将来の保険金などをお支払いするために、生命保険会社が現時点で積み立てておくべき金額を、保険負債といいます。
　この保険負債は、一般に金利の変動に伴い大きく変動するという特性を持っています。これは、保険負債が将来の利息
収入を見込んで算出されているためです。金利が低下すると、将来見込める利息収入が小さくなってしまうので、現時点
でより大きな保険負債を積み立てておく必要が生じます。逆に金利が上昇すると、将来見込める利息収入が大きくなり
ますので、現時点で積み立てておくべき保険負債はより小さな金額で済むようになります。生命保険契約は長期間にわ
たるため、金利の変動に伴う将来の利息収入の変動も大きくなり、このため保険負債の変動も大きくなります。このよう
な保険負債の変動を、保険負債の持つ「金利リスク」といいます。
　生命保険会社では、お客さまからお払い込みいただいた保険料を有価証券などの資産で運用していますが、その際、
保険負債の持つ「金利リスク」を十分に考慮して資産運用を行っていく必要があります。
　たとえば金利が低下した場合、前述のとおり保険負債の金額は大きくなりますが、円建の確定利付債券で運用していれ
ば、資産である債券の価格も上昇するため、保険負債の持つ「金利リスク」を相殺することができます。このように、保険負
債の特性に見合った資産で運用することにより、保険負債の持つ「金利リスク」を適切にコントロールすることができます。
　このようなALMの考え方のもと、当社では、投資判断において中長期的なリスクや価値の変化を踏まえ、将来にわた
る安定的な収益確保に資する資産の選定および保有を行っています。

資産・負債のコントロール（イメージ）
金利の低下
→資産の増加
　（債券価格の上昇）

金利の低下
→保険負債の増加

金利の上昇
→資産の減少
　（債券価格の低下）

金利の上昇
→保険負債の減少

資産
（円建債券等） 保険負債

資産
（円建債券等） 保険負債

※�運用環境、方針などについてはデータ編の37ページをご参照ください。
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健全性について

※上記の格付けは、いずれも当社の依頼により取得した格付けです。格付けは、保険会社全体を評価しているものではなく、将来の保険金支払などについて保証しているもので
はありません。また、格付けは格付会社の意見であり、一定時点での数値・情報等に基づいたものであるため、将来的に変更されることがあります。詳しくは格付会社のホーム
ページをご覧ください。

（株）格付投資情報センター（R&I） 保険金支払能力格付け AA
S&Pグローバル・レーティング 保険財務力格付け A+

格付け 

経済価値ベースのソルベンシー規制導入について

格付会社から高い評価を得ています。保険財務力や保険金支払能力について、お客さまに客観的な判断をしていただく
ため、格付会社に依頼して「格付け」を取得しています。

　ソルベンシー・マージン（Solvency Margin）とは、「支払余力」という意味です。生命保険会社は将来の保険金などの
支払に備えて責任準備金を積み立てており、通常予測できる範囲のリスクについては責任準備金の範囲内で対応でき
ます。しかし、たとえば大災害や株価の大暴落、パンデミックなど、予想もしない環境変化が起こる場合があります。この
ような通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる「支払余力」を有しているかどうかを判断するための行政監督上
の指標の一つがソルベンシー・マージン比率です。
　生命保険会社は、1997年度決算からソルベンシー・マージン比率を開示しており、その計算基準は適宜見直しが行わ
れてきましたが、2025年度決算からは、保険会社の資産・負債を基準日時点の金利環境等を踏まえて経済価値評価（時
価評価に相当）のうえ算出するよう計算基準が見直されました。

格付けの状況 （依頼格付け：2026年7月1日現在）

不良債権 
不良債権はきわめて低い水準を堅持しています。当社が保有する返済状況が正常でない債権は0億円、残高に対する比
率は0.0％と、きわめて低い水準となっています。これらの内訳は保険業法に基づく債権の状況（データ編14ページ）で
記載しております。

ソルベンシー・マージン比率の計算基準の変更点
　2025年度決算から国際的な保険資本基準（ICS：Insurance Capital Standard）の枠組みに準拠した新たな国内資本規制

「経済価値ベースのソルベンシー規制」（以下、「新規制」という）が導入され、ソルベンシー・マージン比率の計算基準が大きく
見直されました。
　最も大きな変更点は、保険契約に係る負債（以下、「保険負債」という）の評価方法です。従前のソルベンシー・マージン比率
における保険負債は、会計上の評価と同様、契約時に運用利回り等の計算前提を固定して算出する特徴があります。そのため
金利環境が変動しても保険負債は増減せず、一部の資産の変動のみがソルベンシー・マージン比率に反映されます。その結
果、特に金利低下局面において将来的な逆ざやの懸念が生じているにもかかわらず、ソルベンシー・マージン比率は上昇し、リ
スクの認識が遅れるなどの課題がありました。新規制下では、保険負債を含めた原則すべての資産・負債を基準日時点の金利
環境などを踏まえて経済価値評価のうえ算出するため、一部の資産の変動のみが反映されるといった課題が解消され、足元
の金利環境を踏まえた保険会社の健全性をより先見的に確認することが可能となります。
　また、ソルベンシー・マージン比率を算出する際に想定するリスクの信頼水準が概ね95%（20年に1回発生しうるレベルの
リスク想定）から99.5%（200年に1回発生しうるレベルのリスク想定）に引き上げられ、より広範なリスクに対応した支払余力
の評価が行われるようになりました。
　さらに、ソルベンシー・マージン比率の計算式が変わったことに伴って、監督介入の基準も見直されています。たとえば、新
規制導入前は、ソルベンシー・マージン比率が200%を下回った場合に早期是正措置の対象となる可能性があったところ、新
規制導入後はその比率が100%に変更されています。

従来の規制 新規制
保険負債評価の計算前提 契約時で固定（決算時の金利等を反映しない） 基準日時点で再評価（決算時の金利等を反映）
将来的な逆ざやの発生懸念時において 
金利低下が純資産に与える影響 純資産が増加（リスクの認識が遅れる） 純資産が減少（リスクを早期に認識）

リスクの信頼水準 概ね95% 
（20年に1回発生しうるレベルのリスク想定）

99.5% 
（200年に1回発生しうるレベルのリスク想定）

監督当局の早期是正措置 200%を下回った場合 100%を下回った場合
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　新規制導入後も、法令上は、引き続きソルベンシー・マージン比率という言葉が使われます。当社では従来より、内部管理
において当社のリスク特性を反映した経済価値ベースの指標（内部管理ESR、以下「ESR（Economic Solvency Ratio）」）
を活用しており、当該指標を継続的に開示しています。
　なお、2025年度末時点の当社ソルベンシー・マージン比率（新規制）については、2026年9月頃に当社ホームページ
で開示予定です。

•	一 般的な生命保険契約は、契約初期には経費が多くかかるため損失が発生しますが、保険期間を通じ回収する仕組であるため、単年度の
決算情報だけでは業績を正確に評価できません。

•	 特に、新規の契約販売が好調な年度は初期費用が増加するため、利益の減少要因となります。

一般的な生命保険契約の収支イメージ

契約日

期間

損失の発生

利益の発生

経済価値資本の開示
　当社では2024年3月末より2025年3月末まで、「経済価値ベースのEV」を開示していましたが、2025年度（2026
年3月末）より経済価値資本を開示します。経済価値資本の前提条件の考え方および計算方法については経済価値
ベースのEVから大きな変更はありませんが、リスクフリーレートの超長期部分の補外の手法等*を変更しています。
*�リスクフリーレートの超長期部分の補外手法等の変更による影響が限定的であることから、34ページに記載している2024年度数値は、2024年度
（2025年3月末）の公表値を記載しています。

経済価値資本とは
　生命保険事業の健全性や企業価値を評価する指標のひとつです。生命保険会社の現行法定会計による貸借対照表
は、保有契約に係る将来利益の現在価値を表示するものではありません。一方、経済価値ベースの手法においては、
会社の純資産額に加え、保有契約から将来生じる利益の現在価値を考慮することにより、健全性や企業価値を総合的
に把握することが可能となります。当社は、経済価値資本は法定会計による財務情報を補足するものであり、健全性や
企業価値を評価するうえで有用な指標となるものと考えております。

　経済価値資本は、対象事業のリスク全体について十分な考慮をしたうえで、対象事業に割り当てられた資産から発
生する現在および将来における利益を現在価値評価したもので、「修正純資産」と「保有契約価値」から構成されてい
ます。
　なお、計算にあたっては評価時点の保有契約を対象としており、将来に見込まれる新契約に関する価値（保険会社の
経済価値としては考慮する必要があると考えられています）は含みません。

修正純資産
いままでの事業活動の成果。過去に確定した利益の蓄積。

=経済価値資本 修正純資産 保有契約価値+
保有契約価値
評価時点で「保有している契約」から将来見込まれる利益。

経済価値資本のイメージ

前年度 当年度 1年後 2年後

「割引率」を使って現在価値に割戻

........

修正純資産

保有契約価値
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（単位：億円）

2024年度末 2025年度末 増減
①内部管理適格資本 19,014 19,106 92
②内部管理所要資本 11,321 11,809 488

保険引受リスク 7,759 8,464 705

市場関連リスク 5,404 5,147 △257

　うち金利リスク*3 3,454 3,992 538

オペレーショナルリスク 520 463 △57

信用リスク 211 482 271

異常危険リスク 659 686 27

分散効果 △3,233 △3,433 △200
ESR（①／②） 168% 162% △6ポイント

（単位：億円）

2024年度末 2025年度末 増減
経済価値資本 18,914 18,116 △798

修正純資産 △10,093 △17,019 △6,926

保有契約価値 29,007 35,135 6,128

（単位：億円）

2024年度 2025年度 増減
新契約経済価値 1,963 1,615 △348

2025年度末の経済価値資本

2025年度末のESR（Economic Solvency Ratio）

2025年度末の経済価値資本は、新契約の獲得による増加があったものの、金利の上昇などによる減少がそれを上
回り減少となりました。金利の上昇により修正純資産は大きく減少し、保有契約価値は大きく増加しましたが、ALMの
効果によりその多くは相殺されています。内訳は以下のとおりです。

修正純資産はマイナスとなっていますが、ALMの効果により修正純資産の減少を相殺するように保有契約価値が
増加しており、健全性に問題はありません。

新契約経済価値は、2025年度に獲得した新契約の契約獲得時点における価値を表したもので、将来獲得すると見込
まれる新契約の価値は含んでいません。2025年度の新契約経済価値は、販売量の減少などにより減少となりました。

当社ではESRを経済価値ベースの健全性指標として捉え、これを一定水準以上に保つことで、財務の健全性確保に
努めています。ESRは、内部管理所要資本*1に対する内部管理適格資本（＝経済価値資本＋負債性資本*2）の比率です。

2025年度末の内部管理所要資本は、債券売却やデリバティブの活用により金利の上昇による影響を一定程度抑え
られたものの、主に金利の上昇による保険引受リスクおよび金利リスクの増加により、前年度末に比べ増加しました。

1兆8,116億円

*1 �内部管理所要資本の計測に用いるリスク量の測定においては、1年VaR99.5%水準とした内部モデルを採用しています。
*2 �負債性資本は、劣後ローンが該当します。
*3 �市場関連リスク内での分散効果考慮前の金額です。

※�経済価値資本の前提条件の考え方および計算方法について、従来公表していた経済価値ベースのEVからリスクフリーレートの超長期部分の補外の手法等を変更しています
が、変更による影響は限定的であることから、2024年度末は経済価値ベースのEVの結果を記載しています。

※�経済価値資本およびESRの詳細については、当社ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/company/news/2026/files/260514_ev-japanese.pdf）をご参照ください。
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お客さまに安心をお届けするために。
優れた商品・サービスを取り揃え、

コンサルティングセールスとコンサルティングフォローの質を
高めるシステムを導入しています。

お客さまの人生の伴走者として
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ソニー生命のライフプランナーとパートナー（代理店）

ライフプランナーとパートナー（代理店）は常にお客さまのために、お客さまとともに

ライフプランナーとは
将来自分がどうしたいのか、家族に何をしてあげたいの

か、夢や希望などの「願い」から考えていき、それを「かた
ち」にしたものが、自分にとって最も適した生命保険である
と当社は考えています。そして、その「かたち」にすることを
お手伝いするのがライフプランナーです。
「きょうから生命保険が変わる。ライフプランナーが変え

る。」この開業時の宣言とともにソニー生命のライフプラン
ナー制度はスタートしました。そしてライフプランナーは、
常に業界革新のリーダーとして、お客さまにとって理想の
生命保険のあり方を追求してきました。

ライフプランナーは生涯にわたってお客さまの良き理解
者であり、人生の伴走者であり続けたいと願っています。
お客さまと時間や思いを共有するなかで築きあげた厚い
信頼関係のもと、お客さまの夢がたくさん詰まったライフ
プランをかなえるために、ライフプランナーだからこそ提
供できる価値をお届けします。

この価値を体感していただけるのは、万一のことが起き

ライフプランナー憲章

愛と信頼に基づく相互扶助の精神こそ、生命保険の本質である。その本質を深く理解し、顧客に合理的な生命保険と質の高い
サービスを提供することが、我々の本分である。そして生命保険の真の価値を、広く世に啓蒙・普及し、顧客の経済的保障と安定を
図ることが、我々の使命である。

その使命を果たすために、我々は絶えず必要な知識と技術の習得に励み、謙虚な姿勢をもって、自己の能力と人格の研鑽に、 
最大限の努力をする事を惜しまない。そして生命保険ビジネスのリーダーとして、世にその範を示したい。

我々は、絶えず顧客のために、的確かつ十分な情報を提供し、いついかなる時にも顧客の利益を優先し、自己の利益のみに偏する
ことを許さない。そして職業倫理にかけて、顧客のプライバシーを守ることを誓う。

こうして築いた顧客との信頼関係こそ、我々の最大の喜びであり、また誇りである。そしてそれを維持継続することをもって、 
社会からの厚い信頼と高い評価を獲得したい。

我々は、自らの力をもって、社会に新風と革新をもたらしたいと思い、又自らの生き方を賭けて、自己実現を果たしたいと願って、
このビジネスに参画したのである。その熱い思いと志を同じくする多くの仲間が、共に夢の実現に向けて、勇気を持ってチャレンジ
して行く姿勢こそ、我々自身の大いなる誇りである。

自覚された責任と自由な精神に富み、個性豊かなプロフェッショナル集団である我々は、いつまでも誇り高き集団であり続けた
いと思う。

この憲章の精神を、我々は将来にわたり不断の努力で保持することをここに誓う。

現在及び将来のライフプランナー一同

たときだけではありません。お客さまが長い人生を歩んで
いくなかで、さまざまな心配事や問題が生じたとき、お客さ
まの人生の伴走者として、担当者はもちろん、全国のライ
フプランナーが協力し合ってサポートいたします。

すべてはお客さまの夢の実現をお手伝いするために。ラ
イフプランナーはお客さまにとってかけがえのない存在と
なれるよう、お客さまとともに歩み続けます。

（ライフプランナー数：6,031名　※2026年3月末現在）
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パートナー（代理店）とは
当社では、創立10周年の1989年に、ライフプランナー

と並ぶコンサルティングチャネルとして募集代理店制度を
発足しました。

この制度は、「合理的な生命保険と質の高いサービスを
提供することによって、顧客の経済的保障と安定を図る」と
いう当社の基本使命を遂行するために、プロフェッショナ
ルとして保険募集活動にあたる代理店とパートナーシップ
を結び、地域に密着した質の高いサービスをお客さまへ提
供していこうという思いのもとにスタートしました。

当社は、代理店を当社のビジネス上のパートナーである
ことはもとより、お客さまにとっても生涯のパートナーであ
ることから、「パートナー」と呼んでいます。また、2013年よ

り、高質なコンサルティングと組織的なアフターフォロー
を通じ、お客さまを永続的にお守りするため、解決すべき
課題に対し、その解決策を当社とともに考え、創造し、地域
に根差した中核代理店となることを目的としてバリュー
パートナーシップ制度を開始し、全国各地で221店（2026
年4月1日現在）をバリューパートナーとして認定しており
ます。

現在、全国各地でこうした多くのパートナーが、生命保
険のプロフェッショナルとして、高度な専門知識とコンサル
ティングに基づくニードセールスを実践し、お客さまの
パートナーとしての役割を着実に果たしています。

（代理店数：2,963店　※2026年3月末現在）

来店型保険代理店「保険製作所」とは ～保険を、えらぶものから、つくるものへ。～
　当社の子会社であるソニーライフ・コミュニケーションズ
は、来店型保険代理店「保険製作所」の1号店「名古屋栄ミ
ナミ」の営業を、2020年1月に愛知県名古屋市にて開始し
ました。
　その後、店舗展開を進め、「二子玉川」（東京都世田谷区）、

「大阪梅田」（大阪府大阪市）など、全国10ヵ所で営業してい
ます（2026年7月1日現在）。

　「保険製作所」では、保険はもとより、経済・金融・税務な
ど幅広い知識と豊富な経験を兼ね備えたライフプラン
ナーが、店舗でお客さまをお出迎えし、お客さまにとってあ
るべき保障を一からつくり上げる高質な顧客体験を提供し
ます。

保険製作所　二子玉川 保険製作所　大阪梅田

首都圏営業部 
首都圏第5営業所

若林 武志

パートナーである代理店の永続的な発展に寄与することで、「お客さまの生きがいある人生
の実現」に貢献することを目的に、日々活動しています。代理店経営における課題は多岐に
わたりますが、サポーター業務を通じて経営課題解決に貢献し、感謝いただけることにとて
もやりがいを感じています。経済動向や社会情勢の変化に対応し、パートナーの持続的成長
を実現できる人材に成長できるようこれからも努めていきます。
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ライフプランナーとパートナーは、保険・金融のプロ
フェッショナルとしてお客さまの信頼にお応えするために、
さまざまなプログラムを通じた学習を重ねています。

ライフプランナーの教育プログラム
B.T.P.（ベーシック・トレーニング・プログラム）

B.T.P.（ベーシック・トレーニング・プログラム）とは、ライフ
プランナーとして必要な基本姿勢・知識・スキル・適切な習
慣を身につけるための基礎トレーニングプログラムです。

B.T.P.は、本社集合研修と、各支社において段階的にライ
フプランナーとして必要な知識やスキルを習得するための、

「B.T.P.1」「B.T.P.6」「B.T.P.12」「B.T.P.24」「B.T.P.36」と
呼ばれる研修プログラムによって構成されています。入社
後36ヵ月間の研修プログラムによって、お客さまに質の高
い貢献ができるライフプランナーを教育・育成します。

また、B.T.P.全般において、e-learningシステムを用い
て、ライフプランナーが自学自習を行う環境も充実させて
います。 

B.T.P.の各段階におけるライフプランナーのレベルの確
認は、ライフプランニング習得状況を確認する入社6ヵ月目
のスキルチェックと卒業検定で行っており、ライフプラン
ナーとしての基礎を確実に身につけたうえでステップアッ
プできるようになっています。

さらに、営業所長との定期的なプロセスミーティングや
ロールプレイ、同行等のOJTにより、研修で身につけた知識
やスキルを実践につなげています。

入社36ヵ月後も毎月1回「継続研修」と呼ばれる研修およ
び確認テストを実施して、継続的な知識の向上を図ってい
ます。

教育制度と自己啓発・相互研鑽

ライフプランナー、パートナーの教育体系

ライフプランナーの教育体系図（2026年7月1日現在）

支
社
育
成
プ
ロ
セ
ス

資
格
試
験

入社前
C.I.P.

入社入社 1.5ヵ月1.5ヵ月 12ヵ月12ヵ月6ヵ月6ヵ月 24ヵ月24ヵ月 36ヵ月36ヵ月

新人
研修

フォロー
アップ
研修

損害保険販売資格試験
銀行代理店業務資格試験

B.T.P.1
入社後
1.5ヵ月間

募集開始

OJT（プロセスミーティング／ロールプレイ／同行）

フォローアップ研修

生
命
保
険
協
会

主
催
試
験

F
P
資
格
試
験

（一社）金融財政事情研究会

日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 AFP
認定研修

1級FP技能士
（国家資格）

CFP®
（上級資格）

一般課程試験
専門課程試験

変額保険販売資格試験
外貨建保険販売資格試験

生命保険大学課程試験
（6科目）応用課程試験

2級
FP技能試験

2級FP技能士
（国家資格）

AFP

B.T.P.6 

B.T.P.12 

B.T.P.24

B.T.P.36

教育の
重点
教育の
重点 ライフプランサポートライフプランサポート総合的リスク対応総合的リスク対応生死両面コンサルティング生死両面コンサルティング死亡保障死亡保障生命保険の必要性生命保険の必要性

卒業検定126ヵ月スキルチェック卒業検定1 卒業検定24 自立

トータル・ライフ・
コンサルタント

（生命保険協会認定FP）
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パートナーの教育プログラム
P.T.P.（パートナー・トレーニング・プログラム）

P.T.P.とは、パートナー向けに行う各種トレーニング 
の総称です。パートナーが生命保険ビジネスで成功で 
きるよう、当社の取扱商品の研修や、当社がこれまで培って
きたセールスプロセスに基づくニードセールスのノウハウ
を提供しています。

PA（プロフェッショナル・エージェント）制度
PA制度とは「お客さまに寄り添い、お客さまのニードに

合った合理的な保障を提供する」という生命保険本来の価値
を、従来以上に高いレベルで提供することを目的として、
2006年にスタートした代理店募集人認定制度です。

この制度では、所定の研修やトレーニングを通じて一定の
基準を満たした募集人を、PAとして認定しています。

PAは、お客さまの考え・想いを正確に把握する「聴く（訊く）
力」と、お客さまのニードに基づいた合理的な生命保険を設

計し、その内容・利点をわかりやすく「伝える力」を高いレベル
で備え、十分な「知識」と「実績」を有するセールスパーソンに
与えられる称号です。長きにわたるトレーニングの末、高い専
門性と提案品質を備えたPAが、全国各地で日々お客さま本
位のセールスプロセスに基づく保険設計のお手伝いをして
います。

パートナーの教育体系図（2026年7月1日現在）

PA（プロフェッショナル・エージェント）養成プログラム（2026年4月以降実施）

パ
ー
ト
ナ
ー

資
格
試
験

Ｐ．Ｔ．Ｐ．個人研修

Ｐ．Ｔ．Ｐ．法人研修

プロセスミーティング、ロールプレイ、ジョイントワーク（同行支援）

拠点研修

生
命
保
険
協
会

主
催
試
験

F
P
資
格
試
験

（一社）金融財政事情研究会

日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 AFP
認定研修

1級FP技能士
（国家資格）

CFP®
（上級資格）

2級
FP技能試験

2級FP技能士
（国家資格）

AFP

一般課程試験
専門課程試験

変額保険販売資格試験
外貨建保険販売資格試験

生命保険大学課程試験
（6科目）応用課程試験

トータル・ライフ・
コンサルタント

（生命保険協会認定FP）

エ
ン
ト
リ
ー

P
A
認
定

業
績
要
件

資
格
要
件

募集人レベル別
カスタムトレーニング

当社セールスプロセス
習得トレーニング

※当社サポーターによる
トレーニング

修了要件

セールスプロセス
理解度チェックシート

ナレッジテスト受験

※当社拠点長による最終評価
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高度情報化社会の進展、社会保障制度改革の影響、金融
商品の多様化、少子高齢化など、社会・経済環境は大きく変
わりつつあります。このような状況下、将来を見据え、お客
さま一人ひとりの生涯設計に対応した総合的な財産設計・リ
スクマネジメント（すなわちファイナンシャル・プランニング）
を適切に行うことが、きわめて重要になっています。

このファイナンシャル・プランニングを実行する能力を持
つプロフェッショナルがファイナンシャル・プランナーです。
ライフプランナーの多くは、より高度なニードセールスを
実践するためにファイナンシャル・プランナーとしての能力
向上に積極的に取り組んでいます。

ファイナンシャル・プランナー（FP）育成への取組

Sony Life Academy
全国の支社長をはじめ、代理店営業本部営業部長、本社

統括部長を受講対象者として、2003年度からスタートしま
した。さらに2007年4月より支社マネージャー、代理店営業
本部拠点長、本社統括部長を受講対象者とした「生命保険
基礎コース」を開始しました。2025年度末には累計で558
名の修了生を輩出しています。

マネジメント層への教育強化

ファイナンシャル・プランニング技能士

1級ファイナンシャル・プランニング技能士	 149名
2級ファイナンシャル・プランニング技能士	4,601名

（2026年5月1日現在）

　職業能力開発促進法に基づいて実施される国家検
定制度である技能検定に合格すると付与される称号。
資格には3級、2級、1級があります。

CFP® （CERTIFIED FINANCIAL PLANNER®）

CFP®資格取得者　96名
（2026年5月1日現在）

　1992年、米国CFP BOARD（CFP®資格認定委員
会）との提携により導入された国際ライセンス。高度
なFP技能水準を有し、確固たる職業倫理を身につけ
ているFPにのみ与えられる権威ある資格です。

AFP （AFFILIATED FINANCIAL PLANNER）

AFP資格取得者　942名
（2026年5月1日現在）

　日本FP協会独自の国内ライセンス。FPとして必要
な基礎的知識を有し、顧客ニーズに対して的確にアド
バイスする能力と提案書を作成する技術を持つFP技
能者に与えられます。

支社長、営業所長などのマネジメント層は厳選採用した人材を有能なライフプランナーに育成するという重要な責務を
担っています。その責務を果たせるよう、マネジメント層に対して、生命保険の本質の理解、会社のビジョン共有、指導力の 
養成など、教育の強化を図っています。

現役役員や元役員等、当社関係者による講義にてソニー
生命の創業の精神や生命保険の本質を理解し会社のビジョ
ン実現のために必要なことを学ぶとともに、外部講師による
講義を通じてこれからのリーダーに必要なことを学んでいき
ます。多くのディスカッションにより、ソニー生命の次世代を担
うリーダーとしての指導力・統率力を磨く場となっています。

※�CFP®ロゴマーク、CFP®、CERTIFIED FINANCIAL PLANNER®、およびサー
ティファイド ファイナンシャル プランナー®は、米国外においてはFinancia l 
Planning Standards Board Ltd.（FPSB）の登録商標です。
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相互研鑽

Million Dollar Round Table （MDRT）
MDRTは、卓越した生命保険・

金融プロフェッショナルの組織で
す。世界中の生命保険および金
融サービスの専門家が所属する
グローバルな独立した組織とし
て、700社以上、80ヵ国以上で会

員が活躍しています。MDRT会員は、卓越した専門知識、厳
格な倫理的行動、優れた顧客サービスを提供しており、生命
保険および金融サービス事業における最高水準として世界
中で認知されています。また、相互研鑽と社会貢献を活動の
柱としてホール・パーソン（バランスのとれた人格を志向す
ること）を目指し、努力しています。当社のライフプランナー

およびパートナーのMDRT会員は2,329名となり、日本の保
険会社でトップクラスの会員がいます（2026年4月現在）。

MDRTソニー会
「MDRTソニー会」は、MDRT会員となった当社のライフプ

ランナーとパートナーによって組織されています。メンバー
は、お客さまへ最良のコン
サルティングと質の高い
サービスを提供するため
に、最新の情報とスキルを
互いが共有し合う研修会を
毎年数回開催しています。

当社には、社員が互いに助け合い高め合う相互研鑽の精神や文化が根づいています。質の高いコンサルティングサービ
スの提供を通じて、お客さまへ満足と安心をお届けすべく、幅広い知識とスキルの習得に向け、全国各地で独創的な研修会
が開催されるとともに、日常的にメンタリング活動が行われています。

JAPAN ASSOCIATION of INSURANCE and FINANCIAL ADVISORS（JAIFA）
JAIFAは、生命保険営業職員の社会的地位の向上を目指

し、会員が自己啓発する会として、1962年に「全日本生命
保険外務員協会」の名称で設立されました。2002年には名
称を「社団法人生命保険ファイナンシャルアドバイザー協会

（JAIFA）」と改称し、また、2012年4月には、公益社団法人
として内閣府の認定を受け、公益的役割を担う生命保険事
業の健全な発展と、広く社会に貢献することを目的に活動
をしています。

ソニー生命におけるJAIFA
当社のJAIFA活動には、ライフプランナーをはじめ、営業

所長、支社長も参画しており、全国で41の分会、総勢6,058
名が積極的な活動を行っています（2026年4月現在）。ま
た、全国の分会長が参加する「JAIFAオールソニー会 連絡
協議会」は、分会同士の情報交換を積極的に行い、生命保険
の普及および地
域貢献活動に役
立てています。

JAIFAオールソニー会 連絡協議会の模様（2025年）

MDRTソニー会研修会の模様（2026年）

「MDRTソニー会」は、1985年に会員数17名でスタートし、現在の会員数は
2,000名を超え過去最多となりました。本年度の年間テーマは「愛 ～笑顔を守る
覚悟～」です。お客さまとご家族の人生に寄り添い、その未来と笑顔を守り続ける
こと。その根底にあるものこそが揺るがない「愛」です。会員一人ひとりが愛ある
行動を積み重ね、この仕事の価値を確かなものとし、業界への信頼を未来へとつ
ないでいきます。

2026年度 
MDRTソニー会 会長

栗林 茂木
（大阪ライフプランナー
センター第4支社）

2026年度 
JAIFAオールソニー会 議長

山邊 信之
（名古屋ライフプランナー 
センター第4支社）

JAIFAオールソニー会では、全国の分会長が集い、成功事例や課題を共有し、
学びを各分会へ展開することで、会員一人ひとり、お客さま、会社、すべてのス
テークホルダーの発展に寄与する活動を続けています。分会間の情報格差をな
くし、「仲間を想う」JAIFAの精神を次代へつなぐことを使命とし、「JAIFAだか
らできること」「JAIFAにしかできないこと」を追求し、全国の仲間とともに歩ん
でいきます。
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トータルライフプランニングサービス

人生100年時代と言われる今、就労期間の長期化や介護・相続、「資産寿命」の不足、さらにはインフレや急激な為替変動な
ど、直面する課題やリスクは多様化しています。それらの課題解決のためにお客さまの人生に寄り添い、一人ひとりのゴール実
現に向けてお客さまの人生を「生きがい」に満ちたものにし、サポートするのが「トータルライフプランニング」サービスです。

収支試算&保障設計
完成したライフプランにそって生きていくと、家計

の収支はどうなるのでしょうか。万一の際、ご家族は安
心して暮らしていけるでしょうか。今後の経済的なリス
クを明らかにしたうえで、ライフプランナー・パート
ナーが最も合理的な保障を設計します。

ライフプランニング
絶えず変化していく人生を、生命保険はしっかりと

守り続けなければなりません。そこでまずはじめに、何
年後にどんな出来事が待っているのか、かなえたい夢
は何か、ご家族全員の未来を描く、あるいは予測し、生
涯の見通しを立てるお手伝いをします。

コンサルティングセールス

見えない不安を確かな安心におきかえ、オーダーメイドの保障を提供します。

グリップ、Goal based Life Planning Support Serviceの略
GLiPを活用し、人生100年時代の多様な生き方に対応した、お客さま一人ひとりのプラン
をご提供します。

※「GLiP」はソニー生命の登録商標です（特許出願中）。
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配偶者様・お子さま
お子さま（大学期間）

分割性必要保障額

配偶者様

一時性必要保障額
住宅購入
整理相続

出産 子育て マイホーム 健康 医療 シニアライフ 介護・長生き

財務諸表をお預かりし、「財務」「キャッシュフロー」「自社株」「必
要保障」の4つの観点で現状分析、企業の現状に即した合理的
な必要保障額を算出するとともに、資金調達力の向上や資金
繰りにおける改善点の洗い出しなど事業継続支援に向けたサ
ポートと解決策を提案いたします。

主に経営者のお客さま向けに、保有資産の現状把握とスムー
ズな財産承継を目的に4つのポイント（総資産・見えざる負債・
相続税・問題点と対策）を見える化し、総合的な資産分析を行
います。

Biz-Plan WEB
WMW （WEALTH MANAGEMENT WORKSTATION）
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ライフプランや保障の点検・アドバイス
長い人生にはさまざまな出来事が起こります。たと

えば子育てやマイホームの購入、病気・介護など…。ご
提案した生命保険がいざというときにきちんとお役に
立てるよう、ご契約いただいた後も、点検・アドバイス
を行うとともに、情報をお届けしていきます。

「想い」を届ける
お客さまに万一のことがあったときは、迅速な対応

で、お客さまとご家族を支えていきます。お客さまが
生命保険に込めた「ご家族への想い」を伝え、ご家族
のその後の幸せの実現を支えていくこと、それもま
た、私たちの使命だと考えています。

お客さまとともに人生のゴールを描き、一人ひとりのお客さまのライフプランにあわせて算出される必要保障額・必要資産
額に応じた最適な保障と長期の資産形成を提供する「コンサルティングセールス」と、お客さまの理想のライフプランを実現す
るためのさまざまなご契約後の「コンサルティングフォロー」を通して、お客さまとの信頼を積み重ねながら「人生の伴走者」と
して質の高いサービスを提供していきます。

人生を伴走しお客さまとともに問題解決策を
探ります。

万一のことが起きたときはお客さまの想い
をお伝えし、ご家族のその後を支えます。

コンサルティングフォロー

社会や暮らしの変化にあわせて… 適切な情報のご提供や、問題解決策として…
たとえば、こんなときに Sony Life Letter

保障内容をわかりやすくまとめた「Sony 
Life Letter」をお届けします。

 ソニー生命 アプリ
担当ライフプランナーとのメッセン
ジャー機能や、ライフプランデータの確
認・更新、オンライン医療相談サービス
などをご利用いただけます。

 お客さまＷＥＢサービス
生命保険の各種手続や、契約内容の確
認を手軽に行えます。

 メールマガジン
健康やマネーの情報が満載のメールマ
ガジンをお届けします。

住まい
• 購入資金を準備したい
• �住宅ローンを上手に組みたい
• �繰上返済や借換を検討したい
• �住宅ローンについて知りたい… 

など

子育て・教育
• �教育費用について知りたい
• �教育資金を計画的に準備し

たい…など

個人契約のお客さまへの付帯サービス「ソニー生命の問題解決支援」
健康 ： 人間ドックや各種検診の優待サービスのご案内
医療 ： 電話健康相談やセカンドオピニオン、AskDoctorsのご利用
介護 ： 電話介護相談や提携介護施設のご紹介
くらし ： �お悩みやトラブルを相談できる専門家（弁護士、税理士など）

のご案内

シニアライフ
• �老後資金の準備を始めたい
• �老後資産を運用したい… 

など

その他
• �社会保障制度（医療・年金・

介護）について知りたい
• �自動車保険について知り

たい…など

法人契約のお客さまへの付帯サービス「ES Solution Service」
健康支援サービス ：	�電話健康相談やマイドクターサービスなどで心と身体をサポート
人事・労務診断サービス ： �人事・労務分野に関する6つの経営課題について診断レポートを作成
クラブオフサービス ： �グルメやレジャーなど多彩なメニューでオン・オフを充実
専門家案内サービス ： �お悩みやトラブルを相談できる専門家（弁護士・税理士など）のご案内
※各サービスごとに利用できる対象者が異なります。詳細は担当者にご確認ください。
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 「シニア期の運用しながら取崩」を支える主な商品
変額個人年金保険「SOVANI」（そばに）*1は、ご契約から年金のお支払いまでの長期にわたりお客さまをサポートする商品で
す。預かり資産残高は2022年10月の発売から約3年半で2兆2,267億円*2を超えました。年金支払開始後も特別勘定で運
用するため、年金支払期間中は「運用しながら取り崩し」を自然と行うことができ、シニア期における「資産取崩」や「資産寿命
の延伸」において重要な役割を担っています。
*1「変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）」および「一時払変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）」のペットネームです。
*2	�2026年5月31日時点における、SOVANIの特別勘定にて運用されている積立金額の合計。

GLiPでは、「万一時の備え」「三大疾病*の備え」「就労
不能（障害）の備え」、セカンドライフ期の「資産枯渇への
備え」といった4つの観点からわかりやすく分析します。

お客さまごとに算出される必要額に対し、資産形成と
保障それぞれの準備状況を『充足率』という指標で端的
に示し、また目に見えない生命保険や個人年金保険と
いった保険商品を「形」でグラフィカルに表現しながら、
ご提案の内容をわかりやすくお伝えします。 
*�三大疾病とは、がん・急性心筋梗塞・脳卒中を指します。GLiPでは、これらの疾病に
罹患し、加入されている保険会社の約款で定める保険金・給付金が支払われる所
定の状態になられた場合を表示しています。

シニア期のプランニングでは、長生きやインフレに伴うお金に関する不安や課題への対策に加えて、家族の問題である介
護や相続といったさまざまなシニア期固有の課題について、お客さまと一緒に考え、備えていきます。

GLiP 画面イメージ

ライフプラン分析システム「GLiP」

シニアプランニング

長生きリスクへの備えーシニア期の運用・取崩

変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）および 
一時払変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）

 資産活用生きがいNAVI
シニア期のお金に関する不安をお持ちのお客さま向け
に、資産活用の基礎となる「運用しながら取り崩すこと
による資産寿命の延伸」の仕組や考え方がわかるデジ
タルツールです。動きのあるグラフで視覚的に表現さ
れています。

 資産タイムライン（GLiPのプランニング機能）
「運用しながら取り崩す」計画について、『どの資産を・何
のために・いつから・いくらずつ』使っていくのかをタイ
ムライン形式で可視化しながらプランニングします。
お金の使い方をプランニングすることで、「生きがい」あ
るシニア期の実現をサポートしていきます。
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資産形成

TOP画面

「ソニー生命 アプリ」について

　ライフプランナーと創ったお客さま一人ひとりのゴール（目標）の実現を「ソニー生命 アプリ」
（以下、当社アプリ）でサポートします。いつでも自分だけのライフプランの確認・更新が可能な
ことに加え、ライフプランナーとのコミュニケーションをはじめとした多彩なサービスをご利用
いただけます。

サービスの概要

1  ライフプランデータの進捗確認・更新
　GLiPで作成されたお客さまのライフプランデータは当社アプリ上で共有され、お客さまは
スマートフォン上で、いつでもご自身のライフプラン表や、収支・資産残高の推移グラフ等を
確認することができます。共有されたライフプランをもとに、資産形成や収入・支出、イベント
などが計画どおりに進んでいるか、進捗を確認することもできます。
　なお「Moneytree®」と情報連携することで、当社以外の金融資産（「預金」「株」「投資信託」
等）や生活費や収入などについても、GLiPの計画と現在の家計の状況を比較できます。
※「Moneytree®」との情報連携や、連携する項目はお客さま自身で選択いただけます。

　またライフプランに変更があれば、当社アプリからお客さまご自身で修正することも可能
です。もちろん、計画の変更や相談ごとがあれば、いつでもライフプランナーへ相談すること
ができます。

2  契約内容の確認・お手続、各種サービスのご利用
　生体認証を用いて簡単にアプリにログインのうえ、ご契約内容の確認、給付金請求や変額保
険のお手続、各種付帯サービスなどがスマートフォンから、よりスムーズにご利用できます。
　たとえば、ソニーグループ関係会社であるエムスリー株式会社が提供する日本最大級の
オンライン医療相談サービス「AskDoctors」にて、お客さまは当社アプリから24時間365日
医師に相談できるとともに、250万件以上の過去相談事例の回答を閲覧することができます。

3  担当ライフプランナーとのメッセージ交換
　お客さまは当社アプリに搭載された「メッセンジャー」機能、もしくはLINEを用いて、ご契約内
容やお手続に関すること、お悩みごとを気軽に担当ライフプランナーへご相談いただけます。

 家系図システム
シニア期の課題は、ご家族構成やご家族の状況によって異なり、ご自身の課題
はご家族が将来直面する問題でもあります。親やおじ・おば、自身の兄弟・姉
妹、子や孫まで広く家系図を整理することで、相続や介護など、お客さまが直面
し得る事項を事前に明らかにします。

家族全体で考える、シニア期固有の課題への備え

 相続NAVI
相続について検討する際のポイントや注意点について、ケースを用いてわかり
やすく説明します。具体的には、「相続時精算課税制度」などの制度や、「贈与契
約書」「名義預金」に関する注意点、相続手続や遺産分割のポイントなども解説し
ます。
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当社は、ライフプランニングをベースとしたシミュレーションシステム
（GLiP）（44ページをご参照ください）を中核とする営業支援システム・顧
客管理システムを搭載した「C-SAAF（サーフ）*」を活用し、お客さまにコン
サルティングセールス・コンサルティングフォローをお届けしております。

お客さまのお手続負担を大幅に軽減するとともに、ご契約時のライフプ
ランや、ご契約後に発生したさまざまな状況変化に基づくお客さま情報を
一元管理することで、長期的かつタイムリーな「コンサルティングフォロー」
を実現します。

スマートフォンとの顧客データベース連携
担当者のスマートフォンと顧客データベースを連携し

て、お客さまからの着信履歴をタップするだけで、ご契約情
報を照会したり、電話で受けたご要望をリアルタイムで
データベースに登録でき
るようにしています。いつ
でもどこでも、安全でス
ピーディーなお客さま対
応を行うことができます。

ペーパーレス申込・保全手続
画面上で契約内容などをご確認いただき、電子サインを

行うことでお手続が完了します。
当社は「即時承諾システム」を導入しており、ペーパーレス

での新契約お申し込みの際、その内容に応じて新契約の即
時承諾（お引き受け）を実施しております。

また、払込方法や契約内容、名義の変更などご契約後の各
種手続（保全）を行う際に
ついても、ペーパーレス
化を行っています。

情報システムに関する状況

スマートフォンと顧客データベースの 
連携イメージ

保全事務システム：SLIM（スリム）
　お客さまからのお問い合わせや保全手続のお申し出に
対して、迅速かつ正確なご案内を行うため、各種の照会・試
算ができるシステムです。SLIMでは、名称検索することで、
通信先などさまざまな要素から担当顧客を特定し、契約内
容照会や各種試算、「Sony Life Letter」（57ページをご参
照ください）の照会など、あらゆる処理を行います。また、
保障内容の変更、契約者貸付や保険金・給付金支払などの
手続書類の機械作成も可能となっています。

顧客管理システム：CSM
　ご契約時のライフプランや、ご契約後に発生したさまざ
まな状況変化に基づくお客さま情報を一元管理すること
で、長期的かつタイムリーな「コンサルティングフォロー」
を実現します。

CSM（家族情報の画面）
SLIM

* 「C-SAAF（サーフ）」は、Consulting-Sales and Follow systemの略称です。

ペーパーレス申込手続イメージ
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ソニー生命のリモートコンサルティング

リモートコンサルティングシステムの概要
● 	インターネット上で担当者と画面を共有しながらリモートでのコンサルティングが可能です。

●	 インターネット環境と指定のブラウザがあれば、どこでもご利用いただけます（アプリ等のインストールは不要）。

予約
メールでお客さまにご連絡

ライフプランナー
PCから利用

お客さま
PC、スマートフォンから利用

予約登録を行う

予約完了メールが到着

画面の操作は担当者側で行います

WEBブラウザからアクセス

説明資料・画面の表示

お客さまは共有画面の観覧のみ

オンライン面談開始
案内に従うだけの簡単接続

資料共有
リアルタイムに画面を共有

当社では、多様化するお客さまのニーズに着実にお応え
し、コンサルティングセールス・コンサルティングフォロー
を通じて、一人ひとりのお客さまへの最適な保障の提供に
努めています。

その一環として、WEB上でコンサルティングを行うこと
ができる「リモートコンサルティング」を開発し、2020年
6月より導入するとともに、2020年9月からは、お申し込み
手続について、リモートにてペーパーレス（申込書の郵送
なし）でお申し込みいただける取扱を開始しました。 

さらに、2020年12月からは、払込方法や契約内容の 
変更など、ご契約後の各種手続（保全）についても、リモー
トでお手続いただける取扱を開始しました。

これら一連の取組により、ご契約のお申し込みに関するコンサルティングセールスから、ご契約後の各種手続（保全）に関
するコンサルティングフォローまでのすべてのプロセスにおいて、直接お会いする場合と同様の質の高い、きめ細やかなコ
ンサルティングがリモートでも提供できるようになりました。

また、2022年2月には、ソニーグループ株式会社のデザイン部門であるクリエイティブセンターと協業し、よりお客さま
にわかりやすく使いやすい機能およびデザインにリニューアルしました。

リモートコンサルティングの様子

～先進的な技術で、リモートでも直接お会いする場合と同様の質の高いコンサルティングを実現～
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法人のお客さまへのコンサルティングサービス

必要保障の観点の帳票イメージ

企業経営者のビジョン実現と事業継続の支援を前提としたコンサルティング
目まぐるしく経済状況が変化する中、企業を取り巻く環境は厳しさを増しており、経営者が直面する課題やリスクは多様

化しています。こうした環境の変化に応じて必要な保障も変わることから、当社では、各企業の事業規模や財務状況にあわ
せたオーダーメイドの保障を提供するとともに、生命保険にご加入いただいた後も、定期的なコンサルティングを通じて保
障内容の確認・見直しを行っています。

そのうえで、「財務」「キャッシュフロー」「事業承継（自社株）」といった企業に共通する課題に対し、ライフプランナーによる
総合コンサルティングを通じて合理的な解決策を提案し、経営者のビジョン実現と事業継続を支援しています。企業をお守
りすることは、そこで働く従業員やそのご家族の安心にもつながるものと考え、当社は今後も経営者の皆さまが実現したい
未来に寄り添い続けます。

経営課題を可視化、解決策提案を可能とするコンサルティングシステム「Biz-Plan WEB」
「Biz-Plan WEB」は、企業の事業継続に向けた、さまざまな解決策のご提案が可能なシステムで、ライフプランナーの総

合コンサルティングを支えています。
企業の財務諸表（3期分）をお預かりし、多くの企業に共通する「財務」「キャッシュフロー」「自社株」「必要保障」の4つの観

点から現状を分析し、金融機関からの借入状況や現状のキャッシュフロー、不測の事態への対策状況など、経営状況をさま
ざまな角度から可視化します。

また、資金調達力の向上や資金繰りにおける改善点の洗い出し、スムーズな事業承継に向けた対策など、生命保険の提
供にとどまらないサポートと解決策を提案いたします。

決算書を基にしたオーダーメイドでの生命保険提案
「Biz-P lan WEB」では、企業の財務諸表（3期分）を基

に、それぞれの企業の現状に即した合理的な必要保障額
を算出、オーダーメイドで保険提案をいたします。必要保
障額の算出にあたっては、「借入金（負債）の返済資金」や

「運転資金」、「役員退職金・弔慰金」「事業承継対策資金」な
ど、各項目ごとに根拠を持った金額内訳を表示します。

さらに、すでに準備済の資金も表示することで、対策の
優先順位選定など、経営者のニーズにあわせた金額の設
定が可能となります。経営者が万一時も事業が継続できる
ことを念頭に、個人のお客さま同様、合理的な保障を提案
いたします。

キャッシュフローの観点の帳票イメージ財務の観点の帳票イメージ
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企業経営者への事業承継支援
経営者の高齢化に伴い、事業承継は喫緊の社会課題と

なっています。また、経営者の万一の事態等により、予期せ
ぬタイミングで事業承継が生じることもあり、後継者や従
業員、その家族等に大きな影響を与える可能性がありま
す。そのため、事業承継は適切なリスクマネジメントを要す
る重要な経営課題です。

当社では、独自システム「Biz-Plan WEB」を活用し、相
続・事業承継において検討すべき自社株等の分析やリスク
の可視化を行い、経営者とともに目指す姿を描き、その実
現に向けた支援を行っています。

さらに、株式会社経営承継支援との資本・業務提携を締
結し、M&Aを含む事業承継を総合的に支援することで、よ
り多くのお客さまの事業継続に貢献してまいります。企業
が世代を超えて継続し、企業に関わる人が安心して働ける

企業で勤務される従業員の皆さまへのコンサルティングサービス
一般的に、従業員の生活設計に関する制度は三階建てで構成されています。企業の義務である社会保障（法定福利厚

生）、企業ごとに設計する企業保障（法定外福利厚生）、そして従業員が自助努力で備える個人保障です。当社では、経営者
の従業員に対する想いや社会環境の変化を踏まえ、経営者に寄り添いながら、企業の実情に応じた最適な福利厚生制度の
構築とその後の見直しまで、継続的な支援を行っています。

具体的には、企業保障である従業員退職金制度の導入にあたる就業規則・退職金規程の作成支援をはじめ、導入・見直し
時のシミュレーションや、その結果に基づく養老保険や総合福祉団体定期保険などの提案を行っています。さらに、従業員
の自助努力を後押しするため、資産形成セミナーや新入社員向けライフプランニングセミナーなどの金融教育にも取り組
んでいます。福利厚生制度設計を通じて、企業を支える従業員一人ひとりが安心して働き続けられるよう、ソニー生命のラ
イフプランナーが長期的な視点でサポートしてまいります。

従業員の生活設計のイメージ図

社会保障1階
厚生年金保険、健康保険、公的介護保険、雇用保険、労災保険等

個人保障
（自助努力）

企業保障
（法定外福利厚生）

3階 個人保障
万一の保障、資産形成

2階 企業保障
万一の保障、資産形成、環境づくり、ライフプラン支援等

社会保障
（法定福利厚生）

自社株の観点の帳票イメージ

環境づくりを支えることが、当社の法人コンサルティング
の考え方です。

営業統轄本部 
法人戦略本部 
法人戦略部法人戦略課

川崎 翔

法人戦略本部では、法人のお客さまが直面する経営課題や、そこで働く従業員一人
ひとりの生きがいにどのように貢献できるかを起点に、コンサルティング領域におけ
る当社の役割と進むべき方向性を明確にしています。

「Biz-Plan WEB」をはじめ、保険にとどまらない各種サービスやソリューションを通じ
て、企業価値の向上を支援する取組を推進しています。
今後も、環境変化を的確に捉えながら、企業の持続的な成長に向けた取組の高度化
に取り組んでまいります。
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保険金等のお支払い業務態勢

お支払いの状況
当社における2025年度にお支払いしたご契約、および支払査定の結果お支払いに該当しないと判断したご契約の件

数は、以下のとおりです。なお、下記件数は、（一社）生命保険協会策定の基準に則って計上しています。

2025年度　お支払いしたご契約の件数

保険金等のお支払いは、生命保険会社にとって最も重
要な業務です。当社は、その認識のもと、お客さまに経済
的保障という「安心」を提供することをお約束し、保障プラ
ンをご提案しています。保険金等のお支払いは、当社とお
客さまとの間で結ばれる将来に向けた「遠い約束」であり、
お客さまが必要なときにその約束を間違いなく果たすこ
とが当社の責務であると考えています。

当社は、お客さまへ保険金等を確実かつ迅速にお届け
すべく、複数の担当者による支払可否判断のチェックや、支
払査定時の注意事項をまとめた支払査定基準書・業務マ
ニュアルの作成などを行っています。さらに、保険金等支
払管理部門内でのチェックのほか、法務部門での適正
チェック、社外有識者による妥当性検証を行い、支払の適
切性を確保しています。

態勢面においても、保険金等支払管理部門の人員の増
強、担当者の教育・育成など組織を強化するための整備を
図っています。また、新商品開発時には、保険金等のお支払
いを適切に行うため、商品開発部門と保険金等支払管理部
門が連携し、商品概要や約款規定などについて認識の共
有化を図っています。

2025年度　お支払いに該当しないと判断したご契約の件数

保険金等ご請求に関する情報提供

お支払いガイドブック
お客さまに保険金・給付金等のご請求やお支払いに

関する理解を深めていただくためのガイドブックです。
ご請求される際のお手続方法や、保険金等をお支払い
する場合・お支払いできない場合の具体的事例などに
ついて記載しています。

（単位：件）
保険金

死亡保険金 災害保険金 高度障害保険金 その他保険金 合計
お支払い件数 11,098 49 382 5,730 17,259

（単位：件）
給付金

死亡給付金 入院給付金 手術給付金 障害給付金 その他給付金 合計
お支払い件数 6,535 158,456 134,846 57 21,291 321,185

（単位：件）
保険金

死亡保険金 災害保険金 高度障害保険金 その他保険金 合計
詐欺による無効 0 0 0 0 0
不法取得目的のための無効 0 0 0 0 0
告知義務違反による解除 0 0 1 7 8
重大事由による解除 0 0 0 0 0
免責事由に該当 41 1 0 0 42
支払事由に非該当 2 0 59 9 70
その他 0 0 0 2 2
合計 43 1 60 18 122

（単位：件）
給付金

死亡給付金 入院給付金 手術給付金 障害給付金 その他給付金 合計
詐欺による無効 0 0 0 0 0 0
不法取得目的のための無効 0 0 0 0 0 0
告知義務違反による解除 0 0 11 0 2 13
重大事由による解除 0 5 2 0 5 12
免責事由に該当 43 14 11 0 0 68
支払事由に非該当 0 8 10,211 8 37 10,264
その他 0 1 1 0 2 4
合計 43 28 10,236 8 46 10,361

お支払い業務における基本方針

お支払い業務の態勢

当社では、4つのコンセプト（親切・丁寧、迅速、簡便、わか
りやすい）に基づき、お支払い業務はもちろんのこと、お支
払い業務に係る業務態勢の整備や組織強化に日々努めて
います。
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当社では、適切な保険金等のお支払い管理態勢の確立を経営の最優先事項と位置づけて、保険金等のお支払い管理態
勢に関する業務改善に向けた取組を行っています。

現在までに、お客さまへのお支払いに関する情報提供の充実や、お支払い業務に係る業務フロー改善に向けた大規模シ
ステム開発等、さまざまな施策を実行しました。今後もお支払い管理態勢のさらなる強化を目指すとともに、全社を挙げて
これまで以上にお客さまサービスの向上に努めていきます。

取組分野 内容

保険金等の 
請求案内等の充実

ご請求時の 
サービスの充実

保険金・給付金等のご請求に必要な診断書取得にあたり、医療機関への訪問が
困難なお客さまの代わりに、当社委託会社が医療機関を訪問し診断書を取得
する診断書代行取得サービスを開始しました。

お客さまが保険金・給付金のご請求をソニー生命 アプリやWEB上からペー
パーレス（請求書等の郵送なし）で行うことができる「ダイレクト請求サービス」
を開始しました。

情報提供・ 
コンサルティング 
フォローの充実

情報提供の充実

当社ホームページ上の「手術給付倍率検索ツール」では手術給付倍率を検索
することができるようにし、またお客さまWEBサービス上の「入院・手術給付
金の試算ツール」では契約ごとに入院・手術給付金の支払金額を試算すること
ができるサービスを開始しました。

保険金等の 
お支払い時の 
業務態勢の充実

お支払いに係る 
サービスの充実

保険金・給付金等のお支払いをより迅速かつ適切に行う取組として、所定の時
間内に支払査定が完了したご請求は、当日中にお客さまの口座へお支払いす
る即時着金システムを導入しました。

取得に時間のかかる住民票等の公的書類のご提出を省略し、原則当日中に死
亡保険金をお支払いする保険金クイックサービスの上限額を従来の300万円
から1,000万円に拡大し、利便性を高めました。

2018年1月より開始した、高額な先進医療治療費の一時的な経済負担の軽減
を目的として、お客さまが先進医療「重粒子線治療」や「陽子線治療」を受領さ
れる場合、先進医療給付金（技術料相当額）を当社より直接医療機関へお支払
いするサービスの対象医療機関を拡大しました。

一定の取扱条件を満たす入院・手術について、当社所定の「入院・手術証明書
（診断書）」に代えて、医療機関より発行される「領収書」「診療明細書」「退院証
明書」等で簡易的にご請求いただける取扱範囲を拡大しました。

保険金等のお支払い管理態勢の強化に向けて

保険金等のお支払い管理態勢等に関わる業務改善に向けた取組事例
これまでに実施した主な取組事例は以下のとおりです。今後も引き続き定期的に見直し・検証に努めていきます。
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商品とサービス

新商品のご案内

「指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告知型）（無配当）」
　2026年2月2日に、各世代における万一の保障と資産形成を目的とした「指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告
知型）（無配当）」および本商品に付加可能な特約を発売しました。本商品は、従来の「一時払終身保険（無告知型）（無配当）」お
よび「米ドル建一時払終身保険（無告知型）（無配当）」をリニューアルしたもので、魅力的な積立利率の提供に加え、お客さまの
多様なライフスタイルに対応できるよう、通貨および積立利率保証期間（契約日または積立利率保証期間更改日における積立
利率が適用される期間）を選択制としました。

特徴
•	取扱通貨を米ドル・日本円から、積立利率保証期間を10年・20年・30年からお選びいただけます*1。
•	告知や診査なしでお申し込みいただけます（契約年齢範囲：米ドル5歳～90歳、日本円0歳～90歳）。
•	�契約日の積立利率を積立利率保証期間にわたり適用し、指定された通貨建の一時払保険料が積立金額として複利で増加し

ます。
•	積立利率保証期間更改日には、積立利率が新たに設定されます。また、通貨*2・積立利率保証期間を変更できます*1。
•	保障は一生涯継続し、万一のときには保険金をお支払いします。
*1 契約年齢等によりお選びいただける積立利率保証期間には、所定の制限があります。
*2 米ドルから日本円の変更のみ可能です。

•	死亡保険金
	 被保険者が死亡されたとき、死亡された日における積立金額または解約返戻金額のいずれか大きい額をお支払いします。

•	災害死亡保険金
	� 被保険者が不慮の事故や所定の感染症を直接の原因として死亡されたとき、「死亡保険金額＋死亡された日における積立

金額×10％」の金額をお支払いします。

仕組図

お支払い事由

※下記はイメージです。

※死亡保険金と災害死亡保険金は重複してお支払いしません。
※この保険には高度障害に該当した場合の保障はありません。
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【新商品】 
円払込外貨換算特約

米ドル建の場合に、日本円でお払い込みいただいた金額を一時払保険料に充当する
ことができる特約です。

【新商品】 
初期円換算死亡保険金最低保証特約

米ドル建の場合に、ご契約日から一定期間*3の死亡保険金について、一時払保険料の
円換算金額と同額を最低保証する特約です。
*3 ご契約年齢が74歳以下の場合は2年または5年からご選択、75歳以上の場合は2年となります。

円換算支払特約
米ドル建の場合に、保険金・解約返戻金等のお受け取りを米ドルまたは日本円のいず
れかから選択できる特約です。

5年ごと利差配当付年金支払特約
指定された通貨にかかわらず、死亡保険金、災害死亡保険金、解約返戻金相当額を
年金でお受け取りいただける特約です。
※米ドル建の場合は、円換算した金額を年金でお受け取りいただけます。

 

「災害保障期間付平準定期保険（無配当）」の改定・販売再開
　2025年12月2日より、法人のお客さま向け商品「災害保障期間付平準定期保険（無配当）」を改定し、販売再開しまし
た。本商品は、万一の際の事業保障対策に加え、将来の退職慰労金準備など、経営者のニーズにお応えするもので、医
師の診査を受けることなく、3つの告知項目のみでお申し込みが可能となる改定を行いました。あわせて、取扱範囲の
拡大により、お客さまの加入年齢や退職時期等に応じた保険期間を選べる等、ご選択の幅が広がりました。

「学資保険（無配当）」の保険料率等の改定
　契約日が2026年4月2日以降となるご契約より、市場金利の状況等を踏まえ、「学資保険（無配当）」の保険料率を改
定しました。これにより、従来よりも割安な保険料でのご契約が可能となっています。加えて、ご契約可能な年齢範囲を
拡大し、より多くのお客さまにご検討いただきやすくなりました。

特約 

リスク
　この商品には以下のリスクがあります。これらのリスクはご契約者または受取人に帰属します。

・ 金利変動リスク
市場金利の変動による価格変動リスクを「金利変動リスク」といいます。この商品では、市場金利に応じた運用資産の価格変動を解約返
戻金額に反映させる市場価格調整（＝Market Value Adjustment：MVA）を行うため、市場金利の変動により解約返戻金額が一時払保
険料を下まわる場合があり、損失が生じるおそれがあります。

・ 為替リスク（米ドル建の場合）
為替相場の変動による価格変動リスクのことを「為替リスク」といいます。為替相場の変動により、お受け取りになる保険金・解約返戻金等
の円換算金額が変動（増減）するため、ご契約時における保険金・解約返戻金等の円換算金額ならびに一時払保険料の円換算金額を下ま
わる場合があり、損失が生じるおそれがあります。
※米ドル建の場合、金利変動リスクと為替リスクが複合的に発生し、予期しない損失が生じるおそれがあります。

諸費用
　この商品にはご負担いただく諸費用があります。詳細はご契約のしおり・約款をご確認ください。
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業務提携を通じたサービス提供

株式会社クレディセゾンとの業務提携

ソニー生命のライフプランナーによる東京海上日動火災保険株式会社の法人向け損害保険商品の取扱

　当社と株式会社クレディセゾンは、多様化するお客さまのニーズにお応えすることを目的に業務提携し、2024年10月よ
り、両社のサービスを相互のお客さまに展開することを開始しました。

ライフプランナーによる「トータルライフプランニング」サービスの提供
　株式会社クレディセゾンのセゾンカード会員さまおよび働く社員の方を対象に、ライフプランナーを通じた「トータルライ
フプランニング」サービスの提供を開始しました。一人ひとりのお客さまのライフプランやビジネスプランに対してコンサ
ルティングセールス・コンサルティングフォローを行うことで、多様化するリスクに対応し、安定した生活のお役に立てるよ
う努めています。

株式会社クレディセゾンのビジネスカードおよびサービスの提供
　当社のご契約者さまを対象に、法人経営者さまや個人事業主さまが事業活動を行ううえでのニーズにお応えすべく、
株式会社クレディセゾンが有するビジネスカードの提供を開始しました。さらに、後払い決済・請求代行サービス「セゾン
インボイス」の提供を、2025年10月より開始しております。

　2024年11月1日より、ライフプランナーを通じて東京海上日動火災保険株式会社の主に法人および個人事業主のお客
さま向け損害保険商品の取扱を全国で開始しました。
　当社はこれまで、多くの企業に共通する「財務」「キャッシュフロー」「事業承継（自社株）」等の各領域の課題に対して、経営
コンサルティングシステム「Biz-Plan WEB」*を活用した総合コンサルティングにより、課題の共有と生命保険を含めたオー
ダーメイドの解決策を提案してきました。
　昨今、少子高齢化の進展による人材不足、IT技術の進展に伴うサイバーリスクの増加等、企業を取り巻く経営環境は常に
変化しており、経営者が直面する課題やリスクは多様化しています。これらに対して、ライフプランナーによる東京海上日
動火災保険株式会社の損害保険商品の取扱を開始することで、生命保険領域だけでは成しえない、総合的なリスクマネジ
メントの提供が可能となりました。
*「Biz-Plan WEB」の詳細は、48ページをご参照ください。

株式会社経営承継支援との資本・業務提携
　当社は、株式会社経営承継支援と事業承継領域における協業強化に向けた資本・業務提携を締結しました。法人のお客
さまにおいて近年高まる事業承継ニーズや後継者不在率の高さを背景に、関係者承継に加え、M&Aを含む事業承継を総
合的に支援します。本提携を通じて、M&Aにおける初期相談から実行支援まで一貫して伴走できる体制を構築し、お客さ
まの事業継続により一層貢献してまいります。
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住友生命保険相互会社におけるソニー生命の米ドル建保険の取扱
　2019年1月より、住友生命保険相互会社の営業職員を通じて当社の米ドル建の保険商品の販売を開始しました（対象は、
米ドル建終身保険、米ドル建養老保険、指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告知型）、2026年7月1日現在）。
当社では、分散投資によるリスク軽減や安定を求めるお客さまにお応えするために、日本円より金利が高く、世界の基軸通
貨である米ドル建の保険商品をご提供しています。また、対象商品の一部には、市場金利の変動を解約返戻金額に反映す
る市場価格調整（MVA）の仕組を採用し、魅力ある積立利率の提供を可能としています。このようなニーズを持つより多く
のお客さまに保障をお届けすることが、住友生命保険相互会社との業務提携によって可能となりました。

ソニー生命のライフプランナーによるメディケア生命保険株式会社の医療保険の取扱
　2023年1月より、当社のライフプランナーチャネルにおいて、メディケア生命保険株式会社の医療保険の販売を開始し
ました（対象は、 医療終身保険（無解約返戻金型）（20）「新メディフィットA」、医療終身保険（無解約返戻金型）（20） 健康還付
給付特則 適用「新メディフィット リターン」、限定告知型医療終身保険（無解約返戻金型）（24）「新メディフィットRe」、2026
年7月1日現在）。メディケア生命保険株式会社との業務提携による医療保険の販売で、多様化するお客さまのニーズによ
り一層お応えすることが可能になりました。

ソニー生命のライフプランナーによる三井住友信託銀行株式会社の生命保険信託等の取扱
　当社では、三井住友信託銀行株式会社と、信託契約代理業等に関する契約を締結し、2017年2月より、ライフプランナー
を通じて三井住友信託銀行株式会社の生命保険信託・遺言信託・遺産整理業務の3商品について取扱を開始しました。
　当社では、ライフプランナーがお客さまのニーズを伺いながら、ライフプランニングに基づくオーダーメイドの生命保険
を提供しています。これまでも、お客さまに万一のことが起こった場合に、確実に保険金をお支払いすることで、ご遺族な
どの安定した生活のお役に立てるよう努めてきました。
　一方で、お客さまから「自身の亡き後、受取人が適切に保険金を活用できるか不安が残る」という声をいただくことが増え
てきました。三井住友信託銀行株式会社との代理店契約により、こうしたお客さまのご要望にお応えし、より充実したサー
ビスのご提供が可能となりました。
※�東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県の一都三県の支社に所属するライフプランナーに限定して実施しており、同地域内にお住まいのお客さまを対象にお申し込みいただくことが可能です。

取扱支社・取扱地域につきましては、今後、順次拡大を図っていく予定です。
※�生命保険信託＜愛称：とどける想い＞の詳細、信託報酬等につきましてはソニー生命のライフプランナーまでご相談ください。
※�遺言信託・遺産整理業務の詳細、手数料、執行報酬等につきましては三井住友信託銀行のホームページをご参照ください。

三井住友カード株式会社および株式会社Next Solutionとの業務提携
　当社と三井住友カード株式会社、株式会社
Next Solutionは、保険代理店を通じた保険
販売ビジネスにおける協業に向け、業務提携
するとともに、当社と三井住友カード株式会社
は、乗合保険代理店Nexsolへ出資しました。
　この業務提携により、各社が持つノウハウを
活用し、乗合保険代理店であるNexsolのさら
なる成長を目指すことで、より多くのお客さま
に安心で最適な保険商品を提供する機会を創
出します。
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お客さまに対する情報提供

ご契約の際は、お客さまにご契約内容についてご確認・ご了承いただくために、以下の書面などを交付し、ご契約締結前に
詳細事項をご説明させていただいています。

各商品・特約パンフレット
各商品の特徴やご契約例、新契約取

扱範囲などについて、わかりやすく説明
しています。

当社はお客さまのご希望にあわせて
オーダーメイドの生命保険を提供して
おり、お客さまのさまざまなニーズに
お応えするため、幅広い商品ラインアップをご用意してい
ます。

ご提案設計書
お客さまのご意向にあわせ設計・おすすめするプランを

記載したものです。保障の仕組、保険料の推移などを表記
しています。

ご契約のしおり・約款
ご契約に際して、ぜひ知っていただきたい重要な事項

（告知の重要性、保障内容、諸手続、税金など）をわかりやす
くご説明した「ご契約のしおり」と、ご契約内容について定
めた「約款」を合本しています。「ご契約のしおり・約款」は、
Web版・冊子版の2種類をご用意しています。紙の原材料
使用量の削減による環境保全推進の観点から、原則的には
Web版をご利用いただくこととしていますが、冊子版を請
求していただくことも可能です。お客さまの環境やご要望
をお伺いし、適切な方法で交付しています。
Web版URL：https://www.sonylife.co.jp/contractor/policy/ 

ご契約締結前の情報提供

重要な事項の情報提供について 
	 「告知義務違反」や「解約」「保険金・給付金等をお支払いできない場合」など、ご契約者さまが生命保険の内容や制度に
ついてご存じないために不利益を被るような条項をはじめ、保険契約に関する重要な事項や、指定紛争解決機関につい
て、以下の資料を活用して説明しています。
• 	重要事項説明書（契約概要）
　生命保険の内容などに関する事項のうち、とくにご確認いただきたい事項について個別かつ具体的に記載しています。
• 	重要事項説明書（注意喚起情報）
　生命保険のお申し込みに際してとくにご注意いただきたい事項や不利益となる事項について記載しています。

特別勘定のしおり
変額保険、変額個人年金保険へのご

加入を検討されている方に、より理解を
深めていただく資料です。

意向確認書兼適合性確認書
お申し込みいただく保険契約が本当にお客さまのご意

向に合致した内容であるか、ご加入に際して改めてお客さ
まにご確認いただいています。また、ご契約者さまが投資
リスクを負う商品（変額保険・変額個人年金保険・外貨建保
険）の販売にあたっては、お客さまの知識、経験、財産の状
況および契約を締結する目的に照らし、お客さまに適切と
認められる保険商品であるか、確認を徹底しています。

概要明示用資料
各商品の概要（商品名・仕組図・特徴など）を記載したも

のです。
複数の保険会社の商品を取り扱う生命保険募集人が、

お客さまのご意向に基づいて比較可能な商品の概要を明
示する際に使用します。

商品パンフレット 特別勘定のしおり
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Sony Life Letter
　ライフプランに潜むリスクは、年齢に応じて変化していきます。また、生
活環境や社会環境の変化によって必要な備えは変わってきます。当社は毎
年1回、保障内容の確認に役立つ「Sony Life Letter」をお届けしています。

「お客さまWEBサービス」にご登録いただいたお客さまはWEB上で随時
ご覧いただけます。また、3年に1度は通常の内容に加え、保障の内容など
が最適な状態に保たれているかを点検する「定期点検シート」なども掲載
された特別版をお届けします。

お客さまWEBサービス
• 	契約内容確認・各種お手続
　ご契約いただいている保障内容の確認や各種お手続をパソコン、スマート
フォン等からご利用いただけます。

• 	メールマガジンによる情報提供
　健康・医療・マネーなど役立つ最新情報を定期的にお届けします。
　また、変額個人年金保険「SOVANI」*ご契約者さまには、資産運用に役立
つ情報をメールで配信しております。
*「変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）」および「一時払変額個人年金保険（無告知型）22（無配当）」 
  のペットネームです。

ソニー生命 アプリ
• 	契約内容確認・各種お手続に生体認証で簡単アクセス
　お客さまWEBサービスのメニューにソニー生命 アプリから直接アクセス
可能です。

• 	担当ライフプランナーとのメッセージ
　ソニー生命 アプリのメッセンジャー機能、LINE機能で担当ライフプラン
ナーと気軽に連絡いただけます。

• 	オリジナルのライフプラン確認・更新
　ライフプランの実現に向けて、ライフプランナーとつくったオーダーメイ
ドのライフプランデータをアプリでいつでも確認いただけます。また将来プ
ランや収支に変化があればお客さま自身でも更新が可能です。

ソニー生命の問題解決支援（付帯サービス）
　ライフプラン実現の道のりには、さまざまなお困りごとやお悩みに直面す
ることも。健康・医療・介護・くらしなどに関連した付帯サービスをご用意し、お
客さまの課題解決をサポートいたします。

Sony Life Letter

付帯サービスの例： 
AskDoctors（アスクドクターズ）

ソニー生命 アプリ

お客さまWEBサービス
資産運用お役立ち情報 
ご案内メールマガジン

コンサルティングフォロー時の情報提供とサービス

ご契約内容の定期的な確認はもちろん、健康・医療・マネーなどに関わる情報やサービスも提供しています。

57

お
客
さ
ま
の
人
生
の
伴
走
者
と
し
て

Sony Life Insurance Co., Ltd.  ディスクロージャー誌 2026



ディスクロージャー資料
　保険業法第111条に基づき、ディスクロージャー資料（業務及び財産の状況
に関する説明書類）を毎年1回発行しています。当資料は、当社ホームページ
上にも掲載しています。

ホームページ
　ソニー生命の最新情報をご覧いただけます。お客さまに当社を知っていた
だき、理解を深めていただけるよう、さまざまなコンテンツを用意しています。
　2025年10月には、デザインの一部改定や“お客さまの声”に関する情報拡
充等の改善を行いました。お客さまがお求めの情報を、探しやすく、わかりや
すくお伝えできるよう、日々改善を続けています。
URL：https://www.sonylife.co.jp/

ソニー生命の学資保険
　ソニー生命の学資金準備のための特設サイトです。当サイトでは、イン
ターネット上で学資保険を設計したり、各ご家庭にあった学資金（教育資金）の
準備について、ライフプランナーに相談を申し込むことができます。
URL：https://www.sonylife.co.jp/gakushi/

dot  L ～どっと得るメディアbyソニー生命～
　生命保険・ライフプランニングについてわかりやすく解説した情報提供サ
イトです。保険やお金について、楽しみながら学びを深めていただけるコン
テンツを多数ご用意しています。
URL：https://www.sonylife.co.jp/media/

当社のことをご理解いただくための積極的な情報開示・情報提供

公式SNS
　各種公式 SNS ページを通じて、当社の取組やキャンペーン・イベント・
CM・雑学ネタなど、ホームページではお伝えしきれない情報を随時発信し
ています。

公式Xアカウント（2026年5月現在）
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東京大学IOGとの共同研究 ソニー生命「生きがい白書プロジェクト」を開始

　社員一人ひとりが、当社の歴史やブランドへの理解をさらに深めるため、大手町本社に「Sony Life Brand Space」を
オープンしました。本スペースは、社員のブランド理解を起点に、当社が大切にする価値観を業務の中で体現し、お客さ
まへの価値提供につなげていくことを目的としたインナーブランディングの取組です。創業からの歩みを紹介する歴史
展示や、ブランドに関する映像の投影、社員が自由に手に取れる本棚など、日常でソニー生命のブランドに触れることが
できる環境を整備しています。今後は、企画やコンテンツの充実を進め、部門を越えたコミュニケーションが生まれる場
として活用していきます。

Sony Life Brand Space

　「多くの方が日々の生活の中で特別な瞬間(=生きがい）を感じ、自分らしく生きること」、そして「そうした方々であふれ
る社会を実現していきたい」という当社の想いを体現する活動として、「生きがいってなんだろうラボ」（P.7参照）を立ち
上げ、2025年10月に東京大学高齢社会総合研究機構 Institute of Gerontology（東京大学IOG）と「生きがい白書プ
ロジェクト」を発足しました。
　「どんな些細なことでも生きがいをもつことが、より幸せな人生を過ごすきっかけになるのではないか」といった考え
のもと、東京大学IOG機構長・未来ビジョン研究センターの飯島勝矢教授とともに、共同プロジェクトとして学術的・専門
的な観点も取り入れながら、全国47都道府県で調査・研究を行っています。研究結果は「生きがいってなんだろうラボ」
にて順次公開予定です。
　「生きがい」の実態を科学的に分析・研究することで、多くの方々の自分自身の「生きがい」に気づくきっかけとしてい
ただき、豊かな人生・社会の実現に貢献していきたいと考えています。

「生きがいってなんだろうラボ」にて、飯島勝矢教授へのインタビュー記事を公開中です。
URL： https://www.sonylife.co.jp/land/ikigai-nandarou-labo/ikigai-hakusho/001/

「Sony Life Brand Space」は、食事やミーティングなど日常の時間でブランドへの共感
を深めてもらうための空間です。創業の想いや、挑戦を重ねてきた歴史に触れることで、

「ソニー生命らしさ」が社員の皆さんに自然と浸透することを目指しています。今後も展示
をアップデートしながら当社で働く誇りを育み、その想いやモチベーションをお客さまへ
の貢献につなげていきます。

サステナビリティ経営推進部 
ブランド推進課

成瀬 優紀

社員向けに「Sony Life Brand Space」をオープン
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お客さまの声からはじめるサービス改善

　当社では、お客さまの声を真摯に受け止め、お客さまの声を起点としたサービス改善に取り組んでいます。日々さまざま
な場面で寄せられるお客さまの声を収集・分析しながら、業務改善はもちろんのこと、商品企画やお客さまサービス施策の
充実に活かしています。
　お客さまの期待にお応えするために、これからもお客さまの声に耳を傾けつつ、全社を挙げて質の高いサービス改善に取
り組んでいきます。

お客さまの声を経営に活かす態勢

お客さまの声（VOC）を経営に活かす取組態勢（2026年7月1日）

お客さま志向宣言（消費者志向自主宣言）
　当社は「お客さま志向宣言（消費者志向自主宣言）」を公表しています。
　詳細については、当社ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/company/cs/declare.html）をご覧ください。

お
客
さ
ま
の
声

お客さまの声の収集

・ カスタマーセンター
・ ホームページ
・ チャットサポート
・ ライフプランナー・代理店営業担当者
・ 支社・代理店拠点 事務オフィス

寄せられる声

・ �当社に対する総合的な評価
・ �担当者に対する評価
・ �各種お手続時における評価
・ �外部機関によるお客さま評価

お聞きする声
（調査・アンケート）

お客さまの声を活かす取組

経営会議

本社各部門
お客さまの声の分析・ 
ポイント把握・取組

ライフプランナー・代理店営業担当者

質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

サービス改善事例
お客さまの声を踏まえたサービス改善事例 

お客さま本位の業務運営方針
「お客さま本位の業務運営方針」取組結果等

当社からのご返信
お客さまよりお寄せいただいた声に対するご返信

ご相談

ご意見

ご照会

苦情

感謝
お客さまの声や
調査結果の共有

営業活動の 
コンプライアンス体制

強化に向けた議論

お客さまサービス向上
のための全社部門 

横断的な議論

諮問報告

審議・報告 対応依頼

取組状況の開示

VOC委員会 MCC委員会

※Voice Of Customer=お客さまからのあらゆる声
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金融ADR制度について【ADR（Alternative Dispute Resolution）=裁判外紛争解決手続】
　金融ADR制度とは、お客さまと金融機関との間で起こったトラブルを、裁判ではなく行政から指定を受けた中立・公正な第三者（指定
紛争解決機関、以下「指定ADR機関」といいます）に関わってもらいながら、柔軟な解決を図るものです。
　裁判外の簡易・迅速なトラブル解決を通じ、利用者保護の充実を図るとともに、金融商品・サービスに関する利用者の信頼性を向上さ
せることを目的としています。
　生命保険業務に係る指定ADR機関は一般社団法人生命保険協会です。

指定ADR機関 連絡先 URL

（一社）生命保険協会 生命保険相談所 03-3286-2648 
（土・日曜、祝日、年末年始を除く9:00 〜 17:00） https://www.seiho.or.jp/contact/

当社における「苦情」の定義
■	お客さま等からの当社に対する不満足の表明があっ

たもの

苦情の再発防止への取組
　お客さまから寄せられた苦情は、早期解決を図るとと
もに原因の分析、改善策の検討を行い、再発防止に取り
組んでいます。

（単位：件、%）

内容
2025 年度

件数 占率
新契約関係

（保険契約へのご加入に関するもの） 1,746 8.8

収納関係
（保険料のお払い込みに関するもの） 1,485 7.5

保全関係
（ご契約後のお手続に関するもの） 8,321 42.2

保険金・給付金関係
（保険金・給付金のお支払いに関するもの） 2,559 13.0

その他 5,628 28.5
合計 19,739 100.0
※件数・占率はディスクロージャー誌発行時点のものになります。

お客さまから寄せられた声のうち「苦情」の件数

カスタマーセンターに寄せられた声（件数）

当社に寄せられたお客さまの声

（単位：件、%）

項目
2025 年度

件数 占率
新契約・資料請求 1,518 0.5
貸付・解約・解約返戻金照会 77,077 25.5
収納関連 17,231 5.7
保険金・給付金 45,069 14.9
その他保全関係 112,734 37.2
税金・控除証明 11,547 3.8
その他 37,702 12.4
合計 302,878 100.0

カスタマーセンターでの取組
　カスタマーセンターでは、新規のお問い合わせやご契
約後のお手続をはじめ、お客さまからの幅広いご相談・
お申し出を承っています。カスタマーセンターにお寄せ
いただいたご要望は、タイムリーに担当者・関係部署に
伝達され、迅速なお客さま対応を推進するとともに、対
応完了までの管理も行っています。

※�1回のお電話で複数のご相談項目が含まれる場合は、ご相談項目の件数でカウントし
ております。

※�占率は四捨五入で表示しておりますが、端数処理の関係上「貸付・解約・解約返戻金
照会」の端数を調整して表示しております。

カスタマーハラスメントに対する基本方針
　当社は、お客さまに満足される質の高いサービスの提供を不断に追求することにより、お客さまの期待と信頼に応えられるよう、社員
が心身ともに健康かつ安心して働ける職場環境のもと、お客さまの声に真摯に耳を傾け日々の業務に取り組んでいます。
　お客さまへの誠意ある対応を基本としつつも社員の人権を尊重するため、2025年3月に「カスタマーハラスメントに対する基本方針」
を策定しました。
　当社の「カスタマーハラスメントに対する基本方針」の詳細については、当社ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/company/
corporate/management/chpolicy/）をご覧ください。
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　より多くのお客さまの声をお寄せいただけるよう次のような取組を行っています。

お客さまの声を経営に活かす取組

当社に対する総合満足度 営業担当者満足度

『お客さまアンケート』結果より

当社に対しご満足いただいているお客さまは合計で78.3％、一
方、不満を感じていらっしゃる方も2.4％いらっしゃいました。

日ごろお客さまと接している「営業担当者」については、79.5％
の方が「満足」という結果になりました。さらに約3人に1人

（32.9％）のお客さまからは、「とても満足している」ときわめて
高い評価をいただきました。

お客さまの声を収集するための取組

『お客さまアンケート』の実施
　毎年1回、ご契約者さまを対象に『お客さまアンケート』を実施しています。2025年度は4,164名のご契約者さまに協力い
ただき、当社の「営業担当者」「保険商品やその保障内容」「企業としての信頼性・姿勢」などについて、さまざまなご意見を
頂戴しました。
　なかには「とても不満」という厳しい評価もありましたが、当社はこれらを真摯に受け止め、不満ゼロを目指してこれからも
改善を進めていきます。

実施期間：２０２5年１0月～２０２5年１1月／調査対象：既契約者約１万名／回答者：4,164名　※評価回答無し分を除く。

質問内容：営業社員対応・代理店対応・各種手続・商品満足度・企業への信頼感等

満足 計78.3%不満 計2.4%

満足
42.7%

どちらとも
言えない
19.3%

とても不満 0.4%

とても満足 15.5%やや不満 1.3%
不満 0.7%

やや満足
20.1%

満足
33.6%

どちらとも
言えない
16.4%

とても不満 0.9%

とても満足
32.9%

やや不満 2.0%
不満 1.2%

やや満足
13.0%

満足 計79.5%不満 計4.1%

NTTドコモビジネスX NPS®ベンチマーク調査2026
「生命保険部門」「生命保険部門 請求体験調査」「生命保険部門 アフターフォロー調査」
の3部門で第1位の評価をいただきました
　当社は、NTTドコモビジネスX株式会社*が発表した、NTTドコモビジネスX NPS®ベンチマーク調査2026の3部門において、第1位の
評価をいただきました。
*2026年1月よりNTTコム オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社は、「NTTドコモビジネスX株式会社」に社名変更しました。

　NPS®（Net Promoter Score®）とは、「友人や同僚に薦めたいか？」という質問への回答から算出される、顧客ロイヤルティ（商品やサー
ビスに対する信頼・愛着）を測る指標です。欧米では公開企業の3分の1がNPS®を使用しているといわれ、日本においても顧客満足度に
かわる新しい指標として、NPS®を活用する企業が増えてきています。

※�Net Promoter®およびNPS®は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、
サトメトリックス・システムズ（現NICE Systems, Inc）の登録商標です。

生命保険部門 請求体験調査生命保険部門 請求体験調査生命保険部門 請求体験調査
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担当ライフプランナーについて『お客さま満足度アンケート』の実施
　ご契約者さまを対象に担当ライフプランナーに関するアンケートを実施しています。当社では担当ライフプランナーに対
するご意見を真摯に受け止め、お客さまに従来以上に満足していただけるコンサルティングフォロー態勢の実現を目指して
まいります。当アンケートの依頼をお受けいただいた際には、ご協力をよろしくお願いいたします。

商談から契約時

わからないことも連絡すると、迅速に、わかりやすく丁寧に説明してくれる。私も
保険の知識はあるほうだが、担当のライフプランナーは本当に知識が豊富であ
る。入っている保険を悪く言うわけでもなく、こちらの要望も聞いてくれ、必要な
ものを私たちが判断できるようアドバイスしてくれる。息子、母親も加入してお
り、親子3代、家族は満足しています。

（栃木県　30代　女性）

コンサルティングフォロー
【定期的なコンタクト】

自宅を訪問したり、「お変わりありませんか？」とハガキをくれたり、電話をくれた
りと、こまめに連絡してくれるので、親身に対応してくれているなと感じます。そ
れに、何事にも丁寧で、話しやすいです。

（埼玉県　30代　男性）

コンサルティングフォロー
【見直し】

3人目の子どもが生まれ保険を見直す時期かなと考えていたとき、担当者の方
から保険の見直し提案がありました。お会いした際もさまざまな提案内容や書
類が準備されており、大変驚きました。私のことを考えてくれた先回りのサービ
スに感動しました。

（広島県　30代　男性）

コンサルティングフォロー
【請求時】

一昨年の秋に夫が入院した際、すぐに病院に駆けつけてくれて心強かった。夫の
初めての入院にオロオロしていたら、書類をすべてそろえて、サイン一つで済む
ように準備してくれていて、本当にありがたかった。感謝しています。

（岐阜県　50代　女性）

コンサルティングフォロー
【契約外のフォロー】

14～15年の付き合い。初めて会ったときからまじめな人だと感じていました。主
人もお世話になっていて、保険以外でも住宅ローンの借換に関する相談も親身
になって考えてくれました。とても信頼しており、友人にも紹介しています。

（大阪府　50代　女性）

紹介
豊富な商品知識とわかりやすい説明、丁寧な話し方に大変満足しています。身だ
しなみもきちんとしていて、まわりの方にも紹介しているほど信頼しています。

（岡山県　30代　男性）

リモートコンサルティング

リモートでの設定方法など分かりやすく説明していただきました。顔を見てのリ
モートなので安心して話を聞けて良く理解ができました。給付金の対応もス
ムーズにしてもらい助かりました。

（岡山県　60代　男性）

『お客さま満足度アンケート』を通して寄せられたおほめの声Hot Voice

契約者懇談会について
　当社は契約者懇談会は開催していません。ただし、お客さまからのご意見・ご要望等を経営に反映する仕組として、「お客
さまの声」の収集・分析、お客さまアンケートの実施、委員会の設置等を通じて、業務改善を行っています。このような取組を
通じて、広くお客さまの声を収集するよう努めています。
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お客さまの声 改善内容

保険料の支払いや契約者貸付
の受け取り等、入金や出金の
履歴を自分で確認できるよう
にしてほしい。

お客さまWEBサービスにおいて、新たに「入出金履歴」機能を追加しました。
利便性向上を目的に、お客さまWEBサービス上にて新契約申込時や各種お手続における直近1年間の入
出金の履歴を確認できるようになりました。
※一部対象外の手続がございます。

既払込保険料証明書などの 
証明書をもっと早く発行して 
ほしい。

一部の証明書について、より短い日数で発行することができるようになりました。
これまで、証明書の発行まで6～10営業日を要するケースが発生しておりましたが、既払込保険料証明書
など一部の証明書について、申請いただいた日(非営業日の場合は翌営業日)の翌日に発行できるように
なりました。
※特定の条件下では、翌日の発行ができかねるケースがございます。

契約内容変更や契約者貸付 
などを代筆で請求したいが、 
当事者同席での対面面談の 
スケジュール調整が難しい。

契約内容変更や契約者貸付といった保全手続の代筆請求において、当社担当者が 
代筆依頼者および代筆者へ所定の確認を電話等で実施することで、代筆依頼者・代筆者・ 
担当者の三者同席での手続を省略できるようになりました。
これまで、身体の機能障害等により保全手続の代筆請求を希望される場合は、代筆依頼者・代筆者・担当者
の三者同席で手続する必要がありました。この負担軽減を目的として、当社担当者が所定の確認を電話等
で実施することで、三者同席での面談を省略して代筆請求ができるようになりました。

死亡時ではなく、 
要介護認定を受けた場合等、 
生存している時の収入の減少
に備えたい。

死亡保障の有無を選択可能とし、お客さまのニーズに適した保障内容を選択できる 
「無解約返戻金型収入保障保険／無配当」の販売を開始しました。
新たに販売を開始した「無解約返戻金型収入保障保険／無配当」では、お客さまのニーズにあわせて死亡
保障の有無を選択できるようになりました。また、障害・介護の保障範囲の拡大や入院・在宅医療の保障の
追加も行い、お支払いする年金の種類の組み合わせを、4つの型から選択できるようになりました。

自分のライフプランや 
ライフステージに合わせた 
資産運用ができる 
終身保険はないか。

各世代における万一の保障と資産形成を目的とした「指定通貨建積立利率更改型一時払 
終身保険（無告知型）／無配当」の販売を開始しました。
新たに販売を開始した「指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告知型）／無配当」では、お客さま
へ魅力ある積立利率の提供を可能としたことに加え、さまざまなライフスタイルに対応することができるよ
う、通貨および積立利率保証期間（積立利率が適用される期間）を指定することが可能になりました。また、
積立利率保証期間更改時にも積立利率保証期間の変更や米ドルから日本円への通貨の変更も可能です。

お客さまの声を踏まえた業務改善

お客さまの声を踏まえて業務改善を行った事例

　お客さまの声を踏まえ2025年度に業務改善を行った取
組事例を当社ホームページでご紹介しています。内容につ
いては定期的に追加・更新しています。
　当社はこれからもお客さまの人生の伴走者であり続け
ることを目指し、さまざまな場面でお寄せいただくお客さ
まの声を、経営改善に活かしていきます。

「お客さまの声を踏まえたサービス改善事例」
URL：https://www.sonylife.co.jp/company/cs/cases.html

当課では、日々お客さまからお寄せいただく貴重なご意見をもとに、企業経営やサービス
改善に取り組んでいます。
ご意見には、お客さまの想いや期待、時には不安も込められていますが、そうした背景へ
丁寧に向き合い、社内の施策や仕組に反映することで、お客さまに寄り添ったサービスの
提供やさらなる安心の実現につなげたいと考えています。
これからも、お客さまの声を真摯に受け止め、日々の改善を積み重ねながら、お客さまか
ら選ばれ続ける会社づくりおよび持続可能な企業価値の創出に努めていきます。

サステナビリティ経営推進部 
VOC推進課

岡本 遼
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お客さまと社会を支え続ける会社として、
事業活動を通じて持続可能な社会の発展に貢献しています。

サステナブルな社会の実現に向けて

© 2026 Peanuts Worldwide LLC
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重要課題 主な取組 関連するSDGs

お客さま
（事業）

経済的リスクの軽減
・「トータルライフプランニング」サービスを通じた、最適な保障

の提供・資産形成のサポート、関連する商品・サービスの開発・
提供

・	法人向け営業システム、関連する商品・サービスの開発・提供
・	ヘルスケアサービス提供企業との連携等を通じた問題解決支

援サービスの提供
・	ソニーグループや他社の知見も活かした新規サービスの検討

心身の健康維持・増進

人と人とのつながりの深化

地域社会

・「ソニー生命ボランティア有志の会」の活動
  （災害などの被災者、障がい者などへの支援、募金活動など）
・「ライフプランニング授業」の実施
・	スポーツ協賛

地域社会の活性化
・	ESG投資への取組
  （PRI*への対応、ESGを踏まえた投資・保有の取組、インパクト

投資の推進）

環境 持続可能な地球環境への貢献
・	�再生可能エネルギー証書の利用による使用電力の100％再生

可能エネルギー化
・	�事業運営における電力使用削減やペーパーレス化を通じた省

エネ・省資源への取組
・「そらべあ基金」への寄付活動

社員

人的価値の向上
・	�各種研修や交流コミュニティを通じた人材育成機会の提供
・	�女性リーダー育成、女性ライフプランナー採用の促進
・	�仕事と育児・介護の両立支援（配偶者転勤休職制度等の就業継

続支援など）
・	�仕事と治療の両立支援、健康維持・増進に資する諸制度の拡充
・	�テレワーク等を通じたワークライフバランスの推進

DE&I（ダイバーシティ、 
エクイティ＆インクルージョン）

働きやすい職場環境

自社 
（基盤）

ガバナンス・コンプライアンス態勢の向上 ・	�社外取締役の積極的活用を通じた意思決定時の透明性・公平
性の確保

・	�財務の健全性・透明性の確保
・	�事業環境変化を踏まえた業務レジリエンスの強化
・	�コンプライアンスプログラムの継続的改善
・	�個人情報保護、情報セキュリティにかかる管理体制の強化
・	�贈収賄の防止や金融犯罪対策に向けた取組
・	�お客さま本位・行動規範・人権方針等の意識浸透に向けた取

組、各種社内研修の定期的な実施・啓発活動
・	�アクセシビリティに配慮した事業運営

お客さま本位の業務運営の徹底

人権の尊重

ソニー⽣命の取組とSDGs達成への貢献
　当社は、サステナビリティへの取組を通じ、国連が提唱するSDGs（持続可能な開
発⽬標、Sustainable Development Goals）*の達成にも貢献してまいります。
▶️ ソニー⽣命のサステナビリティへの取組
https://www.sonylife.co.jp/company/sustainability/

*�SDGs は、包括的な 17 の⽬標と 169 のターゲットから構成される、「誰一人取り残さない（No one will be left 
behind）」ことを理念とした 2015 年 9 ⽉に国連サミットで採択された、2030 年を期限とする国際⽬標です。

ソニー生命のサステナビリティ推進に向けた取組

*国連責任投資原則（Principles for Responsible Investment：PRI）は、責任ある投資行動に関する国際的な原則の一つです。
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人材戦略

「人的資本経営」を通じて目指す姿

　当社は、ソニーフィナンシャルグループの一員として、長
期的な視点で事業による価値創造を通じ、持続可能な社会
の発展と持続的な企業価値の向上を目指しています。その
実現に向けて、人的資本経営の観点では、会社は社員が能
力を発揮できる成長機会の提供や主体的な成長を促進・支
援し、社員はその成果としての付加価値を会社および社会

人的資本経営を通じて目指す姿

成長機会

付加価値

同時実現

に提供する関係であると考えます。これにより、「会社のサ
ステナブルな成長（＝ステークホルダーへの継続的な貢
献）」と「社員の成長（＝働きがいや生きがいの創出）」を同
時に実現することが、当社が「人的資本経営」を通じて目指
す姿です。

健康経営への取組

　当社は、ソニーフィナンシャルグループおよび当社の人材戦略や健康経営推進方針に基づき、従業員の心身の健康と働きやすい職
場環境の向上に取り組んでいます。
　こうした取組が評価され、健康経営優良法人（2026年・大規模法人部門）に認定されました。今後も、社員一人ひとりが心身ともに
健康でいきいきと働くことができる環境づくりを通じて、企業価値の向上につなげてまいります。

※�健康経営優良法人とは、経済産業省と日本健康会議の基準に基づき、健康診断の受診促進・メンタルヘルス支援・働き方の改善などを継続的に実践する企業・団体を毎
年認定する制度です。

会 社
【選ばれる会社】

成長

ステークホルダーへの 
継続的な貢献

社 員
【価値創造人材】

成長

働きがいや生きがい 
の創出
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当社の人材戦略

　当社は、これまで創業以来受け継がれてきたソニー生命
社員のDNA（顧客本位・挑戦する姿勢・プロ意識）を備えた
人材の育成・輩出を通じて、経営戦略の実現に資する人材
ポートフォリオの構築を目指してきました。
　今後は、この考え方を人材戦略の軸としつつ、「価値創造
人材の確保」と「個人と組織の活性化」を２つの柱として新

たに位置づけました。さらに、これらの取組を支える基盤と
して、「企業カルチャーのさらなる追求」を重要な要素とし
ています。これらの施策を通じて、「生命保険を超える価値
提供の実現」という気概を持つ価値創造人材を安定輩出
し、人的資本価値の最大化を図り、持続的な企業価値の向
上につなげてまいります。

Value Action

　企業カルチャーのさらなる追求に向けて、当社で
は、自ら考え、新しい価値を生み出す姿勢や取組を、

「Value Action」として3つの視点で整理しました。

・ みる
　常に「お客さま・社会にとっての価値」を考える

・ かえる
　失敗を恐れず、小さな変化を積み重ねる

・ つながる
　部署を超え、仲間と共に新しい価値をつくる

価値創造人材の確保

採用 適材適所な配置
「人」を 

惹きつける
「働きがい」を 

高める

「人」を 
育てる

「働きやすさ」を 
高める

公正な処遇 
（人事制度）

エンゲージメント・ 
健康経営

DEI&B
人材育成

多様な働き方

個人と組織の活性化

経営戦略（中期経営計画）

影響影響

Value Action
企業カルチャーのさらなる追求

お客さまの「生きがい」ある人生をお守りするビジョン

「価値創造人材」の育成・輩出を通じた 
「お客さま・社会への継続的な貢献」と「社員の働きがいや生きがいの創出」の同時実現

人事が 
目指す姿

Value Action

「Value Action ～みる・かえる・つながる～」

1

かえる

失敗を恐れず、小さな変化を
積み重ねる。

つながる
（挑戦と改善）

部署を超え、仲間と共に
新しい価値をつくる。

（共創と学び）

みる

常にお客さま・社会にとっての
価値を考える。

（顧客・社会起点）

私たちが価値を生むためのAction
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人材育成、DE&I推進

　当社では、社員の価値・個の
力を向上させ、一人ひとりの
成果を最大化させることで、
自律した社員が力を発揮でき
る自由闊達な会社組織づくり
を目指しています。
　以下３つの観点から社員の
主体的な成長を促進・支援し
ています。

（1）OJT（経験）： 成長段階に沿った経験を計画的に付与
　成長の主体は社員であり、育成機会のメインはOJTを通
じた仕事経験です。上司や同僚からのフィードバックやコー
チングで社員の育成を促します。

（2）OFF-JT： 自律的に学べる場を提供
　階層別研修の受講や自己啓発の取組、営業現場との相
互理解に係る機会への参加などを通じて、自身の可能性を
広げ、キャリアを拓くことを目指します。

（3）キャリア開発： �社員の能力や成長意欲を引き出し、 
発揮する機会を提供

　時には立ち止まり、メンテナンスをすることも必要であ
り、年に1度社員全員がキャリアの棚卸しをする機会として

「キャリア月間」を設けています。

人材育成について

＜キャリア形成・自己啓発支援制度＞
　ソニー生命の将来を担うコアな人材の育成に向けて、自
分らしいキャリア形成と自己啓発の支援制度があります。

社員意識調査
　組織活動や職場風土に対する社員の声を集め、会社とし
て取り組むべき課題を導き出し、適切な施策を実行するた
めの取組として、年に１回実施しています。また、ソニーフィ
ナンシャルグループ各社と合同で実施することによりグ
ループシナジー強化にも役立てています。
社内公募制度
　各部門における人材の募集情報を社内に公開し、新しい
仕事へのチャレンジを支援する仕組として、社内公募制度
を実施しています。部門が求める条件を満たしていれば、
自ら応募することができます。
データ活用スキルアセスメント、AI・DX活用の推進
　経済産業省が策定した「デジタルスキル標準」に照準を
あわせたアセスメントを実施し、不足点の学習を通じて社
員のデジタルスキルやリテラシーの強化に取り組んでいま
す。また、生成AIや業務自動化ツールをリリースしAI・DX活
用を推進しています。

■ OFF-JT成長支援施策マップ
階層別研修 現場理解

相互理解
自己啓発

リスキリング キャリア支援
役割認識

部長層 経営職研修

統括職就任時研修

主事昇格時研修

主任昇格時研修

業務職昇格時研修

新卒入社時研修

統括職FU研修 360度サーベイ

主事 
スキルアセスメント 

研修

主任 
スキル 

レビュー 
研修

主任 
FU研修

新卒3年目 
FU研修

キャリア月間

新卒2年目 
FU研修

新卒1年目 
FU研修

課長層

主事

主任

3年目

2年目

1年目

種別

対象 ビジネススキル アセスメント

担
当
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
ナ
ー

キ
ャ
リ
ア
講
演
会

社
内
公
募

自
己
申
告

中
途
入
社
者 FU

研
修

AI

・DX

研
修

デ
ー
タ
活
用
ス
キ
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト

動
画
学
習
サ
ー
ビ
ス（
ビ
ジ
ネ
ス
全
般・技
術
系
）

寺
子
屋LIVE

（
社
内
勉
強
会
）

Sony U
niversity

ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー
ル

大
学
院
進
学
支
援

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
ス
タ
ッ
フ

Sony Life Value

研
修

支
社
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

昇
等
級
選
考

O
JT

研
修

新
卒

※ FU：フォローアップの略

社員の自律的成長

あり
たい
姿（期待役割・等級定義）

社員の
自律的
成長

①OJT

②OFF
　-JT

③キャリア
　開発

あり
たい
姿（期待役割・等級定義）

人

財育成ポリシー、育成施
策方

針

支社実習
代理店拠点実習
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DE&I推進

　当社では、多様なバックグラウンドやキャリア志向を持つ
社員が、能力・個性を最大限に発揮できる働きやすい職場
環境の整備を推進しています。

＜女性活躍推進＞
　2016年4月施行の「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律（女性活躍推進法）」に基づき、2021年3月
に新たな一般事業主行動計画を策定しました。行動計画で
は、女性管理職比率の向上を目標として設定し、さまざま
な施策に取り組んでいます。
■ 本社事業所社員の女性管理職比率

実績（2026年3月現在） 目標（2025年度）
21.9% 20%

※係長級以上の社員を管理職として集計しています。

■ 本社で働く社員の支援
（1）女性社員のキャリアアップ支援
一般職女性向けキャリアワークショップの開催
　多くの女性社員が活躍している本社では、女性社員の
キャリア形成を支援する新たな取組として、外部講師を招き

「キャリアワークショップ」を開催しました。講師からは、ライ
フとキャリアの両立を実践してきた経験をもとに、自身の
ライフイベントを見据えながら、自身に合ったキャリアの
ペースをどのように捉え、将来のキャリア形成につなげて
いくかを考えることの重要性が共有されました。
　プログラムでは、グループワークや参加者同士の対話を
通じて、自身のキャリアの整理や、抱えている不安・悩みを
言語化する機会を設けました。育児や介護等のライフイベ
ントを踏まえながら、これからの働き方や役割拡大を主体
的に考えるきっかけとなるとともに、部門を越えた意見交
換により社内のネットワーク形成にもつながる機会となり
ました。

Connectキャリアイベントの様子（2025年11月撮影）

■ 当社の両立支援制度
育児 介護

休業・休暇 育児休業・出生時育児休業・出生休暇*制度（以下、「育児休業」）
▶育児休業は子どもが3歳まで取得可能、一部有給化実施

介護休業
▶最大365日取得可能（勤続年数に応じる）

子どもの看護休暇（有給扱） 親族の介護休暇（有給扱）
積立休暇
▶適用範囲に「育児・看護」を含める

積立休暇
▶適用範囲に「介護・看護」を含める

働き方支援 短時間勤務制度
▶子どもが小学校3年生まで取得可能

短時間勤務制度
▶介護事由が消滅するまで取得可能

育児時間制度
▶育児を事由として1日2時間まで使用できる制度

介護時間制度
▶介護を事由として1日2時間まで使用できる制度

所定外就業免除・深夜勤務の制限
▶子どもが小学校3年生まで取得可能

所定外就業免除・深夜勤務の制限
▶介護事由が消滅するまで取得可能

ベビーシッター支援制度 —
その他 再雇用制度 再雇用制度

配偶者転勤休職者制度 —

（2）両立を支援する取組（育児・介護）
　当社は、子育てをする社員が継続して就業できるよう法
令を上回る社内制度を整備しており、2016年6月には「次
世代を担う子どもの育成支援に積極的に取り組む企業」と
して厚生労働大臣から認定を受けています。また、介護を
する社員に対しても法令を上回る社内制度を整備してい
ます。

* 出生休暇とは、当社独自の育児に関する休暇制度

女性管理職コミュニティ「Connect」活動
　女性管理職および管理職を目指すメンバー同士の横の
つながり・連帯を強化し、互いに支え合い成長できる環境
をつくるために、「女性管理職コミュニティ」を組成していま
す。第5期となる2025年度は、キャリアをテーマとした全
社向けイベントとして、支社・代理店拠点・本社という異な
る立場で活躍する経験豊富な管理職3名をパネリストとし
て迎え、「自分なりのペースメイキング」と「働きがい」を
キーワードに、これまでのキャリアやライフイベントとの向
き合い方、部下や仲間への関わり方について語っていただ
きました。パネルディスカッション形式とすることで、参加
者が多様な価値観やリアルな経験に触れ、自身のキャリア
や日々の働き方を見つめ直すきっかけとなることを目的と
しました。本イベントを通じて得られた気づきや対話を、今
後の活動や継続的なキャリア支援の検討に活かしていくと
ともに、社員一人ひとりが自分らしいキャリアを主体的に描
いていける企業文化の醸成に貢献していきます。
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＜働き方改革＞
　「誰もが活躍できる職場環境づくり」を目指し、社員が限
られた時間の中で自らの力を発揮して活躍できるように、
働き方改革に取り組んでいます。

■ 全国で活躍する営業社員の支援 
（1）女性ライフプランナー採用に向けた取組
　当社は、多様化する社会やお客さまのニーズを多角的に
とらえ期待に応えていくため、より豊かな価値提供ができ
る人材の確保を目指しています。そのなかで優秀な女性に
も能力を発揮いただけるよう、女性ライフプランナーの採
用活動を積極的に行っています。 
　ライフプランナーは、社内のキャリア形成において自ら
の意思に基づいて選択ができる制度を設けており、2016
年度に女性の営業所長、2025年度には女性の支社長が誕
生し、活躍の場をさらに広げています。当社は、性別やライ
フイベントに影響されることなく活躍いただくために、女性
が働きやすい環境整備を従来以上に進めてまいります。
　また、当社では、女性の産前産後休暇および育児休業期
間中であっても、お客さまの保全対応が滞ることのないよ
う、あらかじめ体制を整備しています。これらの休業期間は

1年以上となるケースもありますが、長期的な担当者不在
を見据えた運用を行うことで、当該期間においても、お客
さまのご契約状況を適切に維持・管理しております。

（2）女性ライフプランナー同士のコミュニケーション支援 
　女性ライフプランナー有志による相互研鑽・相互支援の
ための組織「女志会」が2012年度より発足し、継続的に活
動しています。 
　お客さまのためのスキルアップやコミュニケーション活
性化を目的として、年に1度、全国の女性ライフプランナー
が集う全国女志会研修会を行い、先輩ライフプランナーの
講演やロールプレイ、キャリア別の情報交換、外部講師に
よるキャリアコーチングなどを行っています。また、各地域
で分科会を設立し、リモートを活用して定期的に集まり、地
域の特性を活かしたマーケティングなどについて勉強会を
実施しています。

男性の育児休業の取得促進
　男性社員の育児休業の取得を推奨・強化しています。取
得率100%目標を掲げ、子どもが誕生した男性社員に取得
推奨や上司に対して取得支援の依頼等を実施し、より育児
休業が取得しやすい環境づくりを進めています。また、男
性の仕事と育児の両立に関する考え方や悩みを共有し、工
夫やヒントを得ることや男性の育児休業をより身近に感じ
ていただくために、育休体験談を社内ポータルサイトへ掲

載しています。育休を1ヵ月以上取得した先輩パパ等の体
験談を共有することでこれからお子さんが誕生する男性社
員や将来お子さんを望んでいる男性社員同士がつながる
一助になると位置づけています。
■ 男性社員の育児休業の取得率

実績（2026年3月現在） 目標（2025年度）
100% 100%

※本社内勤社員を対象としています。

仕事と介護の両立支援
　仕事と介護を両立している社員にインタビューし、社内ポータルサイトへ体験談を掲載することで、仕事と介護の両立の
ヒントを得られるよう取り組んでいます。

ライフプランナーは、お客さま一人ひとりの人生に寄り添い、理想のライフプラン
実現に真摯に向き合いながら、日々自己研鑽を重ねています。
私は支社長として、その活動を支える環境づくりに力を注ぎ、安心して挑戦し続け
られる組織を目指しています。

「一家にひとりライフプランナーがいる社会」の実現を通じて、お客さまへの貢献
はもちろん、日本中の子どもたちの笑顔を広げていくことが私の目標です。

神戸ライフプランナーセンター
第5支社支社長

田地 麻衣

（1）時間外労働削減・年次有給休暇取得に向けた取組 
・ �業務時間を意識し、早く帰る習慣をつくるために、「ワーク

ライフバランスデー（以下、「WLBデー」）」と称して、毎月
4回、就業開始時間から8時間以内に業務を終了するよう
促しています。WLBデーの普及が進み、早く帰る意識が
醸成されてきています。 
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障がい者雇用を促進する特例子会社「ソニー生命ビジネスパートナーズ株式会社」
　当社は、2019年3月1日に、障がい者雇用を促進する会社「ソニー生命ビジネスパートナーズ株式会社」（以下、ソニー生命ビジネス
パートナーズ）を設立しました。
　同社では、データ入力業務や事務代行等を中心に、当社の業務を請け負い、生産性向上に貢献しています。当社内の業務を請け負うこ
とで、障がい者の方と各職場の社員とのコミュニケーションが生まれ、障がい者に対する理解が広がってきています。さらに、2020年に
は清掃業務の請負を開始し、知的障がいのある方にも就労の場を提供することが可能となりました。多種多様な業務を請け負うことで、
さまざまな障がいのある方が活躍できる場を用意しています。なお、ソニー生命ビジネスパートナーズは、「障害者の雇用の促進等に関
する法律」に基づき、特例子会社*の認定を取得しています。
* �特例子会社とは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」第44条の規定により、一定の要件を満たしたうえで厚生労働大臣の認可を受けた、障がい者の雇用に特別な配慮をした子

会社です。

【ソニー生命ビジネスパートナーズについて】 

設立の目的  
（1）障がい者の活躍に適した制度・仕組の構築 
（2）障がい者の勤務に配慮した働きやすい環境の整備 
（3）障がい者の継続的な法定雇用率の達成

レックスタイム制度のコアタイムを廃止することで、勤務
の柔軟化につながっています。

＜障がいのある社員の雇用・活躍推進＞
　当社では、障がいのある社員213名が在籍（2026年3月
31日現在、特例子会社含む）しています。全国の拠点にヘ
ルスケアルーム（マッサージ室）を設け、視覚障がいのある
方が技術職として活躍しています。また、当社の各職場には
身体・精神障がいのある方も多く在籍しています。さらに、
2019年に設立した子会社「ソニー生命ビジネスパートナー
ズ株式会社」では、主に精神・知的障がいのある方を採用す
るなど、各人の特性を活かして活躍しています。

DE&I推進の取組として、障がい者雇用とその後の活躍に向けた推進を担当しています。
私たちが大切にしているのは、「雇用する」ことをゴールとするのではなく、互いを尊重し、障が
いの有無にかかわらず、多様な意見や特性を活かし合える環境や風土を醸成することです。
2025年度は管理職を対象に、障がい者の活躍に係る説明会を開催するなど、会社全体の理解
促進と意識醸成に取り組みました。
これからも社員との対話を丁寧に重ねながら、インクルージョン（包摂性）の実現に向けて、多
様性を尊重する職場文化そのものを育てていくことを目指していきます。

人材開発部 
DEI＆B推進室

朝倉 稜

・ �当社では労働基準法の時間外労働上限規制よりさらに
厳しい限度時間を設定し、社員の勤務実態を把握・報告
する体制を整えています。あわせて、年次有給休暇10日
以上の取得を推奨することで、より休暇が取得しやすい
環境づくりにつなげています。

（2）テレワーク勤務・フレックスタイム制
・ �働く場所と時間の柔軟化を進める施策として、全社員お

よび、派遣社員・委託社員を対象として週2回以上の出社
を必須とした、テレワーク勤務制度を導入しています。当
社では、個人の生産性に応じて会社と自宅の勤務を使い
分ける「ハイブリッドな働き方」を推奨しており、徐々に社
員に浸透してきています。また、時間の柔軟化として、フ
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アクセシビリティに向けた取組

（取組事例）
• 	手話・筆談サービス
　耳や言語に障がいのあるお客さまもスムーズにお問い合わせいただけるように、手話・筆談によるご連絡を承っております。
手話通訳オペレーターと手話または筆談でお話しいただき、各種お手続をご案内いたします。

• 	代筆によるお手続
　視力・聴力の低下や傷病等により、文字の記入や入力のお手続が難しいお客さまに向けて、ご家族等が代筆できる取扱
を導入しています。

• 	チャットサービスの導入
　電話での連絡が困難なお客さまのために、お手続等に関する質問事項を文字入力すると自動でお答えするチャットボッ
トや専門オペレーターが回答するチャット応答サービスを導入しています。

• 	診断書取得代行サービスのご提供
　「要介護」や「身体障がい」の認定を受けたお客さまを対象に、お手続負荷軽減の一環として、保険金・給付金のご請求手続
に必要となる診断書を当社の委託会社が代わりに取得するサービスを実施しています。

　年齢や障がいの有無などに影響されない、商品やお手続情報等での、見やすさ、聞きやすさ、使いやすさの向上に取り組
んでいます。

• 	音声コード『Uni-Voice（ユニボイス）』の導入
　視覚に障がいのあるお客さまへのサービス向上の一環として、一部の郵送物に音声コード『Uni-Voice（ユニボイス）*』を
用いた音声案内電子サービスを導入しています。
*�JAVIS（日本視覚障がい情報普及支援協会）が開発した漢字を含む文字データを約800文字記録できる携帯電話対応2次元バーコードです。スマートフォン・タブレット
（iOS、Android）用のUni-Voiceアプリケーション（無料）を使用することにより、文字情報を「テキスト表示」と「音声読み上げ」で確認することが可能です。

*�厚生労働省が推進する「認知症サポーターキャラバン」事業に賛同し、当社従業員を対象に「認知症サポーター」を養成する取組を推進し
ています。

※アクセシビリティに向けた取組を含め、金融包摂に関する取組は以下よりご確認いただけます。
　https://www.sonylife.co.jp/company/sustainability/cs/#access

• 	社内のアクセシビリティ理解・浸透に向けた取組
　アクセシビリティを意識した業務運営に向けて、社員研修の推進（アクセシビリティ研修、認知症サ
ポーター養成講座*）、社内ポータルサイト等を通じた情報発信、障がいのあるお客さまとのコミュニ
ケーションの際に参考となる研修資料の発信などを通じた社員教育に取り組んでいます。

認知症サポーター
キャラバンパートナー
企業のロゴ
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地域・社会への貢献

　当社では「One Love One Trust（ひとつの愛がひとつの信頼を生む）」を合言葉に、多くの社員が、ボランティア活動の
価値を見いだして社会に貢献しています。
　当社は、Good Corporate Citizen（良き企業市民）として、社員一人ひとりが積極的に社会貢献活動に参画し、地域社会
やお客さまからの信頼と支持を得て、それを継続することにより「愛と信頼」の輪を社会に広げていきたいと考えています。

One Love One Trust　ひとつの愛がひとつの信頼を生む

　「阪神・淡路大震災」をきっかけとして1995年に社員有志により発足し、現在も積極的に活動している組織です。社員が出し
合った資金だけで運営されており、運営主体は、社員一人ひとりです。

「ソニー生命ボランティア有志の会」の活動

 「ソニー生命ボランティア有志の会」の主な活動実績（2025年度）

• �リレー・フォー・ライフ 10ヵ所
• Ｊリーグ手話で応援
• �幸保愛児園の子どもたち支援
• ヨコハマハンディテニス大会
• 子山ホーム
• 中野学園
• �カラフルキッズ  
ディズニーランドボランティア

• �聖フランシスコ子ども寮 
との交流

関東・ 
甲信

• リレー・フォー・ライフ 7ヵ所
• ソーネおおぞね
• �スペシャルオリンピックス日本  
愛知 ジョギング大会 ･ ボウリング競技会

• セントラルパークごみ拾い「清掃中」
• 那爛陀学苑
• 愛誠会祭り
• 能登半島地震復興支援（輪島 ･ 七尾 ･ 珠洲）

東海・北陸

• リレー・フォー・ライフ 3ヵ所
• 松山慈恵会
• �スペシャルオリンピックス日本  
岡山 20周年記念大会

中国・四国

• リレー・フォー・ライフ 5ヵ所
• 海岸清掃
• 藤崎台童園
• つながる想い in 鹿児島
• 大分車いすマラソン
• �スペシャルオリンピックス日本  
福岡 九州沖縄ブロック大会

九州・沖縄

• リレー・フォー・ライフ 8ヵ所
• 海岸清掃
東日本大震災の被災地支援　
• �山田町元気が出る縁日
• �気仙沼南郷住宅お花見 ･ 夏祭り･ 年越しそば

北海道・ 
東北

• リレー・フォー・ライフ 3ヵ所
• チャイケモウォーク
阪神・淡路大震災の被災地支援
• ふれあい春 ･ 秋祭り（神戸）

近畿

スペシャルオリンピックスに挑むアスリートの皆さんは、日々の練習の成果を信
じ、失敗を恐れず全力で競技に向き合っています。喜びや悔しさを素直に表し、
人の目を気にすることなく涙を流すその姿に、心を打たれます。そのひたむき
な姿に触れるたび、ボランティアとして関わる私たちのほうが、「もう一歩踏み
出そう」「自分も頑張ろう」と、いつも勇気や感動をもらっています。
ソニー生命ボランティア有志の会の合言葉は「臨機応変・和気藹々」。
これからも仲間とのつながりを大切に、楽しみながら活動の輪を広げていきた
いと思います。

2026年度  
ソニー生命ボランティア有志の会 
スペシャルオリンピックス委員会  
委員長

松原 宏次
（北九州支社）

※�スペシャルオリンピックスでは、スポーツ活動に参加する知的障がいのある人たちをアスリートと呼ん
でいます。
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神戸ふれあい春祭りの様子

■ 能登半島地震の被災者支援
　2024年1月1日の能登半島地震では、過去の大規模災害支援で培った経験を活かし、発災直後から継続的な支援活動を
展開しています。
　同年秋に開催した復興祈念のお祭りでは、直前に発生した大雨被害の状況も踏まえ開催地を変更するなど柔軟に対応し、
地震、大雨と連続して被害を受けた地域の方々に、交流の機会を創出し、地域コミュニティの再生に貢献しました。
　被災地のニーズに応じた支援活動を心掛け、被災された方々一人ひとりに寄り添い、安心や笑顔を生み出す継続的な支
援につなげています。

　これからも、全国各地で発生する災害により被災された方々に、これまでの災害支援の経験を活かし、心に寄り添う支援活
動を続けてまいります。

輪島市での被災者支援 七尾市での被災者支援

震災などの被災者への継続支援
■ 阪神・淡路大震災の被災者支援 
　1995年の震災発生直後の社員有志による炊き出しから
始まり、被災者の方が避難所から仮設住宅、そして復興住
宅に移る都度、その状況にあわせた支援を行ってきまし
た。震災から30年以上が経った今でも、高齢になられた被
災者の方の心の支援を目的に春と秋にお祭りイベントを開
催し、交流を続けています。

■ 東日本大震災の被災者支援
　2011年の震災発生直後から、阪神・淡路大震災で培った経験をもとに、社員有志による炊き出しや、仮設住宅・復興住宅で
の支援を行ってきました。「復興支援の会」は「ソニー生命ボランティア有志の会」に引き継がれ、現在も、季節ごとの交流イベ
ントを継続して行い、被災者の方の心の支援を行っています。

支援活動の一例

• 季節ごとの交流イベントの開催
　仮設住宅や復興住宅では、春のお花見や夏祭り、年末の年越しそばイベントなど、季節ごとの交流イベントを継続して行っ
ています。夏祭りでは、社員による屋台の出店や音楽の演奏、当社社員（ヘルスキーパー）によるマッサージサービスなど、そ
の時々に応じて多彩なプログラムを用意し、被災者の皆さんに楽しいひとときを過ごしていただけるよう工夫しています。

気仙沼ボランティア（夏祭り）の様子 気仙沼ボランティア（年越しそば）の様子 山田町ボランティアの様子
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リレー・フォー・ライフ
　リレー・フォー・ライフとは、がん患者さんやそのご家族を
支援し、地域全体でがんと向き合い、がん征圧を目指して 
1年間を通じて取り組むチャリティ活動です。現在、世界
37ヵ国、日本では51ヵ所の地域で活動を行っています。
　当社社員は、2007年に兵庫県芦屋市で開催された大会
から、ソニー生命チームとして参加しています。
　リレーイベントでは、会場運営サポートのほか、がん患者
さんやそのご家族とともに会場内を歩き続け、がんへの理
解とがん征圧への想いを深めています。
　当社は、がんを恐れない社会、ともに生きていく社会を
目指し、積極的な支援を行っていきます。

青少年の育成支援
　未来を担う子どもたちの健全な成長を支援しています。
　さまざまな事情で親と生活することが困難な児童養護施
設の子どもたちへの支援として、全国各地で休日を利用し
たバーベキューや自然の中でのキャンプ、クリスマス会な

どのレクリエーション活動を行っています。大人と接する機
会が少ない子どもたちにとって社会参加の一助となること
を願い、子どもたちが明るく元気に成長していく姿を見
守っています。

リレー・フォー・ライフ横浜の様子

障がい者への支援
　障がいのある方の社会参加を応援し、共生社会の形成に
向けた環境づくりを支援しています。長年運営に携わって
いる「ヨコハマハンディテニス大会」では、障がいのあるテ
ニス愛好者と健常者が親睦を図りながら、身体機能と競技
技術の向上を目指しています。またＪリーグチームが主催す
る「手話応援デー」では、ノーマライゼーションの普及を目
的に聴覚障がい者と健常者が一緒にJリーグの試合を手話

で応援します。当社社員も運営支援とともに、試合中には障
がい者の皆さんと一体となり手話応援を楽しんでいます。

「ヨコハマハンディテニス大会」の様子

ボランティア・デイ
　当社では、2003年度より、創立記念日にあたる8月10日
を「ボランティア・デイ」として、「全社員で地域・社会貢献活
動を考え、実践する日」と位置づけボランティア活動を行っ
ています。また、当日のみならず、8月を通して「ボランティ
ア強化月間」とし、社会貢献活動を実践しています。
　23回目となる2025年度の『ボランティア』イベントは、8
月20日に大手町本社で当社の社員による献血ボランティア
を実施しました。また、読み終わった本を寄付し、障がい者
就労支援に役立てる活動「ジョブボン」を開始いたしました。
　加えて、日常的に取り組めるボランティア活動として、ア
イメイト（盲導犬）を紹介するしおりの作成や、不用となった
個人所有のパソコンの回収による寄付について、改めて全

社員に周知し、社員一人ひとりの当事者意識の醸成につな
げています。

献血の様子
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スペシャルオリンピックス日本への支援活動
　ひとりでも多くの知的障がいのある方々の自立と社会
参加をサポートし、多様性を認め合う優しい社会の形成に
寄与していきたいという思いのもと、スペシャルオリンピッ
クス日本を支援しています。夏冬それぞれ4年に1回開催
されるナショナルゲーム（全国大会）には、毎回全国各地か
ら大勢の社員がボランティアスタッフとして参加し、選手団
のアシスタントや、会場の案内・誘導などさまざまな役割を
担当し、支援企業の中でも最大規模の支援を行っていま
す。2026年6月に開催された「2026年第9回スペシャル
オリンピックス日本夏季ナショナルゲーム・東京」*には、延
べ約631名の社員がボランティアスタッフとして参加しま
した。毎回、ボランティアに参加した社員からはこの大会で
得た感動や体験が伝えられ、ボランティアの輪が広がって
います。

 公益財団法人 スペシャルオリンピックス日本
https://www.son.or.jp/

　スペシャルオリンピックスとは、知的障がいのある方々に年間を通じて日常的なスポーツトレーニングとその成果の発表の場である
競技会を提供し、社会参加を応援する国際的なスポーツ組織です。日本においては「公益財団法人 スペシャルオリンピックス日本」
が国内本部組織としてその活動を行っています。

 公益財団法人アイメイト協会
https://www.eyemate.org/

　日本で最初の盲導犬を誕生させ、優れた盲導犬（アイメイ
ト）を最も多く送り出している団体です。アイメイト協会では、
妥協のない基準に沿ってアイメイトの育成と視覚障がい者へ
の歩行指導を実施し、安全でスピーディーな自立歩行を実現
することで、視覚障がい者の社会参加を促進しています。

アイメイト募金
　「視覚障がい者の社会参加の支援」を目的に、「アイメイト
募金」を実施しています。この募金活動は、1年間に社員か
ら寄せられた募金額に会社が同額の支援を行う「マッチン
グギフト方式」をとっており、2025年度は、会社の特別寄付
金とあわせて1,213万円をアイメイト協会に贈呈すること
ができました。これまでの寄付金の累計は約3億1,865万円

（他の団体も含めると約3億3,897万円）となり、この金額は
企業などの団体からの寄付としては最大級となります。 使用者とアイメイトがともに歩く様子

歩行指導員と街中で訓練をするアイメイト候補犬

競技後のアスリートをハイタッチで迎えるボランティア

アスリートに応援シールを贈るボランティア
*�今大会は、6月と9月の分散開催となっています。当社は、6月開催（6月5日、6日、7日）に
ボランティアとして参加しました。
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　2026年3月31日現在、ライフプランニング授業の実施校数は全国で延べ2,616校となり、受講者数が27万人を超
えました。

（単位：校）
年度 実施校数

2022年度 195
2023年度 194
2024年度 222
2025年度 269

実施校数 延べ2,616校
受講者数 270,436名

（単位：校）
学校種別 私立 国公立 総計

中学校 66 768 834
高校 300 1,075 1,375
大学（短大・専門含む） 211 17 228
その他（小学校等） 13 166 179
総計 590 2,026 2,616

2026年3月31日現在

ライフプランニング授業実施実績

活動のきっかけは、『ライフプランニング』の考え方を、学校の授業で『子どもたちの将来のキャリア
教育というかたちでできませんか？』というお言葉をいただいたことでした。授業中の生徒の枠にと
らわれない発想や、生き生きとしたまなざし、あふれる活気に、私たち自身も毎回多くの刺激を受け
ています。授業の最後には必ず、『夢や目標を持つことの大切さ』をお伝えしています。
　ライフプランニング授業は、ソニー生命のライフプランナーが日々培ってきた知見を活かし、 
未来を担う子どもたちのために取り組むことのできる社会貢献活動だと感じています。

描いたライフプランの実現に向けて、シミュレーションソフトを使い
ながら、ライフプランナーがサポートを行います。

名古屋 
ライフプランナー 
センター第4支社 
第3営業所

加門 裕也

ライフプランナーによる
ライフプランニング授業の実施

当社では、2006年度より、これから社会へ羽ばたいてい
く生徒・学生などに向けて、ライフプランニングの体験学習
を実施しています。夢を持つことの大切さを実感してもら
いたいという思いのもと、当社のライフプランナーが講師
を務めています。

ライフプランニング授業の目的
当社では、お客さまの人生に最適な保障を提供するため

に、お客さまの夢や将来に関するお考えをお聞きし、お客
さまとともに具体的な人生の設計図を描くライフプランニ
ングを大切にしています。

ライフプランニングを通じて、これから先の長い人生に
おける自分の夢やありたい姿を描いてもらうことで、生徒・
学生などに、人生を計画的に生きることの大切さや、夢に
向かって努力することの大切さを感じてもらうことを目的
としています。

ライフプランニング授業・体験

実際の授業風景。将来の夢を描いていきます。

ライフプランニング授業のはじまり　
～先生の一言から始まった　ライフプランニング授業～
　当社が全国で行っているライフプランニング授業のきっかけは、長崎県・五島列島にある中五島高等学校の先生の一言から始まりま
した。その背景には、自身が体験され、感激を受けたライフプランニングを「生徒たちにも体験させたい」という想いがありました。その
後、島根県松江市にある高校の先生からもお問い合わせいただき、現在の授業がスタートしました。
　2025年度には、原点となった中五島高等学校で約20年ぶりに授業を行いました。生徒の皆さんが仮想家族のライフイベントを設
計し、ライフプラン分析システム「GLiP」を用いて将来の収支を可視化する中で、「どのように工夫すれば、描いた夢を実現できるのか」
を考え続ける姿が印象的でした。生徒一人ひとりが、将来を自分事として描く姿に触れることで、改めて、ソニー生命がライフプランニ
ング授業を行う意義と、その想いが受け継がれていることを実感する機会となりました。

（総務部社会貢献推進室 ライフプランニング授業推進担当者のコメント）
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ソニー生命カップ 全国レディーステニス大会
　2002年以来、女子アマチュアテニス大会では日本最大
規模を誇る「ソニー生命カップ 全国レディーステニス大
会」に協賛しています。本大会は、女性の健康増進および市
民スポーツとしてのテニスの発展を目的として1979年よ
り開催されている伝統ある大会です。当社は本協賛を通じ
て地域活性化に貢献するとともに、たくさんの夢や人と人
との絆に出会える本大会を、これからも応援いたします。

スポーツ協賛を通じた貢献

ホームページ
https://www.zenkokuladies.jp/

Facebook：@zenkokuladiestennis
Instagram：@zenkokuladies
X（旧Twitter）：@zenkokuladies

日本ライフセービング協会への事業協賛
　2021年より、公益財団法人日本ライフセービング協会

（以下、JLA）の事業に協賛しています。JLAは、水辺の事故
ゼロをめざし、全国のライフセーバーとともに誰もが安全
知識を持ち、水辺を安全に楽しめる社会の創造につながる

さまざまな事業を行っています。本協賛による全国で活躍
するライフセーバーへの支援を通じ、その担い手となる若
い世代への支援や地域社会での活動の輪を、さらに広げて
いきます。

 公益財団法人日本ライフセービング協会（JLA）
https://jla-lifesaving.or.jp/

　JLAは、国際ライフセービング連盟（ILS）に加盟する日本の代表機関であり、国際的
な視野から、海岸をはじめとする全国の水辺の事故防止に向けた安全教育、監視・救
助、防災、防災教育、環境保全等を行うライフセービングの普及・啓発及び発展に関す
る事業を行っています。水辺の事故ゼロをめざし、全国のライフセーバーとともに誰も
が安全知識を持ち、水辺を安全に楽しめる社会の創造に努めています。

白熱した試合が繰り広げられました。

運営スタッフとライフプランナーが一緒に大会を盛り上げています !大会ホームページでは、大会の歴史や選手の勇姿をまとめたムービーを掲載して
おります。ぜひご覧ください。
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別府大分毎日マラソン大会
　当社は、第64回大会（2015年）より、「別府大分毎日マラ
ソン大会」に特別協賛をしています。トップランナーによる
熱い戦いが期待できると同時に、レベルの高い市民ラン
ナーが参加できる、魅力的で迫力ある大会です。当社は本
大会を通じて地域活性化に貢献するとともに、目標に向
かってチャレンジするすべてのランナーを応援いたします。

パラクライミング競技・髙野正選手への協賛
　2024年より、パラクライミング競技・髙野正選手と協賛
契約（スポンサー契約）を締結しています。小児がんのサバ
イバーである髙野選手は、公立小学校教員でありながら、
2028年のロサンゼルスパラリンピックの追加種目となっ
たパラクライミングの日本代表としてワールドカップなど
の世界大会で活躍しています。当社は今後も髙野選手を
応援してまいります。

「ソニー 日本女子プロゴルフ選手権大会」への
特別協賛（ホールインワン賞の提供）
　 当 社 は 、一 般 社 団 法 人 日 本 女 子 プ ロゴ ルフ協 会

（JLPGA）の主催、ソニーグループ株式会社が特別協賛する
「ソニー 日本女子プロゴルフ選手権大会」に『ホールイン
ワン賞』を2024年から提供しています。また、開催地域の
ライフプランナーをはじめとした当社社員による、大会運
営ボランティアへの協力や地域貢献イベントの開催も行い
ました。これらの取組を通じて、地域社会への貢献につな
げていきます。

プロゴルファー・青木香奈子選手への協賛
　2025年9月より、プロゴルファー・青木香奈子選手と協
賛契約（スポンサー契約）を締結しています。本契約により、
青木選手は、「ソニー生命」ロゴをキャディーバッグに掲載し
JLPGAツアー（日本女子プロゴルフツアー）等に出場してい
ます。当社は今後も、自分らしく生きがいある人生に挑戦し
続け、「感動」を届ける青木選手を応援してまいります。

ホールインワン賞を提供
© 2026 Peanuts Worldwide LLC
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環境への取組

　当社は、地球環境問題を企業として取り組まなければならない重要課題のひとつとして捉えています。
　ソニーフィナンシャルグループの一員として「ソニーフィナンシャルグループ環境方針」に基づき、日々の事業活動を通じ
て環境保全に配慮した活動・取組を実施しています。

ソニー生命が取り組む環境保全活動

GHG排出削減への取組
　地球温暖化対策の一環として、2005年度から再生可能エネルギー証書（再エネ証書）*を利用し、GHG（温室効果ガス）排出
削減に取り組んでいます。この取組により、2025年度に事業活動で使用する電力と熱の100%再生可能エネルギー化を達成
しました。
*�再エネ証書とは、再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、バイオマスなど）によって生まれた電力・熱から、環境に配慮した電力・熱であることを表す環境価値を切り離して証
書化したもので、日本ではグリーン電力証書、グリーン熱証書、非化石証書などがあります。再エネ証書の利用により、CO2排出係数をゼロとすることができます。

理　念
　ソニーフィナンシャルグループは、あらゆる生命の生存基盤である地球環境が保全され、現在だけでなく将来にわた
り、健全で心豊かな持続可能な社会を実現するために、自らの事業活動および商品・サービスのライフサイクルのあら
ゆる面で環境負荷をゼロにすることを目指します。

方　針
1. ‌�ソニーフィナンシャルグループは、事業活動を行うために必要な資源・エネルギーについて、資源リサイクルや省エ

ネルギー等を推進し、全就業者が高い意識をもって環境負荷の低減に努めます。
2. ‌�ソニーフィナンシャルグループは、事業活動を行う上で適用を受ける環境保全に関する関連法規、およびその他の要

求事項を遵守します。
3. ‌�ソニーフィナンシャルグループは、環境目的・目標を設定のうえ、環境保全活動を推進するとともに、継続的な改善を

行います。
4. ‌�ソニーフィナンシャルグループは、全就業者に対し環境保全活動を周知することにより、業務と生活のさまざまな側

面における環境に関する意識の向上を図ります。
5. ‌�ソニーフィナンシャルグループは、環境方針および環境保全への取り組みについて、広報活動を通じて社内外へ公表し

ます。
（制定日2022年4月1日）
（2025年10月1日改定）

ソニーフィナンシャルグループ環境方針

各種手続のペーパーレス化
　お客さまの利便性の向上ならびに省資源を目的に、保険契約の各種手続のペーパーレス化を
推進しています。2012年には署名の電子サイン化によりＰＣ端末上での契約申込手続を実現し
ました。2016年には契約後の変更手続（保全手続）、2021年からは保険金・給付金の請求手続の
ペーパーレス化を開始しました。これにより手続完了までの時間短縮とともに紙使用量の大幅な
削減に貢献しています。

TCFD提言に沿った気候関連情報の開示
　ソニーフィナンシャルグループでは、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言に沿った気候変動に関連する情報

（以下、「気候関連情報」）を開示しています。
　今後もグループ一体となって、わかりやすい気候関連情報の開示に取り組むとともに、気候変動へのより一層の対応を進め
ていきます。
※ソニーフィナンシャルグループにおけるTCFDへの対応詳細は、ソニーフィナンシャルグループのウェブサイトをご参照ください。
　（https://www.sonyfg.co.jp/ja/csr/pdf/tcfd_2505.pdf）
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リユース品の除菌作業の様子

海洋プラスチック汚染問題への取組
海洋プラスチック汚染対策として、2019年度よりソニーグループの全事業所で展開している「One Blue Ocean Project」

に取り組んでいます。本社を中心に地域の清掃活動を継続的に実施しています。また、会社で提供する使い捨てプラスチック
を廃止するなどプラスチック削減に取り組んでいます。

省エネ･省資源への取組
　当社では、年間を通して省エネ･節電施策に取り組んでいます。さらに、本社ビルを対象として、電力やコピー用紙の削減
目標を定めた省エネ･省資源活動を推進しています。また、定期的な環境教育などを通じて、環境配慮への意識を醸成して
います。

• 省エネへの取組
　当社では、通年実施の省エネ･節電施策に加え、夏季･冬季に季節に応じた節電施策にも取り組んでいます。また、毎年
4月22日のEarth Dayは、社員一人ひとりが地球環境について考える機会としています。早帰りの推奨により節電を図り、
社員の地球環境問題への意識向上に努めています。

• 省資源への取組
　当社では、社内申請業務のペーパーレス化、分別廃棄の徹底、印刷物への環境配慮型素材（用紙･インク等）の使用、環境
負荷の少ない事務用品の使用などを心掛けています。事務用品に関しては、グリーン購入法適合商品の優先的な購入を推
奨しており、その結果約4割の事務用品がグリーン購入法適合商品となっています。また、当社の特例子会社であるソニー
生命ビジネスパートナーズ株式会社に委託し、社内で不要となった文具を回収、除菌･パーツ交換等
の再生作業の後、全国の支社や本社内で再利用する「文具リユースサービス」を展開し、資源の再利
用に努めています。
　さらに、社員が使用する名刺にはソニーが開発した環境に配慮した紙素材「オリジナルブレンドマ
テリアル」を採用しています。

投資用不動産における環境認証の取組
　当社は、長期安定的な運用を目的とする立場から、不動産の環境・社会性能が中長期的な資産価値に影響するとの認識の
もと、第三者認証の活用を進めています。
　株式会社日本政策投資銀行による、DBJ Green Building認証は、建物の省エネルギー性や環境負荷低減に加え、防災・
BCP、利用者の快適性、運営体制等も含めて評価されるものであり、当社の不動産投資におけるESG配慮の考え方を可視
化する一例と位置づけています。

区分 内容
対象資産 当社保有の国内オフィスビル等
認証制度 DBJ Green Building認証
評価観点 省エネルギー、環境負荷低減、防災・BCP、利用者の快適性等
位置づけ 不動産投資におけるESG配慮の可視化

ソニーシティ

「One Blue Ocean Project」地域清掃活動の様子
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そらべあ発電所寄贈による、CO2削減実績
当社が2025年度までに寄贈した全国の「そらべあ

発電所」による発電実績は、2012年度からの14年間で
519,310kWh、CO₂削減量は231.38t-CO₂*1となり、杉の
木に換算*2すると、16,527本に相当します。今後も「そらべ
あ発電所」の寄贈を通じて、未来を担う子どもたちの環境へ
の関心を育み、お客さまとともに地球温暖化防止に向けた
取組を行ってまいります。

ソニー生命がこれまで寄贈した「そらべあ発電所」の実績
（2012年度～2025年度の累計、2025年12月末時点）

発電量：519,310kWh

CO2削減量： 231.38t-CO2

杉の木換算  16,527本

そらべあ基金への寄付活動
環境保全活動の一環として、当社では、ご契約時にお客さ

まにお渡しする「ご契約のしおり・約款」について、従来の「冊
子版」に加え、2017年7月より「Ｗｅｂ版」を導入してきまし
た。これらを希望されたお客さまの数に応じ、削減された紙
の費用および印刷関連費用の一部を積み立て、再生可能エ
ネルギーの普及啓発と環境教育などを行うそらべあ基金に
寄付を行っています。

そらべあ基金ではこれらの寄付金をもとに、「そらべあス
マイルプロジェクト」を通じて、全国の幼稚園や保育園など
に太陽光発電設備を寄贈しています。

この取組に多くのお客さまからご協力いただきました結
果、集まった寄付金をもとに、2025年度は当社として25・
26・27基目となる太陽光発電設備「そらべあ発電所」を、
福岡県・愛媛県・石川県に寄贈することができました。

お客さまとともに取り組む環境保全活動

「そらべあ発電所」寄贈園からのメッセージ
当園は、園内の畑で四季折々の作物を育てるなど、豊かな自然
環境を活かした保育に取り組んでいます。
このたび、太陽光パネルを寄贈していただき、式典での学びを通
じて、子どもたちが地球温暖化に関心を持ち、会話を交わした
り、行動につなげたりする様子が見られたことを、大変意義深く
感じています。
今後もこのような体験を通じて、子どもたちの未来につながる
学びとなるよう、保育園・家庭・地域が連携し、小さなことから継
続的に取り組んでまいります。

ソニー生命保険（株）は
そらべあ基金を
応援しています。

*1：環境省が発表している「電気事業者別排出係数（代替値）」に基づいて算出。2025年の「電気事業者別排出係数（代替値）」は2024年の係数を仮の数値として算出。 
*2：50年生杉1本の1年間のCO2吸収量は14kg（出典：林野庁）として算出。

*長野県の仲介により、社会貢献に意欲のある企業等と森林整備等に意欲を持った地域等が連携して森林活動を展開する制度

社会福祉法人 豊岡串毛保育会 本分保育園
＜福岡県八女市＞

長野県佐久市春日財産区で「ソニーフィナンシャルグループの森」活動を開始
　2026年5月に「ソニーフィナンシャルグループ 春日の森」において開催した第1回森林整備活動（植樹体験会）には、当社をはじめ、グ
ループ各社から社員およびご家族約70名が参加しました。
　本活動は、ソニーフィナンシャルグループ株式会社が長野県佐久市春日財産区と締結した「森林（もり）の里親」協定*に基づく取組であ
り、気候変動や生物多様性、資源の課題に対応し、美しい地球を未来世代へ残すことを目的とした環境保全活動です。あわせて、こうした
活動を通じて、社員一人ひとりが心身ともに健康を保ちながら、地域社会・経済の活性化にも貢献してまいります。
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ESG投資およびスチュワードシップ活動の推進にあたっ
ては、ソニーフィナンシャルグループにおいて、サステナビ
リティを経営の重要課題の一つとして位置づけ、ソニーフィ
ナンシャルグループ（株）の代表執行役 社長 CEOを委員
長とするサステナビリティ委員会を中心としたガバナンス
体制のもとで取り組んでいます。
※�グループにおけるサステナビリティ経営の体制（投資を含む）の詳細は、ソニー

フィナンシャルグループのウェブサイト（https://www.sonyfg.co.jp/ja/
sustainability/approach.html）をご参照ください。

上記の考え方および外部原則を踏まえ、当社では、生命
保険会社としての資産運用の枠組みの中で、さまざまな取
組を行っています。今後も、投資対象や市場環境の変化を
踏まえながら、ESGに関する情報の活用やエンゲージメン
トを通じて、投資先企業の持続的な成長と中長期的な投資
価値の向上に努めていきます。

当社では、投資判断にあたり、企業の財務状況に加え、中
長期的な企業価値やリスク・機会を把握する観点から、環境

（E）、社会（S）、ガバナンス（G）に関する要素も考慮していま
す。ESGの要素は、短期的な業績のみでは捉えきれない中
長期的な企業価値や、事業の持続性に関わるリスク・機会を

把握するうえで重要な視点であると考えています。
当社の資産運用においては、こうした考え方を、特定の投

資手法や商品に限定することなく、資産運用全体に共通す
る投資判断の基本的な考え方として位置づけています。

資産運用プロセスにおけるESGの位置づけ

ESG投資への取組、
スチュワードシップ活動の方針

　当社は、生命保険会社としてお客さまの長期的な保障を支えるため、投資判断の質を高める観点から、環境・社会・ガバナン
ス（ESG）を考慮した資産運用を行っています。
　この考え方のもと、ソニーフィナンシャルグループ共通の「ソニーフィナンシャルグループESG投資方針」に基づき、グルー
プ各社と連携しながら、ESG投資およびスチュワードシップ活動を推進しています。

ESG投資への取組

ソニーフィナンシャルグループは、「感動できる人生を、いっしょに。」をOur Vision（私たちのありたい姿）として掲げ、社会的責任を
果たすという観点から、資産の特性に応じて、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）の要素を考慮した資
産運用を行うことにより、持続可能な社会の発展への貢献を目指します。

1. 投資プロセスにおけるESG課題の組み込み
• �投資プロセスにおいて、投資実行の際には、資産特性に応じてESGの観点を投資判断に組み込んでまいります。
• �国際社会の持続可能性の観点から、クラスター弾や核兵器製造企業をはじめとする非人道的兵器を製造する企業への投資は禁止

いたします。

2. ESG課題の投資先企業との対話の実施および開示の要請
• �投資先との建設的な対話および議決権行使を含む適切なスチュワードシップ活動を通じ、投資先企業が持続可能な社会の実現に

貢献し、自らの企業価値を向上させることを後押ししてまいります。同時に、投資先企業の非財務情報の開示の充実を促してまいり
ます。

3. ESG投資の協働と運用手法の高度化
• �ソニーフィナンシャルグループ内でのESG投資に関する協働や、業界団体等との情報交換等を通じて、ESG投資ノウハウの蓄積 

および投資手法の高度化に努めるとともに、ESG投資市場の健全な発展に貢献してまいります。

4. ESG投資の取組みに係る情報開示の充実
• �ESG投資の活動・進捗状況等について、ウェブサイトやディスクロージャー誌を含む開示資料等を通じ、適切に公表してまいります。

ソニーフィナンシャルグループESG投資方針
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当社が取り組むESG投資⼿法

運用プロセス 各プロセスに対応するESG投資手法

投資対象の選択

投資判断

ネガティブスクリーニング
• �人道的な観点で課題のある事業（非人道的兵器の製造など）を行う業種・企業については、国際社

会の持続可能性の観点から、投資対象から除外します。

ESGインテグレーション
• �株式や債券等の投資判断にあたっては、企業の財務状況や事業環境に加え、環境（E）、社会（S）、ガ

バナンス（G）に関する要素を考慮し、中長期的なリスクおよび企業価値への影響を踏まえて、総合
的に投資判断を行います。

ESGテーマ投資
• �環境・社会課題の解決に資する取組を資金使途とするグリーンボンドやソーシャルボンド等の有価

証券に投資します。

対話（エンゲージメント）および議決権行使を含むアクティブオーナーシップ活動
• �日本版スチュワードシップ・コードに基づき、投資後のモニタリングの一環として、投資先企業の

ESGに関する取組状況の把握に努め、取組状況によって、企業の活動を支持もしくは企業に対して
課題提起を行うとともに、必要に応じて課題改善に向けた情報交換の場を設けます。

投資先のモニタリング

当社は、責任ある投資行動を推進する観点から、国連責任投資原則（Principles for Responsible Investment：PRI）に
署名しています。PRIの6原則に基づき、当社の運用方針および運用プロセスに即した形で、ESGを考慮した投資を実践して
います。

当社では、これまで実施してきたESGを考慮した投資判
断や、保有後のモニタリング、投資先企業との対話・議決権
行使といった取組を、PRIの考え方に基づく運用として整
理・位置づけました。これらの取組内容について当社ホーム
ページ（https://www.sonyl i fe.co.jp/company/
corporate/investment/esg/）等を通じて体系的な整
理・開示を行っています。

国連責任投資原則（PRI）への対応

当社では、投資判断にあたり、財務情報に加えてESGの観点を取り入れ、中長期的なリスク・機会を踏まえた総合評価を
行っています。これらは特定の商品に限らず、資産特性に応じて当社の運用プロセス全体に反映しています。

ESGを踏まえた投資判断の枠組み

※ PRIは、責任ある投資行動に関する国際的な原則の一つです。

これらの取組は、資産特性に応じて投資判断・モニタリングの各段階に取り入れ、当社の資産運用全体に共通する考え方と
して運用しています。

投資判断の基本的な考え方
当社では、投資判断にあたり、企業の財務状況や事業環

境に加え、環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）に関する要素
を考慮し、中長期的なリスクおよび企業価値への影響を総
合的に評価しています。

ESGに関する評価にあたっては、環境面では気候変動対
応や資源利用、社会面では人材・労働環境や社会との関係

性、ガバナンス面では経営体制やリスク管理の状況等を踏
まえています。これらのESGの観点は、特定の投資商品や
手法に限定されるものではなく、一般勘定資産を含む当社
の資産運用全体において、投資判断および投資後のモニ
タリングの過程に反映しています。
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投資先企業との対話および議決権行使（スチュワードシップ活動）

ESGを踏まえた投資・保有の取組

日本版スチュワードシップ・コードに対する基本的な考え方
　当社は、「責任ある機関投資家の諸原則」日本版スチュ
ワードシップ・コードを受け入れています。

投資先との対話（エンゲージメント）
　当社は、投資先企業の中長期的な企業価値の維持・向上
を目的として、投資先企業における環境課題、社会課題、ガ
バナンス課題への対応状況の共有および、その向上を働
きかける建設的な対話を行います。
　日本版スチュワードシップ・コードの各原則に対する当社
の方針および自己評価、投資先との対話（エンゲージメン
ト）の事例については、当社ホームページ（https://www.
sonylife.co.jp/company/corporate/investment/
jsc/）をご覧ください。

議決権行使の基本方針
　議決権行使については、投資先企業の企業価値の増大
を通じて、ステークホルダーの中長期的な利益に資するこ
とを主眼として実行いたします。
　当社の「議決権行使ガイドライン」および、投資先企業に対する議決権行使結果については、当社ホームページ（https://
www.sonylife.co.jp/company/corporate/investment/jsc/）をご覧ください。

ESGを踏まえた投資・保有の取組実績（2025年度）
　当社では、投資判断および保有期間中のモニタリングにおいて、財務情報に加え、ESGの観点を踏まえた判断を行ってい
ます。

投資先企業

ソニー生命

投資先企業の状況把握

必要に応じた建設的な対話

「議決権行使ガイドライン」に基づく適切な議案精査

議案 対話 議決権
行使

取組フェーズ 当年度の主な内容

投資判断におけるESGの観点 財務情報に加え、気候変動対応、人権・労働環境、ガバナンス体制や情報開示の
状況を確認し、中長期的な視点で判断

保有期間中のモニタリングの取組 ESGに関する取組方針や目標設定の有無、情報開示の状況、取組の進捗等を継
続的に確認

投資先企業との対話 ガバナンス、情報開示、気候変動対応等をテーマに投資先と意見交換を実施

　2025年度においては、不動産投資における投資判断・保有の一例として、建物の環境性能等を確認する取組を実施しま
した。
※環境への取組の詳細は81ページもご参照ください。

これらのスチュワードシップ活動は、投資判断および投資後の 
モニタリングの一環として実施しています。
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一人ひとりが生きがいを感じながら、自分に合った生き方を描ける社会の実現

テーマ設定
方針決定

ソニー生命保険
（アセットオーナー）

三菱UFJ信託銀行(インパクト投資助言）

三菱UFJアセットマネジメント（アセットマネージャー）

助言

運用の委託 運用

テーマ・方針にそった
国内上場企業へ投資

インパクト投資ファンド

ひとを支える

ライフラインの維持働く人を支える技術・サービスの進化

活躍できる人材の育成

教育・研究施設の充実

暮らしやすい
生きやすい空間づくり

医療公衆衛生の発展と維持

豊かな時間の創出 防災・減災・災害復旧に資する技術の発展

気候変動問題の解決・豊かな自然の承継に 
資する技術や取組の進化

社会基盤を支える 地球環境を支える

選定テーマ

インパクト投資ファンドへの投資開始
当社の「お客さまの『生きがい』ある人生をお守りする」というビジョンのもと、社会的および環境的課題の解決につながる

事業を資金面からサポートし、持続可能な社会への実現への貢献をより一層進めるため、ESG投資のひとつであるインパクト
投資ファンドへの投資を2026年4月に開始しました。インパクト投資とは、財務的リターンの獲得と同時に、社会的および環
境的課題の解決を通じて、社会にポジティブな変化（インパクト）を創出することを意図する投資です。

本投資スキームでは、当社がアセットオーナーとなり、三菱UFJ信託銀行株式会社の投資助言に基づいて、アセットマネー
ジャーである三菱UFJアセットマネジメント株式会社が運用を行う、国内上場株式を投資対象としたインパクト投資ファンドに
投資を行っています。

ファンド選定における取組テーマ（解決を目指す主な社会課題）
本インパクト投資ファンドは、当社の掲げるビジョンのもと、「一人ひとりが生きがいを感じながら、自分に合った生き方を描

ける社会」の実現を目指しています。実現にあたっては、未来を創る世代が、病気・子育て・地域環境・教育環境などの構造的要
因により、人生における重要な選択肢を制限されてしまうことを社会課題として捉え、その解決に取り組む必要があると考え
ています。

これらの課題の解決に資するインパクトを創出するため、当グループのESG投資方針に基づき、当社のESG投資重点テー
マとして設定した「ひとを支える」「社会基盤を支える」「地球環境を支える」に沿って、インパクトの創出が期待される企業への
投資を行い、社会課題の解決および当ビジョンの実現に取り組んでいます。

インパクト投資の推進

このチームは、当社にとって初となるインパクト投資への挑戦を担
うプロジェクトとして、次世代を担う35歳以下の社員で構成され、
2025年8月に活動を開始しました。プロジェクトを進める中では、メ
ンバー自身を含む「これから未来を創る世代」が感じる社会課題に
フォーカスし、何度もメンバー内で議論を重ねながら投資テーマを
選定しました。また、ファンドのセットアップや投資体制の構築まで
を主体的に推進することで、投資開始を実現しました。今回のイン
パクト投資の開始が、社会課題の解決や一人ひとりの『生きがい』に
ついて改めて考えるきっかけの提供になることを願っています。インパクト投資プロジェクトチーム
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役員一覧 

取締役・監査役紹介 （2026年7月1日現在）

取締役

代表取締役社長

坪田　博行

常勤監査役

田部井　大作

取締役

出井　学

取締役

山田　和宏
取締役

早川　禎彦

取締役

浅沼　裕治

監査役（社外役員）

吉川　正一郎

取締役

遠藤　俊英

取締役

長谷川　樹生

監査役

早瀨　保行

取締役

山下　奈保子

取締役（社外役員）

畝本　毅

監査役

監査役（社外役員）

田下　則明
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（2）執行役員・特別理事

*1	ここに記載のソニーフィナンシャルグループとは、ソニーフィナンシャルグループ株式会社、ソニー生命保険株式会社、ソニー損害保険株式会社、ソニー銀行株式会社、 
ソニー・ライフケア株式会社、ソニーフィナンシャルベンチャーズ株式会社を指します。

*2	執行役員を兼務

役職名 氏名 ソニーフィナンシャルグループ*1での重要な兼職状況
代表取締役社長 坪田　博行*2 ソニーフィナンシャルグループ（株） 執行役　ソニー損害保険（株） 取締役
取締役 長谷川　樹生*2 —　
取締役 浅沼　裕治*2 —　
取締役 出井　学*2 ソニー・ライフケア（株） 取締役
取締役 山下　奈保子*2 ソニーフィナンシャルグループ（株） 執行役
取締役 遠藤　俊英 ソニーフィナンシャルグループ（株） 取締役 代表執行役 社長 CEO　
　 　 ソニー損害保険（株） 取締役　ソニー銀行（株） 取締役　ソニー・ライフケア（株） 取締役　
　 　 ソニーフィナンシャルベンチャーズ（株） 取締役
取締役 早川　禎彦 ソニーフィナンシャルグループ（株） 取締役 執行役 CFO　
　 　 ソニー損害保険（株） 取締役　ソニー銀行（株） 取締役
取締役 山田　和宏 ソニーフィナンシャルグループ（株） 執行役　ソニー・ライフケア（株） 取締役　
　 　 ソニーフィナンシャルベンチャーズ（株） 取締役
取締役（社外役員） 畝本　毅 —　
常勤監査役 田部井　大作 ソニー損害保険（株） 監査役
監査役 早瀨　保行 ソニーフィナンシャルグループ（株） 社外取締役　ソニー損害保険（株） 監査役　ソニー銀行（株） 監査役
監査役（社外役員） 吉川　正一郎 ソニー損害保険（株） 常勤監査役　
監査役（社外役員） 田下　則明 ソニー銀行（株） 監査役　

男性12名　女性1名（取締役及び監査役のうち女性の比率7.7%）

（1）取締役及び監査役

役職 氏名 担当 兼務職位等
執行役員社長 坪田　博行  
執行役員専務 長谷川　樹生 共創戦略部　グループ戦略企画室　 

カスタマーセンター　担当  
執行役員専務 浅沼　裕治 営業統轄本部　担当 営業統轄本部長
執行役員専務 出井　学 ビジネスディベロップメント室　担当  
執行役員常務 山下　奈保子 経営企画管理部　調査広報部　 

サステナビリティ経営推進部　担当  
執行役員常務 大里　祐二 法務部　内部監査部　担当  
執行役員常務 腰塚　尚 総合管理本部　担当　 総合管理本部長　兼　同本部品質企画管理室長
執行役員常務 丹羽　一仁 営業統轄本部　支社リクルート推進部　 

支社コンサルティングフォロー推進部　担当 営業統轄本部　副統轄本部長
執行役員常務 国分　勇司 人事部　人材開発部　担当  
執行役員 五十嵐　宏樹 営業統轄本部　管理本部　担当 営業統轄本部　管理本部長

執行役員 中森　規晶
営業統轄本部　法人戦略本部　営業戦略部　 
販売企画推進部　代理店企画部　 
代理店支援部　担当

営業統轄本部　副統轄本部長 
営業統轄本部　法人戦略本部長

執行役員 長潟　嘉一 ソニーフィナンシャルグループ（株）執行役員
執行役員 鈴木　尊博 営業統轄本部　代理店営業本部　 

グループ事業推進部　担当 営業統轄本部　代理店営業本部長
執行役員 後藤　聖央 ITデジタル戦略本部　担当 ITデジタル戦略本部長
執行役員 前原　二朗 経営企画管理部　担当補佐　（シニア戦略）  

執行役員 森谷　昌章
営業統轄本部　営業教育部　 
ソリューション開発推進部　 
事務オフィス統括部　担当

営業統轄本部　副統轄本部長

執行役員 萩原　弘季 リスク管理統括部　保険・市場リスク管理部　担当  
執行役員 間宮　正史 AX戦略部　担当 ITデジタル戦略本部副本部長
執行役員 今井　直美 経理部　運用管理部　担当  
執行役員 大坪　治  ソニーフィナンシャルグループ（株）執行役
執行役員 南　亮輔 保険オペレーション本部　担当 保険オペレーション本部長
執行役員 中嶋　哲 営業統轄本部　ライフプランナー推進部　 

ソニーライフ・コミュニケーションズ企画部　担当
営業統轄本部　ライフプランナー営業第2地区本部長　
兼　同本部第2地区品質管理室長

執行役員 齋藤　高志 商品部　商品数理部　担当  
執行役員 荒嶋　泰紀 営業統轄本部　支社営業企画部　 

（支社経営推進に関する事項）　担当
営業統轄本部　ライフプランナー営業第1地区本部長　
兼　同本部第1地区品質管理室長

執行役員 三上　誠 営業統轄本部　支社営業企画部　 
（支社経営推進以外に関する事項）　総務部　担当 営業統轄本部　支社営業企画部統括部長

執行役員 森田　弘治 報酬企画管理部　営業人事企画管理部　 
海外子会社管理室　担当 海外子会社管理室長

執行役員 稲葉　亮治 運用企画部　数理部　担当 運用企画部統括部長
執行役員 今野　円佳 財務部　担当 財務部統括部長
執行役員 中村　智雄 経営企画管理部　担当補佐 ソニー銀行（株）執行役員常務
特別理事 塚本　洋 営業統轄本部　支社リクルート推進部　担当補佐  
特別理事 髙橋　宏明  営業統轄本部　ライフプランナー営業第4地区本部長　

兼　同本部第4地区品質管理室長
特別理事 野村　正一  営業統轄本部　ライフプランナー営業第5地区本部長　

兼　同本部第5地区品質管理室長
特別理事 宮里　統  営業統轄本部　ライフプランナー営業第6地区本部長　

兼　同本部第6地区品質管理室長
特別理事 尾崎　文昭  営業統轄本部　ライフプランナー営業第3地区本部長　

兼　同本部第3地区品質管理室長
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経営管理態勢

　当社は、基本使命および経営の基本理念のもと、お客さま、社会、株主、従業員などのステークホルダーからの期待と信頼に応

え、生命保険会社としての持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を果たすため、金融持株会社のソニーフィナンシャルグルー

プ（株）（以下SFGI）が定めた「コーポレートガバナンス基本方針」に則り、高い透明性をもって業務の健全かつ適切な運営の確保

に努めています。

ソニーフィナンシャルグループ（株）

経営管理

監査役監査

会計監査

内部監査
内部監査部門

会計監査人経営会議

取締役会

業務執行部門

各種委員会

各種委員会

監査役・監査役会

監査役室

株主総会

金融持株会社による経営管理
　当社は、SFGIと締結する経営管理契約に基づき、経営体
制、経営方針、事業計画をはじめとするグループ経営に係
る重要事項の業務執行の決定について、SFGIの事前承認
を得たうえで実施しています。

取締役会
　取締役会は、原則、月に1回開催され、会社の重要な業務
執行について決定を行うとともに、取締役の職務の執行を
監督します。
　また、SFGIの代表執行役は、当社取締役を兼任すること
により、ソニーフィナンシャルグループ戦略の実効性を高め
るとともに、当社の健全な事業経営の管理を行っています。
　なお、一層の監督機能の強化のため、会社法に規定する
社外取締役を選任しています。

経営会議
　当社は、経営会議を設置しています。経営会議は、業務
執行取締役、および取締役会が構成員として選任する執行

役員によって構成されています。経営会議は、原則、月に2
回開催され、取締役会からの委任を受けて、会社の業務執
行に関する重要事項について決定を行います。

各種委員会
　当社は、経営の効果的な運営を目的として、各種の委員
会を設置しています。各種委員会は、取締役会および経営
会議より諮問された事項について審議し、審議した内容を
答申します。

監査役・監査役会
　監査役は、取締役会などの重要な会議への出席などを通
じて、取締役の職務の執行について監査します。また、会計
監査人および内部監査部門と緊密な連携を保つことで、組
織的かつ効率的な監査態勢を確保し、監査の実効性確保
に努めています。監査役会は、監査に関する重要な事項の
協議または決議を行います。また、監査役の監査補助業務
および監査役会の運営事務等を行うため、監査役室を設置
しています。

コーポレートガバナンス体制図
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1.	 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制

	 ①	取締役会及び取締役会で定められた経営機構（以下、「取締役会
等」という。）は、法令等遵守の基本方針として、当社のコンプライ
アンスに対する基本的な考え方を示した「コンプライアンス基本
方針」ならびに当社のすべての役員および社員が遵守すべき基本
的な原則を示した「ソニー生命行動規範」を定め、周知する。

	 ②	取締役会等は、法令等遵守の具体的な手引書として「コンプライ
アンス・マニュアル」、具体的な実践計画として「コンプライアン
ス・プログラム」を定める。

	 ③	取締役会等は、コンプライアンス担当部署を設置し、「コンプライ
アンス・プログラム」の推進に取り組む。コンプライアンス担当
部署は、定期的に「コンプライアンス・プログラム」の進捗状況を
取締役会等に報告する。

	 ④	取締役会等は、ソニーフィナンシャルグループ株式会社の定める
「反社会的勢力排除に関するグループ基本方針」に基づき、反社
会的勢力に対しては確固たる意思で対決するものとし、同方針を
実現するために必要な態勢を整備する。

	 ⑤	取締役会等は、社内通報制度を定め、その利用方法を当社の役員
及び社員に周知する。社内通報制度は、経営方針、事業活動ある
いはその他の行為が法令等に違反している（もしくは違反のおそ
れがある）と確信した場合、社員等の通報者が専用窓口に直接通
報することができ、かつ、その通報者に対する不利益な措置が禁
止されることを定めるものとする。

	 ⑥	取締役会等は、「情報セキュリティポリシー」を定め、顧客情報を
含む情報資産の管理を適切に行うための態勢を整備する。

	 ⑦	取締役会等は、「利益相反管理方針」を定め、顧客の利益が不当
に害されるおそれのある取引の管理を適切に行うための態勢を
整備する。

	 ⑧	取締役会等は、「内部監査態勢に係る方針」を定め、当社の役員及
び社員に周知する。

	 ⑨	取締役会等は、他の業務執行部門から独立した内部監査担当部
署を設置する。内部監査担当部署は、監査役及び会計監査人と
連携・協力のうえ、独立及び客観的立場から内部統制システムの
整備・運用状況を監視及び検証し、定期的に内部監査の状況を
取締役会等に報告する。

2.	 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
	 　当社は、「情報管理規程」等を定め、取締役会、経営会議及び決裁

の記録等、取締役の職務の執行に係る文書を法令及び当該規程等
に従い適切に保存し、管理する。

3.	 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
	 ①	取締役会等は、「リスク管理基本規程」等を定め、当社の役員及び

社員に周知する。
	 ②	取締役会等は、リスク管理担当部署を設置し、当社の規模、特性及

び業務内容に応じて異なるリスクを適切に管理する。リスク管理
担当部署は、定期的にリスク管理の状況を取締役会等に報告する。

	 ③	取締役会等は、危機発生時に迅速な対応と適切なリスク軽減措置
を講じる体制を整備するため、「業務継続計画（BCP）」を定め、当
社の役員及び社員に周知する。

4.	 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
	 ①	取締役会等は、「決裁規程」、「組織規程」及び「事務分掌規程」等の

社内規程を定め、職務の執行を効率的に行うために適切な態勢を
構築する。

	 ②	取締役会は、経営会議を設置するとともに、当社の業務執行におけ
る重要事項に係る協議及び決定については、同会議に委任する。

	 ③	取締役会等は、「事業計画管理規程」を定め、中期経営計画及び
年度事業計画を策定・管理し、また定期的に事業計画の進捗状況
を確認する。

5.	 財務報告の信頼性を確保するための体制
	 　当社は、ソニーフィナンシャルグループ株式会社の定める「グルー

プの財務報告に係る内部統制に関する基本方針」に基づき、財務報
告の信頼性を確保するために必要な体制を整備する。

6.	 当社及び子会社等、並びに当社の親会社から成る企業集団におけ
る業務の適正を確保するための体制

	 ①	当社は、保険業法に基づき認可を受けた生命保険会社として、生
命保険業の公共性に鑑み、業務の健全かつ適切な運営及び保険
募集の公正を確保するための体制を構築するとともに、「子会社
等および関連会社管理規程」等を定め、子会社等の規模・特性等
に応じて、以下の（ⅰ）から（ⅳ）の子会社等の業務の適正を確保する
ための体制を整備し、企業集団における業務の適正を確保する。

	 （ⅰ）	 子会社等の取締役等及び使用人の職務の執行に係る事項の
当社への報告に関する体制

	 （ⅱ）	子会社等の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
	 （ⅲ）	子会社等の取締役等の職務の執行が効率的に行われること

を確保するための体制
	 （ⅳ）	子会社等の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制
	 ②	当社の内部監査部門は、子会社等の内部統制システムが適切に

整備されているかに留意し、子会社等の内部監査及び外部監査
の結果を監視し、検証する。

	 ③	当社は、必要に応じて、親会社に当社及び子会社等の経営情報を
提供し、また親会社内部監査部門との連携を行う。

	 ④	当社は、子会社の役員及び社員が、経営方針、事業活動あるいは
その他の行為が法令等に違反している（もしくは違反のおそれが
ある）と確信した場合、当社の社内通報窓口に直接通報すること
ができ、かつ、その通報者に対する不利益な措置が禁止される体
制を構築する。

7.	 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に
おける当該使用人に関する事項

	 　監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合は、
当社は当該社員の任命を行う。

8.	 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
	 ①	前号の社員の任免及び人事考課については、監査役の同意を必

要とする。
	 ②	監査役の職務を補助すべき社員は、監査役の指揮命令があると

きは、専らそれに従わなければならない。

9.	 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査
役への報告に関する体制

	 ①	取締役及び社員は、監査役から業務執行に関する事項について報
告を求められた場合は、速やかに報告する。

	 ②	取締役及び社員は、当社又は当社の子会社等の業務又は財務の
状況に著しい影響を及ぼす事実を発見したときは、ただちに監査
役に報告する。なお、その報告者に対する不利益な措置は禁止
し、その旨を当社の役員及び社員に周知する。

	 ③	取締役及び社員は、社内通報制度を利用した通報を受理した場合
は、社内規程に基づき、監査役に報告する。

10.	その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
	 ①	代表取締役は、監査役との相互認識と信頼関係を深めるように努

め、監査役監査の環境整備に必要な措置をとる。
	 ②	当社は、監査役がその職務の執行のために弁護士、公認会計士そ

の他社外の専門家に対して助言を求める又は調査、鑑定その他
の事務を委託することなどに係る所要の費用又は債務の弁済を
請求したときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職
務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、その費用又は
債務を負担する。

内部統制システム構築の基本方針

　当社は、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質の向上に資するため、次の基本方針を取締役会において決議し、内部統

制システムを構築しています。なお、本基本方針は、年に1度定期的に見直しを実施しており、体制の充実に努めています。

内部統制システムの整備
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ERM（Enterprise Risk Management）

基本使命を果たし企業価値の向上を目指すにあたり、「ERM指針」を定め、リスク、リターンおよび資本の相互関係を踏ま
えた経営を行っています。また、同指針においてはリスクアペタイトを規定し、中期経営計画等の策定にあたっては、会社の
リスク量が制限を超えないよう配慮しています。さらに、リスク量がアラームポイントに達した場合等に、対応策を検討し、速
やかに対応を行う態勢を整備しています。

当社ではリスク、リターンおよび資本を経済価値ベース
で評価し、企業価値の持続的な成長に向けて、健全性の安
定的な確保、収益性向上および資本の有効活用等に取り組
んでいます。取締役会の諮問機関としてERM委員会を設置
し、これらの取組に関する基本方針等を部門横断的に議論
するなど、実効性を高めるための体制を整備しています。

「お客さまの『生きがい』ある人生をお守りする」というビ
ジョンの実現のため、ERM指針を踏まえ、会社全体の戦略
目標および目標達成に向けた重点施策を定めた経営戦略
を策定しています。

加えて、中期経営計画等で目指す経営指標や業績、健全
性等の水準に影響を及ぼす可能性があるリスク事象を抽
出し、その影響度を評価・分析することで、計画の達成可能
性を高める取組を行っています。

将来にわたって確実に保険金や給付金をお支払いでき
るよう、当社はリスクと資本の状況を定期的に検証してい
ます。また、十分な流動性資産が確保されているかどうか
定期的に検証を行いつつ、法令等で定められている健全性
基準に抵触しないよう管理を行っています。

　当社は、お客さまをはじめとするステークホルダーへの責任を果たすため、生命保険ビジネスの着実な成長を核として、リスク、
リターンおよび資本の観点から、企業価値の安定的・持続的な向上を目指しています。
　この実現に向けては、お客さまとの約束を果たすために十分なソルベンシー（支払能力）を確保する一方、保険引受リスクを
積極的に受け入れていくことを基本とします。受け入れに際しては、リスクを慎重に評価した上で当該リスクに見合うリターン
を獲得していきます。
　生命保険契約は、保険期間が長期にわたるため、保険負債は、金利の変動に対して大きく変動するリスクを抱えています。
保有資産と保険負債が調和した動きをとらなければ、企業価値を毀損するリスクが高まり、ソルベンシーを弱めることになります。
　したがって、当社は、保険負債に内在する金利リスクを、保有資産および保険負債の両面から適切にコントロールするよう努
めます。保険負債においては、金利リスクの抑制や特定のリスクへの集中の抑制を考慮して、適切な商品ポートフォリオを構築
します。資産運用においては、運用手段の多様化に取り組み、保険負債の特性および流動性の確保を考慮した投資を優先する
一方、相応の収益を得るべく運用します。
　また、会社運営においては、質の高いサービスの提供を不断に追求し、お客さまの期待と信頼に応えると共に、ブランド価値
の毀損を招かないよう努めます。
　リスク、リターンおよび資本は、経済価値ベースで評価します。なお、計測困難なリスクについては、定性的な評価も含め、
フォワード・ルッキングな視点で対処していきます。

ERM指針（要約）

リターン

リスク資本

資本効率
（収益性）

健全性
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健全な財務体質を保つために

業務運営での取組

不確実性の高い将来に備えて

経営指標
当社では財務諸表の数値や営業業績などの従来から用

いられている経営指標だけでなく、企業価値の向上を図る
ため、その中核となる経済価値ベースの純資産を重要な
経営指標と位置づけて、経営管理に取り組んでいます。

また、健全な財務基盤を確立するために、ソルベンシー・
マージン比率のほか、当社のリスク特性を踏まえて計測す
るESRを経済価値ベースの健全性指標として捉え、その水
準を一定の範囲内に保つように努めています。

資産運用
当社の資産運用は、会社全体として見た場合、生命保険

契約は長期の負債を形成しているため、その負債特性に見
合った資産運用をすることを目的として、残存期間が10年
を超える超長期の国債への投資を主体としています。これ
によって、金利変動による資産と負債の経済価値の差額

（経済価値純資産）への影響を抑制し、本業である生命保
険に係る利益の安定化を図っています。また、国債投資の
他に経済価値純資産の変動に大きな影響を与えない範囲
でリスク性資産への投資も行っています。

感応度分析
将来の収支等を予測するために必要な経済環境等の前

提条件を変化させたときに、経済価値純資産等に与える影
響を評価・分析することで、経営判断に活用しています。

リスクリミット・リスクアペタイト
過度なリスクテイクを抑制することを目的として、ERM

指針に整合的なリスクアペタイトを規定し、リスクリミット
を定め、会社のリスク量が制限を超えないように配慮して
います。

また、リスク量の増大または資本の減少に対しては、ア
ラームポイントを設ける等により、速やかに対応策の検討
を開始する態勢を整備しています。

商品開発
商品の収益性は、経済価値純資産の評価手法と整合的

な手法（市場整合的な手法）によって評価し、商品の改廃
等の意思決定に用いています。市場整合的な手法は、過去
の損失等の影響を受けることなく、その時点の経済環境に
即した評価をもたらすとともに、市場に対してヘッジ可能な
収益水準を知るうえで有益であり、当社の商品開発態勢に
おける重要な手法となっています。

予兆管理
経営に与える影響の判断が難しい事象や、現時点では発

生する可能性が低いものの、発生した場合の影響が大きい
事象等の情報を社内外から収集し、その内容を社内で共有
することで環境変化に対する社内の感度を高めるための
取組を行っています。
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＜ストレステストについて＞
　統計的手法によるリスク計測では捉えきれないリスクも存在すると考えられるため、自社のリスク特性を踏まえたうえで、金融市場の大幅な変動や感染症流行
など経営に重大な影響を与える可能性のあるリスクシナリオを想定したストレステストを実施し、財務の健全性に与える影響を評価・分析しています。
　ストレステストの結果は取締役会などに報告し、経営上または財務上の対応の検討に活用しています。

リスク管理体制

リスク管理に対する基本的な考え方や各リスク管理方針等を定めた｢リスク管理基本規程｣を制定し、組織体制や管理プ
ロセス等を構築して、リスク管理態勢の強化に継続的に取り組んでいます｡また、当社の抱えるリスクの管理状況を一元的
に把握し、対策を組織横断的に検討するため、各リスクを管理するリスク管理責任部門の統括部長等をメンバーとする「リス
ク管理委員会｣を設置して、各リスクの管理状況の報告やリスク管理に関する各種施策の審議等を行っています。

加えて、リスクとソルベンシーの状況を総合的に評価する枠組みであるORSA（Own Risk and Solvency Assessment）
を実施しています。ORSAは、中長期的な事業計画およびリスクアペタイトと整合的に、当社のリスクプロファイルおよび資本
の十分性を総合的に評価し、その結果を経営意思決定に活用することとしています。

リスク管理態勢

リスク管理体制図（2026年7月1日現在）

大規模災害等への対策
　当社は、東日本大震災を契機として、危機管理専門組織を設置
し業務継続計画（BCP）の抜本的な見直し・整備を進めてまいりま
した。
　切迫している首都直下地震などの大地震をはじめ、感染症の
パンデミック（世界的大流行）やサイバー攻撃など、お客さまの生
活や当社の業務継続を脅かすさまざまな危機的事象が発生した
場合でも、速やかに保険金等をお支払いできるよう、業務継続体
制の強化に努めています。
　また、新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ導入・推
進した、お客さまとリモートでコミュニケーションできるシステ
ム、オンラインWEB会議システムやテレワーク（在宅勤務）制度
も活用しております。

有事に備えた具体的な取組
　インフラ面の対応として、主要システムは堅牢性の高いデータ
センターに設置し、万一データセンターが被災した場合に備え
バックアップ環境を整備しています。
　コールセンターや保険事務など、業務遂行上の重要業務につ
いては複数拠点で業務を実施し、お客さまにサービスを継続的
に提供できる体制を構築しています。
　首都直下地震発生時に、より短期間で平時の業務水準に回復
させるため、本社機能は強力なBCP機能を有したビルに設置して
います。
　また、BCPに関する訓練を継続的に実施し、その実効性を検証
するとともに、訓練結果の評価を見直してレベルアップを図れる
よう「PDCAサイクル」を推進しています。

さまざまな危機発生に備えた業務継続体制

市場リスク

信用リスク

不動産投資
リスク

事務リスク
リスク管理
統括部
業務管理部

コンプライアンス
統括部

システムリスク
リスク管理
統括部

コンプライアンス
統括部

株主総会

取締役会 監査役

内部監査部経営会議

リスク管理委員会

市場関連リスク
保険・市場リスク

管理部
オフィスリスク
総務部

人事リスク
人材開発部
営業人事企画
管理部

リーガルリスク
法務部

風評リスク
調査広報部

子会社等および
関連会社リスク

子会社等および
関連会社

業務執行部門

保険引受リスク
保険・市場リスク

管理部

オペレーショナル
リスク

流動性リスク
保険・市場リスク

管理部

その他の
経営リスク

業務継続管理
リスク管理
統括部

内部モデルの
管理

保険・市場リスク
管理部

リスクと資本の
管理

リスク管理
統括部

保険計理人

統合的リスク管理部門
リスク管理統括部
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各リスクの定義と対応方針

リスクの分類 リスクの定義 リスクへの対応

保険引受
リスク

経済情勢や保険事故の発生率等が保険料設定時の予
測に反して変動することにより、損失を被るリスク

責任準備金積立状況、自己資本の水準等に基づき、必要に応じて保険種類ごとの契約
限度額を設定するなど、適切なポートフォリオ管理を行っています。また、商品ごとの引
受基準、出再基準、受再会社選定基準、およびそれぞれの改廃基準等を社内規程とし
て明確に定め、定期的に見直しています。
再保険リスクに関しては、保有・出再方針に基づき、保有限度額を超過する引受リスク
が適切にカバーされているか管理を行っています。なお、再保険の引受は行っていま
せん。

市場関連
リスク

保有する資産・負債の経済価値が変動し損失を被るリス
クで、以下3つのリスクに大別されます。
■ 市場リスク
金利、株式、為替などのさまざまな市場のリスクファク
ターの変動により、保有する資産・負債の経済価値が変
動し損失を被るリスク
■ 信用リスク
信用供与先の財務状況の悪化などにより、資産の価値
が減少ないし消失し、損失を被るリスクであり、カント
リーリスクを含む
・カントリーリスク
海外に投資を行う際に、その投資先の国の政治、経済、
社会、環境状況の不安定さや混乱などによって、投資資
金を回収することが困難になったり、資産の価格が変動
したりすることにより損失を被るリスク
■ 不動産投資リスク
賃貸料等の変動などを要因として不動産（現物不動産、
不動産信託受益権および不動産投資ファンド（非上場））
に係る収益が減少する、または市況の変化などを要因と
して不動産価格自体が低下し、損失を被るリスク

資産・負債のリスク特性、および自己資本に対するリスク量の水準などに鑑み、社内規
程で定められた手続に従い、市場関連リスクを適切に管理しています。
■ 市場リスク
金利リスク、株式リスク、為替リスクなどのそれぞれのリスク特性を踏まえ、資産・負債
のリスク量を把握しています。また、必要に応じてリスクリミットなどを設定し、損失が
拡大することを未然に防止しています。とくに、長期の保険契約に内在する金利リスク
が経営に重要な影響を及ぼすことに鑑み、資産・負債の金利リスクを重点的に管理して
います。
■ 信用リスク
安全性を重視し、外部機関による格付等を勘案して投資先を選定しています。また、社
内規程に基づいて厳格に資産査定を行い、必要に応じて償却・引当を実施し、資産の健
全性を確保しています。
■ 不動産投資リスク
不動産は、一般的に投資金額が大きく流動性が低いことに鑑み、現物不動産および不
動産信託受益権においては不動産投資基準を設定して優良物件を選別し、不動産投資
ファンド（非上場）においては不動産投資ファンド（非上場）投資規程に沿って投資対象
を選別しています。また、現物不動産および不動産信託受益権のうち基準に抵触した
物件（要管理不動産）や、不動産投資ファンド（非上場）のうち基準に抵触したファンド

（要管理私募ファンド（不動産））については、売却・処分などの抜本的対応策を含めた個
別管理を徹底し、資産の健全性を確保することとしています。

流動性
リスク

■ 資金繰りリスク
財務内容の悪化等による新契約の減少に伴う保険料収
入の減少、大量ないし大口解約に伴う解約返戻金支出
の増加、巨大災害での資金流出により資金繰りが悪化
し、資金の確保に通常よりも著しく低い価格での資産売
却を余儀なくされることにより損失を被るリスク
■ 市場流動性リスク
市場の混乱などにより市場において取引ができないな
ど、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくさ
れることにより損失を被るリスク

流動性の低い資産の構成比を抑え、資金繰りの逼迫度に応じた管理手法、報告ルート
および決裁方法等を社内規程として明確に定め、定期的に見直しを行っています。
■ 資金繰りリスク
定期的に資金繰りの現状および見通しについて確認し、資金繰りに対する影響を早期
に把握した上で、その逼迫度に応じて区分し、これを管理しています。
■ 市場流動性リスク
流動性の低い資産の管理手法等を社内規程として定め、流動性の低い資産の構成比
を抑えることで、過度な流動性リスクの保有を抑制しています。

オペレー
ショナル 
リスク

■ 事務リスク
当社の役職員、保険募集人および外部委託先が正確な
事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことによ
り、損失を被るリスク
■ システムリスク
コンピュータシステムのダウンまたは誤作動により損失
を被るリスク、およびコンピュータが不正に使用される
ことにより損失を被るリスク

■ 事務リスク
事務ミスや事務事故などの原因を分析し、実効性のある再発防止策を策定するととも
に、定期的に業務に内在するリスクと管理状況を各部門が自己診断し、必要に応じて事
務プロセスを改善することにより、リスクの軽減を図っています。
外部委託先の事務リスクに関しては、外部委託先の選定要件や安全管理措置等の基
準を社内規程として明確に定め、定期的に点検および評価を実施し、適切に管理して
います。
■ システムリスク
システム全般のリスクを評価し、システム障害等の未然防止と発生時の迅速な復旧態勢
を整備しています。とくに、不正アクセスやサイバー攻撃等に対しては、多層的な防御網
を構築し、サイバーセキュリティインシデント対応の専門組織（CSIRT: Computer 
Security Incident Response Team）を設置する等、管理態勢を強化しています。
また、サイバー攻撃や大規模自然災害等によってシステムが正常に機能しなくなる不測
の事態に備え、業務継続計画（BCP: Business Continuity Plan）を整備しています。
外部委託先のシステムリスクに関しては、外部委託先の選定要件や安全管理措置等の
基準を社内規程として明確に定め、定期的に点検および評価を実施し、適切に管理して
います。

その他の
経営リスク

その他の経営リスクには、法令等に抵触する方法で業務が遂行されること、不適切な業務遂行により法的利益が確保できないことなどにより損害を
被るリーガルリスクや、当社における社会倫理に反する行為や不公正な取引の発生、不適切な情報開示等を原因とした、顧客をはじめとするステー
クホルダーの当社に対する評判が悪化し損失を被る風評リスク、子会社等および関連会社の財務の健全性および業務の適正性が損なわれ、株主資
本やその他資産の毀損を招き、会社の企業価値が損なわれる子会社等および関連会社リスクなどがあり、これらの管理方針を明確に定め、各業務
を健全かつ適切に遂行する態勢を整備しています。

BCM推進課では、自然災害等の危機に備え、非常時においてもお客さまへ安定したサービス
を提供できる体制整備に取り組んでいます。首都直下地震等の大規模災害への関心が高ま
る中、災害対応を担う部門との連携を深めるとともに、定期的な訓練の実施により、組織全体
の危機対応力の向上を実感しています。こうした日々の積み重ねが、お客さまの安心と信頼
につながるとの想いのもと、今後も実効性の高い体制づくりを進めていきます。

リスク管理統括部  
BCM推進課

関 夢香
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個人情報保護および情報セキュリティへの取組

個人情報保護推進への取組
当社は、「プライバシーポリシー」、「情報セキュリティポリ

シー」、「個人情報保護規程」等を制定し、これらに則り、お
客さまの個人情報を適切に取り扱うよう努めております。

また、お客さまの個人情報保護とプライバシー保護の徹
底を図るため、役員・社員（派遣社員を含む）に対して計画
的に情報セキュリティ研修を実施しています。

個人情報保護に関するセキュリティ対策
■ 個人情報保護に係る安全管理措置基準について

個人情報の取得、利用、保管、廃棄までの各段階におい
て留意すべき安全管理措置基準を具体的に定め、当社の
役員・社員（派遣社員等を含む）が遵守することを徹底して
います。

近年、ITの急速な発展とともに、ネットワークの高度化・複雑化、サービスの多様化が進み、企業とお客さまとの間で、ネット
ワークを介して重要な情報のやり取りを行うことが可能になりました。これに伴い、これまで以上に企業における個人情報の
保護、情報セキュリティへの取組が重要となってきています。

当社は、お客さまの利便性向上のため、ネットワークを利用した先進的なサービスの提供を推進するとともに、生命保険
会社として、お客さまからお預かりした大切な情報を適切に管理し、情報セキュリティ対策を講じることを重要な経営課題の
一つと位置づけ、積極的に取り組んでいます。

個人情報保護
■ サイバーセキュリティについて

近年、ますます高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、
ネットワークへの不正侵入防御や適切なアクセス制御等の
多層的な防御網を構築することによって対応力の強化に
努めています。また、お客さま向けのWEBサービスをはじ
め、ペーパーレスでの手続時においても通信を暗号化する
など、お客さまに関する大切な情報が盗まれたり改ざんさ
れたりすることを防いでいます。その他、業務継続計画に
サイバー攻撃への対応シナリオを加えるとともに、実際の
攻撃を想定した訓練を定期的に実施しています。

■ オフィスセキュリティについて
個人情報取扱エリアの入退室は、許可された従業者の

みに限定しており、複製が困難なICカードによる入退室管
理を実施しています。また、お客さまの個人情報を大量に
取り扱う保険事務関連部門等では、上記に加えて私物の持
込制限等のセキュリティ対策を実施しています。
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当社では、お客さまの個人情報の保護に万全を尽くすため、プライバシーポリシーを遵守することを宣言しています。

※	紙面の都合上、プライバシーポリシー本文を抜粋・要約して掲載しています。
プライバシーポリシー本文および個人情報の取扱に関する詳細は、ソニー生
命ホームページ（https://www.sonylife.co.jp/）をご覧ください。

1.	 取得
	 　当社は、個人情報を取得する際は、あらかじめ取り扱う個人情報

の項目、利用目的、お問い合わせ窓口等の必要な情報を公表また
は通知もしくは明示し、ご本人の同意を得るよう努めます。個人情
報に人種・信条等の要配慮個人情報が含まれる場合には、法令に
より認められた場合を除き、ご本人の同意を得ることなく個人情報
を取得しません。また、第三者から個人情報を取得する場合であっ
て、法令上、第三者提供を受ける際の確認義務および記録作成義
務が発生する場合には、これを遵守します。

2.	 個人情報の利用目的
	 　当社は、あらかじめご本人の同意を得た場合または法令により 

認められた場合を除き、お客さまの個人情報を次の利用目的の達
成に必要な範囲内でのみ取り扱い、およびそのための措置を講じ
ます。

	 （1）	 各種保険契約のお引き受け、ご継続・維持管理、保険金・給
付金等のお支払い

	 （2）	 ソニー生命、その関連会社・提携会社の各種商品やサービス
のご案内・提供・維持管理

	 （3）	 ソニー生命の業務に関する情報提供・運営管理、商品・サー
ビスの充実

	 （4）	 その他保険に関連・付随する業務

3.	 個人情報の提供先
	 　当社は、法令により認められた場合を除いて、別途事前にご本人

の同意を得ることなく、各種情報を第三者へ提供することはいたし
ません。第三者に個人情報を提供する場合であって、法令上、第
三者提供を行う際の記録作成義務が発生する場合には、これを遵
守します。また、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人
情報の取扱を第三者に委託する場合があります。その場合は、個
人情報の安全管理が図られるよう適切に業務委託先を監督いたし
ます。

4.	 個人データの共同利用について
	 　当社では、ソニーフィナンシャルグループでの共同利用の取組な

どにおいて、個人データを共同利用させていただく場合がござい
ます。ただし、番号法で認められている場合を除き、個人番号およ
び特定個人情報を外部に提供することはありません。

5.	 安全管理措置に関する事項
	 　当社では、国際標準化機構（ISO）の27001規格群や米国国立標

準技術研究所（NIST）のSP800シリーズなどの業界標準やベスト
プラクティスに基づき定められたソニーフィナンシャルグループ共
通のポリシーを適用し、当社が取得・保有する個人情報に対して厳
重なセキュリティ対策を講じています。

6.	 子どもの個人情報
	 　当社は、子どもに関する個人情報の収集、保管および使用に適

用される法令のすべてを遵守するよう努めます。もし、お子様が保
護者または後見人の同意なく個人情報を当社に提供したことに気
付いた場合、保護者または後見人におかれましては、本ポリシーに
定める問い合わせ窓口までご連絡ください。

7.	 プライバシーポリシーの変更
	 　当社は、法令で認められた範囲において、本プライバシーポリ

シーを随時変更することができるものとします。この場合、当社
は、あらかじめ変更後の本プライバシーポリシーを当社のホーム
ページ等を通じてご本人に周知いたします。また、当社は、個人情
報を適切に取り扱うために、社会・環境の変化等を踏まえ、本プラ
イバシーポリシーの見直しを含めた個人情報管理態勢の継続的な
強化・改善に努めます。

8.	 社内体制の継続的改善
	 　当社は、システム関連部門を対象に情報セキュリティマネジメン

トシステムの国際規格である「ISO27001」の認証を取得していま
す。今後とも社内体制の継続的強化・改善に努めます。

9.	 問い合わせ窓口（ご相談への対応）
	 　当社は、個人情報の開示、訂正、利用（商品やサービスの紹介等）

の停止、消去その他の個人情報の取扱に関するお問い合わせ、ご
意見、苦情・相談等に対し、法令の規定に基づき、適切に対応いた
します。以下に記載の「個人情報の取扱に関するお問い合わせ窓
口」までご連絡ください。

10.	 認定個人情報保護団体
	 　当社は、認定個人情報保護団体である（一社）生命保険協会に加

盟しています。同協会では、加盟会社の個人情報の取扱に関する
苦情・相談を受け付けています。詳しくは、（一社）生命保険協会
ホームページ（https://www.seiho.or.jp/）をご覧ください。

ソニー生命保険株式会社（以下「当社」といいます）は、お客さまにより良い商品・サービスをご提供するにあたり、お客さまの個人情報を適切
に管理し、お客さまのご希望にそって利用することを、重要な責務であると考えています。お客さまの個人情報の保護に万全を尽くすため、 
当社は、以下に定めるプライバシーポリシーを遵守することをここに宣言します。

プライバシーポリシー※

プライバシーポリシー

■ 個人情報の取扱に関するお問い合わせ窓口
ソニー生命保険株式会社　カスタマーセンター
TEL：0120-158-821　営業時間 9：00 ～ 17：30
※日曜日・ゴールデンウィーク・年末年始を除く

■ �当社が対象事業者となっている認定個人情報保護団体
について

当社は、認定個人情報保護団体である一般社団法人生命保険協会
の対象事業者です。同協会では、対象事業者の個人情報の取扱に
関する苦情・相談を受け付けています。

〈お問い合わせ先〉
一般社団法人生命保険協会　生命保険相談所　
ホームページ：https://www.seiho.or.jp/contact/about/
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生命保険業界初、情報セキュリティマネジメント
システムの認証取得

当社は、2003年6月27日、生命保険業界で初めて、情報
セキュリティマネジメントシステム規格のBS7799-Part2
およびISMS認証基準での認証を保険事務関連部門にお
いて取得しました。また、BS7799-Part2が国際規格（ISO）
に採用され、国内のISMS認証基準もISO規格と同等の内
容に改訂されたことに伴い、2006年6月22日に、ISO/IEC 
27001（JIS Q 27001）への移行を実施しました。

2026年7月現在は、システム関連部門を対象に認証を
継続しており、今後とも情報セキュリティの維持・向上を図
り、お客さまの個人情報をはじめとする情報資産の保護強
化に努めていきます。

情報セキュリティへの取組

情報セキュリティの維持・向上について
当社のシステム関連部門では、お客さま情報をはじめ、

すべての情報資産に対して、情報漏洩や改ざん等の危険性
を査定し、それを低減させるための施策を体系的に策定、
実行しています。認証取得にあたり、施策が予定どおりに
実行され、また、想定した効果が上がっていることを定期的
に確認したうえで、必要に応じて改善策を遂行する仕組を
構築し、運用しています。

＜主な取組＞
●	全社員（派遣社員を含む）に情報セキュリティポリシーの

重要性を理解させ、浸透を図るための教育を実施
●	すべての情報資産に対して、情報漏洩や改ざん等の危険

性を査定し、危険性を低減させるための施策を実施

コンプライアンス・リスク管理における原理原則
　2025年1月、当社は「コンプライアンス・リスク管理におけ
る原理原則」を定めました。創業時から追求してきた、お客さ
ま本位の業務運営のため、当社におけるコンプライアンス・
リスク管理についての理論的な整理を行いました。

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）のポ
イント
　下図のようなサイクルを継続的に繰り返すことにより、情
報セキュリティレベルの向上を図ります。
● Plan	 ：	� 情報セキュリティ対策の具体的計画、方針を策

定する。
● Do	 ：	 計画に基づいて対策の実施・運用を行う。
● Check	：	 実施した結果の監査を行う。
● Act	 ：	 定期的に見直しを行い、改善する。

Plan

＜継続的改善＞

Check

DoAct

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）につ
いて
　情報セキュリティマネジメントシステム（In fo rmat ion 
Security Management System）は、組織のマネジメント
として、自らのリスク評価により必要なセキュリティレベルを
決め、プランを持ち、資源配分して、システムを運用すること
を指しています。組織が保護すべき情報資産について「機密
性」「完全性」「可用性」をバランスよく維持し改善することが
情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の要求する主
要なコンセプトとなっています。
● 機密性 ： �認可された者だけが情報にアクセスできること

を確実にすること。
● 完全性 ： �情報および処理方法が正確であること、および

完全であることを確実にすること。
● 可用性 ： �認可された利用者が、必要なときに、情報および

関連する資産にアクセスできることを確実にする
こと。

ISO（JIS Q） 27001認定マーク

IS 517456 / ISO 27001
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コンプライアンス態勢

当社では、コンプライアンスを「法令・規則等を遵守し、誠実かつ倫理的に事業活動を行うこと」ととらえています。
企業が社会的責任を果たしていくうえで、コンプライアンスは重要なものの一つであり、お客さまとの長期にわたる信頼関

係が必要となる生命保険事業の特性上、生命保険会社には、より一層強固なコンプライアンス態勢が求められています。
当社では、お客さまからの信頼の確保およびお客さま保護の観点からコンプライアンスを経営の重要課題の一つとして

位置づけ、態勢の強化に取り組んでいます。

経営会議の下部組織として社長を委員長とする「コンプ
ライアンス委員会」を設置しています。「コンプライアンス
委員会」は、当社におけるコンプライアンス重視の風土の
醸成およびコンプライアンスの実践を通じて、生命保険会
社としての公共性に寄与することを目的に、さまざまな課
題への取組について検討しています。全社的なコンプライ
アンスを統括する部門として「コンプライアンス統括部」を
設置し、個別課題への取組や業務運営に必要な施策等を
立案し実践しています。この他、各部署における法令等遵
守に係る点検や態勢整備を行う「コンプライアンス責任者」
と、これらの態勢整備に関する助言や整備状況の確認等を
行う「コンプライアンスオフィサー」を営業部門に配置し、
実効性のあるコンプライアンス態勢を構築しています。

さらに、営業活動におけるコンプライアンス態勢の強化
を目的として「ＭＣＣ（マーケットコンダクト・コンプライアン
ス）委員会」を設置しています。「ＭＣＣ委員会」では、当社
の営業活動方針に基づき、マーケットコンダクト・コンプラ
イアンスを実践した営業を行うべく、募集管理・内部管理態

勢の充実を図るとともに、当社の社会的責任と公共的使命
を果たすことを目的とした審議・決定を行っています。ま
た、募集管理を中心とする内部管理態勢の充実に向けた企
画部門として「業務管理部」を設置して、募集管理・内部管
理態勢の整備・充実に関する諸施策の立案等を行い、関連
部門とともに実践・推進しています。

生命保険会社の社会的責任と公共的使命を果たすため
に、「コンプライアンス基本方針」および「ソニー生命行動
規範」を定めています。

コンプライアンス基本方針
将来にわたり、お客さまや社会に対して生命保険会社と

しての責任を果たし、信頼され続ける会社であるため、コン
プライアンスに係る基本方針として「コンプライアンス基
本方針」を定めています。

ソニー生命行動規範
生命保険会社として、公正な事業活動を行うために全役

員・社員が遵守すべき基本的な原則で、次の内容を含みます。

人権方針
当社は、グループ共通の「ソニーフィナンシャルグループ

人権方針」のもと、人権対応を推進するため人権方針を制
定・施行します。本方針は人権尊重に関する基本的な考え方
を示し、ありたい姿（Our Vision）および行動規範等の重要
規程と一貫して、役員・社員の日々の事業活動の拠り所とし
て位置付けています。
※詳細は、ソニーフィナンシャルグループ株式会社のホームページ
  （https://www.sonyfg.co.jp/ja/sustainability/stakeholder/human_rights.html）

をご覧ください。

コンプライアンスの組織

コンプライアンス基本方針およびソニー生命行動規範

取締役会

経営会議

コンプライアンス委員会
（事務局：コンプライアンス統括部）

MCC（マーケットコンダクト・コンプライアンス）委員会
（事務局：業務管理部）

支社・代理店拠点

コンプライアンスオフィサー

コンプライアンス責任者コンプライアンス責任者

本社各部門

信頼を築く

ソニーブランドへの信頼に応える 
適切な意思決定を行う 
お客さま本位で取り組む 
お客さまの安心・安全と心豊かな生活の実現に取り組む 
適切な保険募集を行う 
リスク管理を徹底する 
健全かつ適切な資産運用を行う 
反社会的勢力の排除や金融サービス濫用の防止と 
マネー・ローンダリング等への対応に取り組む 
健全で風通しの良い組織作りに取り組む 
声を上げる

世界と地球に 
貢献する

持続可能な社会のために 
地球とともに

人を大切にする
人権を尊重する 
多様性を尊重し、お互いを思いやる 
健全な雇用・労働を確保する 
健康的で安全な職場を保つ

感動を創り、 
届けるために

多様性を活かし、競争する 
感動体験を提供する 
誠実に宣伝・販売する 
公正に競争する

責任をもって 
協働する

取引先と協働する 
責任ある調達を行う

クリエイティビティ 
とテクノロジーを 
支える

責任をもって技術を活用する 
知的財産を創造し、保護する 
機密情報を保護する 
プライバシーを尊重する 
情報セキュリティを確保する

高潔さを保つ

贈賄をしない 
利益相反を避ける 
ソニー生命の資産を守る 
正確に記録し報告する 
適切な情報開示を行う 
インサイダー取引をしない 
貿易管理に関する法令を守る 
税法を守る 
責任をもってコミュニケーションする

（ソニー生命行動規範の概要）
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すべてのお客さまに
1.	 プロフェッショナルとして
	 　法令等を遵守し、経済・金融・税務等に関する幅広い知

識の修得に日々研鑽し、生命保険のプロフェッショナルに
徹した質の高いサービスを提供します。

2.	 プライバシーの保護
	 　お客さまの個人情報は、法令や会社のルールに則って

厳格に取り扱い、お客さまのプライバシーに配慮した行動
を実践します。

3.	 訪問や連絡
	 　お客さまへの訪問や電話等による連絡を行うときは、お

客さまの仕事や生活にご迷惑をかけることのないよう配慮
し、お客さまの承諾がない限り早朝や深夜の訪問や連絡は
しません。

保険をお考えのお客さまに
4.	 適合性の確認
	 　変額保険、変額個人年金保険および外貨建保険などの

お客さまにリスクが帰属する商品を販売するときは、お客
さまの加入目的、金融商品取引に関する知識・経験、財産
の状況などの確認を踏まえた説明を行い、お客さまに最適
な商品を選択いただけるよう提案します。

5.	 重要事項の説明
	 　保険契約のお申し込みをいただくときは、法令等で定め

られている「契約概要」、「注意喚起情報」、「ご契約のしお
り・約款」を説明のうえ交付し、お客さまに不利益となる事
項を含めて正しくご理解いただけるよう努めます。

6.	 金融商品の誤認防止
	 　生命保険商品を損害保険商品、投資信託、預貯金やそ

の他の金融商品と、あるいは第三者が提供する商品・サー
ビスとの混同・誤解を招くことがないよう、明確に説明をし
ます。また、損害保険や住宅ローンの取扱について、生命
保険商品と混同・誤解を招くことがないよう努めます。

7.	 告知の取扱
	 　ご契約者さまの保険料負担の公平性、保険制度の健全

な運営を保つためお客さまには告知義務があること、お客
さまが告知義務に違反した場合には保険契約が解除され
お客さまに不利益が生じる可能性があることを十分に説明
し、正しい告知が得られるよう努めます。

8.	 お客さまへの確認
	 　契約者や被保険者との面接に際しては、本人確認を行う

とともに、契約者の申込意思、被保険者の同意を確認しま
す。特に未成年者のお客さまを対象とする生命保険契約
については、加入目的・保険金額等を慎重に確認し、適切
に販売します。

9.	 高齢のお客さまへの対応
	 　ご高齢の方を含むすべてのお客さまに対して、商品の内

容を十分ご理解いただけるよう、分かりやすい説明を行い
ます。特にご高齢のお客さまに対しては、お客さまの状況
に配慮し、ご家族の同席をお願いしたり、お電話にてご意
向の確認をさせていただくことがあります。

ご契約者さまに
10.	ご要望への適切な対応
	 　ご契約後も継続的なフォローを行い、保障内容の点検・

確認・見直しなど、お客さまのご要望には迅速かつ適切に
対応します。

11.	保険金等のお支払い
	 　保険金・給付金等の請求については、迅速かつ適切に

対応します。また、保険金・給付金等の支払の可否や支払
金額等に関する問い合わせについては、お客さまの状況や
契約内容に配慮したうえで回答します。

私たちは、一人ひとりのお客さまのライフプランに基づくコンサルティングによる合理的な生命保険と質の高いサービスにより、
一生涯に亘る経済的保障と安心を提供し、金融機関としての社会的責任と公共的使命を果たしてまいります。

MCC ガイドライン（営業活動方針）

当社では保険募集や保全手続などの営業活動を行う際に、お客さまの利益を護るために留意すべき基本的な事項を
「MCC（マーケットコンダクト・コンプライアンス）ガイドライン（営業活動方針）」としてまとめています。

※MCCガイドライン（営業活動方針）は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に準拠した当社の「勧誘方針」です。

当社の勧誘方針

また、コンプライアンスを実現するための具体的な行動計画として、事業年度ごとに「コンプライアンス・プログラム」を策定
しています。

さらに、コンプライアンスに関する手引書として「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、全役員・社員に公表、営業活動に従
事する社員向けには、「MCC（マーケットコンダクト・コンプライアンス）ガイドライン」も策定し、全営業社員に配付しています。

加えて、全役員・社員を対象に年に1回「コンプライアンス研修」を実施することにより、コンプライアンスに関する理解促進
と意識の浸透をはかっています。
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する情報を適正に管理し、かつ、当該業務の実施状況を適
切に監視するための態勢を構築しています。

当社における利益相反管理方針の概要は次のとおり
です。

1.	 当社グループ会社
	 　利益相反管理の対象となる当社グループ会社は、以下

に掲げるとおりです。以下において、（2）および（3）は当
社の親金融機関等に該当します。

	 （1）	ソニー生命保険株式会社
	 （2）	ソニー損害保険株式会社
	 （3）	ソニー銀行株式会社
	 （4）	ソニー少額短期保険株式会社

2.	 利益相反のおそれのある取引
	 　「利益相反のおそれのある取引」とは、当社グループ会社

が行う取引のうち、お客さまの利益を不当に害するおそ
れのある取引（以下、「対象取引」といいます）をいいます。

	 　当社の利益相反管理において保護の対象となる「お客
さま」は、当社のお客さまとします。

3.	 利益相反のおそれのある取引の類型
	 　対象取引を以下に掲げる類型に分類しています。
	 （1）	お客さまの利益と当社グループ会社の利益が対立す

る場合において、当社グループ会社の利益を得るこ
とを優先する取引

	 （2）	お客さまの情報を利用して、当社グループ会社が利
益を得る取引

	 （3）	お客さま相互間の利益の対立等に乗じて、当社グ
ループ会社が利益を得る取引

	 （4）	その他、当社グループ会社がお客さまの利益を害し
ていると認められる取引

4.	 利益相反管理体制
	 　利益相反管理を適正に遂行するため、コンプライアン

ス統括部担当役員を利益相反管理統括者、コンプライア
ンス統括部を利益相反管理統括部門とし、一元的かつ他
部署から独立して対象取引の特定および管理を行います。

	 　対象取引の管理は、以下に掲げる方法およびその他の
措置を適宜選択し、又は組み合わせて講じることにより
行います。

	 （1）	対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う
部門を分離する方法（情報の遮断）

	 （2）	対象取引又は当該お客さまとの取引の条件又は方法
を変更する方法（条件又は方法の変更）

	 （3）	対象取引又は当該お客さまとの取引を中止する方法
（取引の中止）

	 （4）	対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害さ
れるおそれがあることについて、当該お客さまに適
切に開示する方法（お客さまへの開示）

5.	 記録
	 　利益相反管理統括部門は、以下に掲げる事項を適切に

記録し、5年間保存します。
	 （1）	対象取引の特定に係る記録
	 （2）	お客さまの保護を適正に確保するための措置に係る

記録

利益相反管理方針の概要

当社は、保険業法および金融商品取引法に基づき、当社
グループ会社が行う取引に伴い、当社が行う業務に係る
お客さまの利益が不当に害されることのないよう、「利益
相反管理方針」などを定め、それらに従って、当該業務に関

利益相反管理方針

策を全社的に講じることで、態勢の強化を図っています。
　また、当社は、公共的使命を担う生命保険会社として、
マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策を重要な
責務と認識しており、担当役員を任命するとともに、取引時
確認や疑わしい取引の届出等の適正な業務遂行をはじめ、
管理態勢の整備に努めています。

　ソニーフィナンシャルグループ一体となって反社会的勢力排除に向けた取組を実施するために、ソニーフィナンシャルグループ
株式会社の「反社会的勢力排除に関するグループ基本方針」に基づき、役職員一同が反社会的勢力との関係を遮断することの社
会的責任、コンプライアンスおよび企業防衛の観点からの重要性を十分認識し、反社会的勢力の排除に向けた態勢を整備する。

　反社会的勢力に対しては、組織全体として対応し、対応する役職員の安全を確保するとともに、適切な助言、協力を得ることが
できるよう、平素から、外部専門機関と緊密な連携強化を図る。反社会的勢力による不当要求は断固として拒絶し、必要に応じて
民事及び刑事の両面から法的対応を行い、取引関係を含めて、一切の関係を遮断し、裏取引や反社会的勢力への資金提供は絶対
に行わない。

反社会的勢力排除に関する基本方針

　企業は、社会的責任やコンプライアンスの観点から、反
社会的勢力に関わることのない健全な経営を行うととも
に、万一、不当な要求を受けた場合は、断固として拒絶する
必要があります。
　当社では、「内部統制システム構築の基本方針」におい
て、反社会的勢力排除に関する基本方針を定めるととも
に、反社会的勢力との関係遮断に向けた必要な未然防止

反社会的勢力排除およびマネー・ローンダリング／テロ資金供与対策
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1   沿　革

1979（昭和54年） 6月 大蔵省より内認可を取得
8月 ソニー株式会社とザ・プルデンシャル・イン

シュアランス・カンパニー・オブ・アメリカとの
合弁出資による「ソニー・プルーデンシャル生
命保険株式会社」を設立

9月 本店を東京都港区南青山1丁目1番1号に置く
1980（昭和55年） 2月 商号を「ソニー・プルデンシャル生命保険株式

会社」に変更
1981（昭和56年） 2月 大蔵省より事業免許を取得

4月 営業を開始　ライフプランナー制度発足
本社部門　　会長以下52名
支社部門　　4支社 
　　　　　　（新宿、上野、大宮、横浜）
　　　　　　ライフプランナー27名
販売商品　　終身保険をはじめ 
　　　　　　主契約5種、特約5種

1982（昭和57年） 6月 ファミリー保険を発売
1983（昭和58年） 4月 団体定期保険、団体信用生命保険を発売

7月 家族収入保険を発売
1984（昭和59年） 6月 買増権保証特約を発売
1985（昭和60年）11月 長期平準定期保険「エグゼクティブライフ」を

発売
1986（昭和61年）10月 変額保険「バリアブルライフ」（終身型）を 

発売
1987（昭和62年） 7月 プルデンシャルとの合弁契約終了につき合意

9月 商号を「ソニー・プルコ生命保険株式会社」に
改称
株主構成をソニー（株）50％、プルコ・インク
30％、（株）キャリア・デベロプメント・インタナ
ショナル10％、（株）三井銀行5％、三井信託銀
行（株）5％とする

1989（平成元年） 4月 がん保険を発売
8月 創立10周年を迎える

10月 募集代理店制度発足
1990 （平成2年） 6月 団体年金商品の認可を取得
1991 （平成3年） 2月 変額保険「バリアブルライフ」（有期型）を 

発売
4月 商号を「ソニー生命保険株式会社」に改称
7月 団体年金保険の取扱を開始

1992 （平成4年） 4月 総合医療保険を発売
8月 生前給付保険「リビング・ベネフィット」（終身型）

（定期型）を発売
11月 東 京 都 世 田 谷 区 上 馬に研 修センターを 

取得
1993 （平成5年） 9月 株 主 構 成 をソニ ー（ 株 ）5 0％、ソニ ー・ 

コーポレーション・オブ・アメリカ30％、（株）
キャリア・デベロプメント・インタナショナル
10％、（株）さくら銀行5％、三井信託銀行（株）
5％とする
診断給付金付がん保険を発売

1994 （平成6年） 5月 生活保障保険「ぱるもあ」を発売
リビング・ニーズ特約を発売

9月 株 主 構 成 をソニ ー（ 株 ）6 0％、ソニ ー・ 
コーポレーション・オブ・アメリカ30％、（株）
キャリア・デベロプメント・インタナショナル
10％とする

1996 （平成8年） 1月「ライフプランナー」を商標登録
3月 株主構成をソニー（株）100％とする

1997 （平成9年） 4月 コールセンターを開設
8月 5年ごと利差配当付個人年金保険を発売

5年ごと利差配当付養老保険を発売
1998（平成10年） 5月 5年ごと利差配当付学資保険を発売

5年ごと利差配当付生活保障保険（連生型）を
発売

8月「Sony Life Insurance (Phil ippines) 
Corporation」をフィリピン共和国に設立

1999（平成11年） 4月 積立利率変動型終身保険を発売
終身総合医療保険を発売
変額保険特別勘定に「世界株式型」「世界債券
型」を増設
投資信託の販売を開始

8月 創立20周年を迎える
10月 投信インターネット取引サービスを開始
11月 Sony Life Insurance (Philippines) 

Corporation営業を開始
変額個人年金保険を発売
喫煙リスク区分型保険を発売

2000（平成12年） 2月 ライフプランナーによる投資信託「グローバ
ル・ラップ」の販売を開始

9月 終身保険（無選択型）を発売
がん特約を発売
変額保険特別勘定に「短期金融市場型」を増設

2001（平成13年） 3月 ISO14001の認証を取得
4月 長期総合医療保険を発売
5月 ライフプランナーによる損害保険の販売を

開始
がん保険のダイレクト販売を開始

9月 入院・手術保障重視タイプの長期総合医療保
険を発売

2002（平成14年） 3月 ソニー銀行（株）住宅ローン向け団体信用生
命保険の引き受けを開始

4月 ナーシング・ニーズ特約を発売
5月 確定拠出年金〈企業型〉の取扱を開始
7月 変額保険「バリアブルライフ」（定期型）を 

発売
変額保険特別勘定に「日本成長株式型」 

「世界コア株式型」を増設
10月 銀行等窓口販売の取扱を開始

2003（平成15年） 1月 逓増定期保険「エクセレントバリュープラン」
を発売

6月 情 報セキュリティマネジメントの 認 証を 
取得

7月 入院初期給付特約（1泊2日型医療特約）を
発売

2004（平成16年） 4月 ソニー（株）が金融持株会社、ソニーフィナン
シャルホールディングス（株）を設立し、当社も
参画
株主構成をソニーフィナンシャルホールディ
ングス（株）100％とする

5月 保険料払込免除特約を発売
6月 ソニー銀行（株）による個人年金保険商品の

販売を開始
12月 ライフプランナーによるソニー銀行（株）住宅

ローンの申込取次業務を開始
2005（平成17年） 7月「ライフプランナーバリュー（LIFEPLANNER 

VALUE.）」を商標登録
11月 長期平準定期保険（障害保障型）を発売

2006（平成18年） 2月 逓増定期保険（低解約返戻金型）を発売
8月 第1回保険料キャッシュレス制度の実施
9月 ワタミ（株）と介護事業について業務提携

10月 ソニー（株）の新本社ビル「ソニーシティ」を竣
工

11月 5年ごと利差配当付終身介護保障保険を 
発売
5年ごと利差配当付介護一時金特約を発売
三大疾病収入保障保険を発売

2007（平成19年） 8月 AEGONグループとの折半出資により、「ソ
ニーライフ・エイゴン・プランニング株式会
社」を設立

12月 ソニー銀行（株）の銀行代理業に関する許認
可を取得

保険会社の概況及び組織

沿　革
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2008（平成20年） 4月 終身がん保険（08）を発売
10月 無解約返戻金型平準定期保険・無解約返戻金

型平準定期保険特約を発売
北京駐在員事務所を開設

2009（平成21年） 4月 がん入院保険を発売
先進医療特約を発売
入院時手術給付特約を発売
骨髄ドナーに対する給付を追加

7月 台北駐在員事務所を開設
特定非営利活動法人 遺言・相続リーガルネッ
トワークと業務提携

8月 創立30周年を迎える
ソニーライフ・エイゴン生命保険（株）、金融庁
より生命保険業免許を取得

10月 変額年金再保険会社「SA Reinsurance 
Ltd.」を設立

11月 優良体・非喫煙者割引特則を発売
12月 ソニーライフ・エイゴン生命保険（株）営業を

開始
2010（平成22年） 2月 100%出資子会社「株式会社リプラ」を設立

4月 ソニー生命札幌サービスセンターを開設
11月 終身介護保障保険（低解約返戻金型）・介護一

時金特約を発売
逓減定期保険・逓減定期保険特約への優良
体・非喫煙者割引特則適用を開始

2011（平成23年） 5月 三大疾病収入保障保険（Ⅱ型）を発売
11月 抗がん剤治療特約を発売

2012（平成24年）12月 Sony Life Insurance (Philippines) 
CorporationをParamount Life & 
General Insurance Corporationへ事業
譲渡

2013（平成25年） 5月 米ドル建保険を発売
株式会社リプラが生命保険事業を東急保険
コンサルティング（株）に譲渡

2014（平成26年） 1月 学資保険を発売
2月 ワタミ（株）との業務提携を解消
5月 特殊養老保険を発売
7月 北京駐在員事務所を閉鎖
9月「ソニーシティ」土地を取得

10月 生前給付終身保険（生活保障型）、生活保障特
則14を発売

2015（平成27年） 5月 一時払終身保険（無告知型）を発売
11月 生前給付定期保険（生活保障型）を発売

2016（平成28年） 3月 新契約の即時承諾（お引き受け）を開始
5月 低解約返戻金型平準定期保険（障害介護型）・

無解約返戻金型平準定期保険（障害介護型）
を発売
台北駐在員事務所を閉鎖

7月 本店を東京都千代田区大手町1丁目9番2号
に移転
シンガポール駐在員事務所を開設

10月 無配当総合福祉団体定期保険を発売
2017（平成29年） 1月 ClearView Wealth Limitedと業務提携

3月 株式会社IBJとの共同出資により、「株式会社
IBJライフデザインサポート」を設立

4月 生前給付逓減定期保険（生活保障型）を発売
6月 シンガポールに現地法人「Sony Life 

Singapore Pte. Ltd.」を設立
「お客さま本位の業務運営方針」を策定

8月 シンガポールにスターツ証券株式会社との合
弁会社「Sony Life Financial Advisers Pte. 
Ltd.」を設立

10月 米ドル建一時払終身保険（無告知型）、米ドル
建生前給付終身保険（生活保障型）を発売

2018（平成30年） 7⽉ 総合医療保険（無解約返戻金型）18「メディカ
ル・ベネフィット」、健康還付給付金特則付総合
医療保険（無解約返戻金型）18「メディカル・
ベネフィット リターン」を発売
ClearView Wealth Limitedとの業務提携
を終了

9⽉ シンガポールにおける来店型乗合保険代理
店の営業を開始

2019（平成31年） 1⽉ 住友⽣命保険相互会社における当社の⽶ド
ル建保険の取扱を開始

 災害保障期間付平準定期保険を発売
3⽉ 特例子会社「ソニー生命ビジネスパートナー

ズ株式会社」を設立
2019（令和元年） 8⽉ 創立40周年を迎える
2020 （令和2年） 1⽉ ソニーライフ・コミュニケーションズ（株）を通

じて、来店型保険代理店「保険製作所」1号店
の営業を開始

 ソニーライフ・エイゴン生命保険（株）とSA 
Reinsurance Ltd.を完全子会社化

  4⽉ ソニーライフ・エイゴン生命保険（株）が「ソ
ニーライフ・ウィズ生命保険株式会社」に商号
変更

6⽉ リモートコンサルティングシステムの導入
9⽉ ソニー（株）が、金融持株会社ソニーフィナン

シャルホールディングス（株）を完全子会社化
リモートでのペーパーレス申込手続の開始

12⽉「リビングベネフィット20」等を発売
保険料払込免除特約（20）を発売

2021 （令和3年） 2⽉ 保険金・給付金「ダイレクト請求サービス」の
開始

4⽉（旧）ソニーライフ・ウィズ生命保険（株）を吸収
合併

  10⽉ ライフプランナーによるソニー損害保険（株）
の火災保険の取扱を開始

   （株）IBJとの合弁事業を解消
2022 （令和4年） 3⽉「DX認定事業者」の認定取得
  10⽉「トータルライフプランニング」サービスの

開始
   変額個人年金保険（無告知型）22、 

一時払変額個人年金保険（無告知型）22
「SOVANI」を発売

   保険契約者代理請求人制度に関する特則、
後継年金受取人制度に関する特則の取扱を
開始

2023 （令和5年） 1⽉ メディケア生命保険（株）の医療保険の取扱を
開始

  3⽉ SA Reinsurance Ltd.を清算
2024 （令和6年） 4⽉「キャリアディベロップメント支社 

（CD支社）」を新設
  10⽉（株）クレディセゾンと業務提携
   保険料のクレジットカード払の取扱を開始
  11⽉ ライフプランナーによる東京海上日動火災

保険（株）の法人向け損害保険商品の取扱を
全国で開始

2025 （令和7年） 3⽉ 三井住友カード（株）とともに、株式会社Next 
Solutionへ出資、保険代理店を通じた保険販
売ビジネスにおける協業に向け業務提携

  7⽉ 無解約返戻金型収入保障保険を発売
  8⽉ 石川県加賀市と包括連携協定に向けた基本

合意を締結
  9⽉ ソニーフィナンシャルグループ（株）が東京証

券取引所プライム市場に上場
  11⽉（株）経営承継支援と業務提携強化に向けて基

本合意
2026 （令和8年） 1⽉ ライフプランナーによるソニー損害保険（株）

のペット保険の販売を開始
  2⽉ 指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険

（無告知型）を発売

※�ソニー株式会社は2021年4月1日付で「ソニーグループ株式会社」へ商号変更しております。
　�また、ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社は2021年10月1日付で「ソニーフィナンシャルグループ株式会社」へ商号変更しております。
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  懲罰委員会
  コンプライアンス委員会
  リスク管理委員会
  MCC委員会
  個人情報保護推進委員会
  投資委員会
  商品開発委員会
  VOC委員会
  支社組織・人事検討委員会
  サステナビリティ委員会
営業統轄本部 ライフプランナー営業第１地区本部 各ブロック 各支社
   第1地区品質管理室
 ライフプランナー営業第2地区本部 各ブロック 各支社
   第2地区品質管理室
 ライフプランナー営業第3地区本部 各ブロック 各支社
   第3地区品質管理室
 ライフプランナー営業第4地区本部 各ブロック 各支社
   第4地区品質管理室
 ライフプランナー営業第5地区本部 各ブロック 各支社
   第5地区品質管理室
 ライフプランナー営業第6地区本部 各ブロック 各支社
   第6地区品質管理室
 代理店営業本部 東日本第1営業部
  東日本第2営業部
  首都圏営業部
  戦略パートナー営業部
  金融法人営業部
  東海営業部
  関西営業部
  中国・四国営業部
  九州営業部
 管理本部 業務企画管理部
  コンプライアンスオフィサー統括部
  業務検証部
  営業戦略部
  支社営業企画部
  支社リクルート推進部
  ライフプランナー推進部
  支社コンサルティングフォロー推進部
  営業教育部
  グループ事業推進部
  代理店支援部
  代理店企画部
  ソリューション開発推進部
 法人戦略本部 法人戦略部
  法人推進部
  販売企画推進部
総合管理本部  コンプライアンス統括部
  業務管理部
  お客様サービス部
  業務調査部
  品質企画管理室
保険オペレーション本部  契約医務部
  契約サービス部
  保険金部
  オペレーション企画部
  オペレーション管理部
ITデジタル戦略本部  IT GRC統括部
  基盤システム統括部
  保険システム開発部
  新商品システム開発部
  営業システム開発部
  グループウェア開発部

報酬企画管理部
営業人事企画管理部
商品部
商品数理部
法務部
リスク管理統括部
財務部
事務オフィス統括部
海外子会社管理室
数理部
保険・市場リスク管理部
ソニーライフ・コミュニケーションズ企画部
ビジネスディベロップメント室
経営企画管理部
サステナビリティ経営推進部
調査広報部
グループ戦略企画室
共創戦略部
AX戦略部
経理部
運用企画部
運用管理部
カスタマーセンター
人事部
人材開発部
総務部

株主総会
監査役会
監査役室

保険計理人

内部監査部

経営会議

報酬等諮問委員会 コーポレートガバナンス委員会 組織・人事検討委員会 ERM委員会

取締役会

経営の組織 （2026年7月1日現在）
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支社 （営業時間：平日9:00AM〜5:30PM）

	 店舗名	 郵便番号	 所在地	 電話番号
	 札幌ライフプランナーセンター第1支社	 060-0042	 札幌市中央区大通西9-1-18 ソニー生命札幌ビル 7F	 011-350-0298
	 札幌ライフプランナーセンター第2支社	 060-0042	 札幌市中央区大通西9-1-18 ソニー生命札幌ビル 7F	 011-251-8631
	 札幌ライフプランナーセンター札幌CF支社	 060-0042	 札幌市中央区大通西9-1-18 ソニー生命札幌ビル 8F	 011-242-2406
	 旭川支社	 070-0035	 旭川市五条通9丁目左1号 ベストアメニティ旭川ビル 4F	 0166-23-8900
	 青森支社	 030-0802	 青森市本町1-3-9 ニッセイ青森本町ビル 10F	 017-721-1970
	 盛岡支社	 020-0045	 盛岡市盛岡駅西通2-9-1 マリオス 17F	 019-603-0311
	 秋田支社	 010-0001	 秋田市中通2-3-8 秋田アトリオンビル 9F	 018-825-9510
	 山形支社	 990-0039	 山形市香澄町2-2-31 カーニープレイス山形 6F	 023-615-0761
	 仙台ライフプランナーセンター第1支社	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡4-2-3 仙台MTビル 15F	 022-257-7878
	 仙台ライフプランナーセンター第2支社	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡4-2-3 仙台MTビル 15F	 022-296-5472
	 仙台ライフプランナーセンター第3支社	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡4-2-3 仙台MTビル 15F	 022-745-1740
	 仙台ライフプランナーセンター第4支社	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡4-2-3 仙台MTビル 15F	 022-745-7624
	 郡山ライフプランナーセンター第1支社	 963-8002	 郡山市駅前2-11-1 ビッグアイ 19F	 024-922-7311
	 郡山ライフプランナーセンター第2支社	 963-8002	 郡山市駅前2-11-1 ビッグアイ 19F	 024-911-9021
	 水戸支社	 310-0031	 水戸市大工町1-2-3 トモスみとビル 6F	 029-231-4100
	 宇都宮支社	 321-0964	 宇都宮市駅前通り1-3-1 宇都宮ウエストゲート 9F	 028-650-4422
	 群馬支社	 370-0849	 高崎市八島町58-1 ウエスト・ワンビル 7F	 027-324-4881
	 埼玉ライフプランナーセンター第1支社	 330-0854	 さいたま市大宮区桜木町1-10-16 シーノ大宮ノースウイング 5F	 048-648-5511
	 埼玉ライフプランナーセンター第2支社	 330-0854	 さいたま市大宮区桜木町1-10-16 シーノ大宮ノースウイング 5F	 048-648-5600
	 柏支社	 277-0852	 柏市旭町1-2-1 第11関口ビル 3F	 04-7142-3371
	 千葉ライフプランナーセンター第1支社	 273-0005	 船橋市本町1-27-15 GRANODE FUNABASHI 9F	 047-413-6931
	 千葉ライフプランナーセンター第2支社	 273-0005	 船橋市本町1-27-15 GRANODE FUNABASHI 9F	 047-413-6932
	 千葉ライフプランナーセンター第3支社	 273-0005	 船橋市本町1-27-15 GRANODE FUNABASHI 7F	 047-413-6933
	 千葉ライフプランナーセンター第5支社	 273-0005	 船橋市本町1-27-15 GRANODE FUNABASHI 7F	 047-413-6935
	 東京中央ライフプランナーセンター第1支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 31F	 03-4334-5201
	 東京中央ライフプランナーセンター第2支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 30F	 03-4334-5202
	 東京中央ライフプランナーセンター第3支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 31F	 03-4334-5203
	 東京中央ライフプランナーセンター第4支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 29F	 03-4334-5204
	 東京中央ライフプランナーセンター第5支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 29F	 03-4334-5205
	 東京中央ライフプランナーセンター第7支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 29F	 03-4334-5207
	 東京中央ライフプランナーセンター第8支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 31F	 03-4334-5208
	 東京中央ライフプランナーセンター第9支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 30F	 03-4334-5209
	 東京中央ライフプランナーセンター第10支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 30F	 03-4334-5210
	 東京中央ライフプランナーセンター東京CD支社	 100-0004	 千代田区大手町1-7-2 東京サンケイビル 27F	 03-4334-5226
	 東京CF第1支社	 101-0051	 千代田区神田神保町3-29-1 住友不動産一ツ橋ビル 3F	 03-6747-5850
	 東京CF第2支社	 101-0051	 千代田区神田神保町3-29-1 住友不動産一ツ橋ビル 3F	 03-4335-7843
	 品川ライフプランナーセンター第1支社	 141-0032	 品川区大崎1-11-1 ゲートシティ大崎ウエストタワー 18F	 03-3491-3401
	 品川ライフプランナーセンター第2支社	 141-0032	 品川区大崎1-11-1 ゲートシティ大崎ウエストタワー 18F	 03-5539-8791
	 品川ライフプランナーセンター第3支社	 141-0032	 品川区大崎1-11-1 ゲートシティ大崎ウエストタワー 18F	 03-3491-6971
	 品川ライフプランナーセンター第4支社	 141-0032	 品川区大崎1-11-1 ゲートシティ大崎ウエストタワー 18F	 03-5740-0213
	 新宿ライフプランナーセンター第1支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 16F	 03-5358-1701
	 新宿ライフプランナーセンター第2支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 15F	 03-5358-1822
	 新宿ライフプランナーセンター第4支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 18F	 03-5358-1704
	 新宿ライフプランナーセンター第5支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 15F	 03-5358-1705
	 新宿ライフプランナーセンター第6支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 15F	 03-5358-1706
	 新宿ライフプランナーセンター第7支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 17F	 03-5358-1707
	 新宿ライフプランナーセンター第8支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 18F	 03-5358-1708
	 新宿ライフプランナーセンター第9支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 15F	 03-5358-1709
	 新宿ライフプランナーセンター第10支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 17F	 03-5358-1710
	 新宿ライフプランナーセンター第11支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 17F	 03-5358-1711
	 新宿ライフプランナーセンター第12支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 17F	 03-5358-1712
	 新宿ライフプランナーセンター中央第1支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 16F	 03-5358-4391
	 新宿ライフプランナーセンター中央第2支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 16F	 03-5358-1702
	 新宿ライフプランナーセンター中央第3支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 16F	 03-5358-1830
	 新宿ライフプランナーセンター中央第4支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 15F	 03-5358-1755
	 新宿ライフプランナーセンターエグゼクティブ支社	 151-0053	 渋谷区代々木2-1-5 JR南新宿ビル 18F	 03-5358-1700
	 横浜ライフプランナーセンター第1支社	 220-8128	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 28F	 045-225-0050
	 横浜ライフプランナーセンター第2支社	 220-8128	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 28F	 045-225-0044
	 横浜ライフプランナーセンター第3支社	 220-8128	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 28F	 045-225-0722
	 横浜ライフプランナーセンター第4支社	 220-8128	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 28F	 045-345-1840

店舗網一覧 （2026年7月1日現在）
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	 店舗名	 郵便番号	 所在地	 電話番号
	 横浜ライフプランナーセンター第5支社	 220-8128	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 28F	 045-225-5250
	 横浜ライフプランナーセンター第6支社	 220-8128	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 28F	 045-345-1878
	 新潟ライフプランナーセンター第1支社	 950-0087	 新潟市中央区東大通2-4-4 日生不動産東大通ビル 6F	 025-240-0601
	 新潟ライフプランナーセンター第2支社	 950-0087	 新潟市中央区東大通2-4-4 日生不動産東大通ビル 6F	 025-240-0621
	 長野支社	 380-0823	 長野市南千歳1-12-7 新正和ビル 7F	 026-224-8211
	 長野支社松本営業所	 390-0874	 松本市大手3-1-1 松本ビルディング 5F	 0263-60-1071
	 岐阜支社	 500-8856	 岐阜市橋本町2-20 濃飛ビル 11F	 058-252-6011
	 静岡支社	 420-0857	 静岡市葵区御幸町4-1 アーバンネット静岡ビル 2F	 054-255-0081
	 名古屋ライフプランナーセンター第1支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 17F	 052-955-7771
	 名古屋ライフプランナーセンター第2支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 18F	 052-955-7772
	 名古屋ライフプランナーセンター第3支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 17F	 052-955-7773
	 名古屋ライフプランナーセンター第4支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 18F	 052-955-7774
	 名古屋ライフプランナーセンター第5支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 18F	 052-955-7775
	 名古屋ライフプランナーセンター第6支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 18F	 052-308-5342
	 名古屋ライフプランナーセンター第7支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 18F	 052-955-7777
	 名古屋ライフプランナーセンター第8支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 17F	 052-955-7778
	 名古屋ライフプランナーセンター第9支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 17F	 052-955-7779
	 名古屋エグゼクティブ支社	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-1 アーバンネット名古屋ネクスタビル 12F	 052-307-5800
	 富山支社	 930-0858	 富山市牛島町18-7 アーバンプレイス 6F	 076-443-0701
	 金沢ライフプランナーセンター第1支社	 920-0853	 金沢市本町1-5-2 リファーレ 4F	 076-265-6300
	 金沢ライフプランナーセンター第2支社	 920-0853	 金沢市本町1-5-2 リファーレ 15F	 076-203-8442
	 福井支社	 910-0006	 福井市中央1-3-5 FUKUMACHI BLOCK 12F	 0776-31-3981
	 滋賀支社	 520-0047	 大津市浜大津1-2-22 大津商中三楽ビル 6F	 077-526-9211
	 京都ライフプランナーセンター第1支社	 600-8008	 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20 四条烏丸FTスクエア 7F	 075-212-3001
	 京都ライフプランナーセンター第2支社	 600-8008	 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20 四条烏丸FTスクエア 7F	 075-251-7211
	 京都ライフプランナーセンター第3支社	 600-8008	 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20 四条烏丸FTスクエア 7F	 075-212-8350
	 京都ライフプランナーセンター第4支社	 600-8008	 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20 四条烏丸FTスクエア 7F	 075-212-3024
	 京都ライフプランナーセンター第5支社	 600-8008	 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町20 四条烏丸FTスクエア 7F	 075-212-3536
	 大阪ライフプランナーセンター第1支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 14F	 06-4797-1811
	 大阪ライフプランナーセンター第2支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 15F	 06-7632-8315
	 大阪ライフプランナーセンター第3支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 14F	 06-4797-1726
	 大阪ライフプランナーセンター第4支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 15F	 06-4797-1814
	 大阪ライフプランナーセンター第5支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 16F	 06-7638-0575
	 大阪ライフプランナーセンター第6支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 16F	 06-4797-1886
	 大阪ライフプランナーセンター第7支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 15F	 06-4797-1817
	 大阪ライフプランナーセンター第8支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 14F	 06-4797-1818
	 大阪ライフプランナーセンター第9支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 16F	 06-4797-1836
	 大阪中央ライフプランナーセンター第1支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 17F	 06-7638-5921
	 大阪中央ライフプランナーセンター第2支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 16F	 06-7638-5912
	 大阪中央ライフプランナーセンター第3支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 17F	 06-7638-5913
	 大阪中央ライフプランナーセンター第4支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 17F	 06-6530-5833
	 大阪中央ライフプランナーセンター第5支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 17F	 06-7638-5915
	 大阪中央ライフプランナーセンター第6支社	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 17F	 06-7638-5916
	 大阪エグゼクティブ支社	 530-0001	 大阪市北区梅田3-2-123 イノゲート大阪 16F	 06-4797-1852
	 大阪CF支社	 532-0011	 大阪市淀川区西中島5-5-15 新大阪セントラルタワー南館 8F	 06-7639-1630
	 神戸ライフプランナーセンター第1支社	 650-0034	 神戸市中央区京町80 クリエイト神戸 10F	 078-333-1131
	 神戸ライフプランナーセンター第2支社	 650-0034	 神戸市中央区京町80 クリエイト神戸 8F	 078-326-2691
	 神戸ライフプランナーセンター第3支社	 650-0034	 神戸市中央区京町80 クリエイト神戸 7F	 078-330-2330
	 神戸ライフプランナーセンター第4支社	 650-0034	 神戸市中央区京町80 クリエイト神戸 7F	 078-330-2323
	 神戸ライフプランナーセンター第5支社	 650-0034	 神戸市中央区京町80 クリエイト神戸 8F	 078-330-2321
	 姫路ライフプランナーセンター第1支社	 670-0913	 姫路市西駅前町73 姫路ターミナルスクエア 7F	 079-284-1911
	 姫路ライフプランナーセンター第2支社	 670-0913	 姫路市西駅前町73 姫路ターミナルスクエア 7F	 079-244-1122
	 岡⼭ライフプランナーセンター第1⽀社	 700-0024	 岡山市北区駅元町15-1 リットシティビル 6F	 086-214-1766
	 岡⼭ライフプランナーセンター第2⽀社	 700-0024	 岡山市北区駅元町15-1 リットシティビル 6F	 086-899-6051
	 岡⼭ライフプランナーセンター第3⽀社	 700-0024	 岡山市北区駅元町15-1 リットシティビル 6F	 086-899-6250
	 福山支社	 720-0811	 福山市紅葉町1-19 福山東京海上日動ビルディング 4F	 084-927-3731
	 広島ライフプランナーセンター第1支社	 732-0057	 広島市東区二葉の里3-5-7 GRANODE広島 9F	 082-553-9301
	 広島ライフプランナーセンター第2支社	 732-0057	 広島市東区二葉の里3-5-7 GRANODE広島 9F	 082-553-9302
	 山口支社	 753-0077	 山口市熊野町1-10 ニューメディアプラザ山口 9F	 083-995-0330
	 高松支社	 760-0019	 高松市サンポート2-1 高松シンボルタワー 15F	 087-822-5171
	 松山支社	 790-0001	 松山市一番町3-3-3 菅井ニッセイビル 2F	 089-948-0861
	 徳島支社	 770-0832	 徳島市寺島本町東3-12-6 徳島駅前濱口ビル 6F	 088-611-3121
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代理店拠点 （営業時間：平日9:00AM〜5:30PM）

	 店舗名	 郵便番号	 所在地	 電話番号
	 札幌営業所	 060-0042	 札幌市中央区大通西9-1-18 ソニー生命札幌ビル 8F	 011-272-3760
	 東北営業所	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡4-2-3 仙台MTビル 11F	 022-296-5411
	 宇都宮営業所	 321-0964	 宇都宮市駅前通り1-3-1 宇都宮ウエストゲート 3F	 028-643-7601
	 北関東第1営業所	 330-0854	 さいたま市大宮区桜木町1-10-16 シーノ大宮ノースウイング 15F	 048-649-4411
	 北関東第2営業所	 330-0854	 さいたま市大宮区桜木町1-10-16 シーノ大宮ノースウイング 15F	 048-633-4420
	 千葉営業所	 273-0005	 船橋市本町1-27-15 GRANODE FUNABASHI 8F	 047-411-1201
	 首都圏第1営業所	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 7F	 03-6830-5940
	 首都圏第2営業所	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 7F	 03-6830-5941
	 首都圏第3営業所	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 7F	 03-6830-5942	
	 首都圏第4営業所	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 7F	 03-6830-5943
	 首都圏第5営業所	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 7F	 03-6632-7738
	 東⽇本営業課	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 10F	 03-6830-5959
	 広域営業課	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 10F	 03-6830-5945
	 企業営業課	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 7F	 03-6830-5944
	 金融法人1課	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 10F	 03-6830-8461
	 金融法人2課	 151-8583	 渋谷区代々木2-2-1 小田急サザンタワー 10F	 03-6634-7759
	 西東京営業所	 190-0012	 立川市曙町2-35-2 A-ONEビル 9F	 042-526-5600
	 神奈川営業所	 220-8131	 横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー 31F	 045-523-6030
	 静岡営業所	 420-0857	 静岡市葵区御幸町4-1 アーバンネット静岡ビル 3F	 054-652-0111
	 東海第1営業所	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 14F	 052-307-4121
	 東海第2営業所	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 14F	 052-307-4122
	 東海第3営業所	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 14F	 052-307-4123
	 東海第4営業所	 461-0005	 名古屋市東区東桜1-1-10 アーバンネット名古屋ビル 14F	 052-307-4124
	 北陸営業所	 920-0853	 金沢市本町1-5-2 リファーレ 4F	 076-260-1711
	 京都営業所	 600-8009	 京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町79 ヤサカ四条烏丸ビル 4F	 075-223-3811
	 関西広域営業課	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 10F	 06-4797-1864
	 関西第1営業所	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 10F	 06-7635-3595
	 関西第2営業所	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 10F	 06-4797-1865
	 関西第3営業所	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 10F	 06-4797-1866
	 関西第4営業所	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 10F	 06-4796-7485
	 関西金融法人課	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 10F	 06-6734-3724
	⻄ ⽇本営業課	 530-0001	 大阪市北区梅田2-2-22 ハービスENTオフィスタワー 13F	 06-4796-7461
	 神戸営業所	 650-0034	 神戸市中央区京町80 クリエイト神戸 5F	 078-330-2841
	 岡山営業所	 700-0024	 岡山市北区駅元町15-1 リットシティビル 7F	 086-214-1751
	 中国営業所	 732-0057	 広島市東区二葉の里3-5-7 GRANODE広島 9F	 082-553-9260
	 四国営業所	 760-0019	 高松市サンポート2-1 高松シンボルタワー 15F	 087-822-5191
	 福岡第1営業所	 812-0036	 福岡市博多区上呉服町10-10 呉服町ビジネスセンター 6F	 092-283-0132
	 福岡第2営業所	 812-0036	 福岡市博多区上呉服町10-10 呉服町ビジネスセンター 6F	 092-283-0136
	 北九州営業所	 802-0001	 北九州市小倉北区浅野2-14-2 小倉興産16号館 10F	 093-522-0311
	 熊本営業所	 860-0804	 熊本市中央区辛島町3-20 NBF熊本ビル 4F	 096-322-5451
	 鹿児島営業所	 890-0053	 鹿児島市中央町11 鹿児島中央ターミナルビル 3F	 099-833-9015
	 沖縄営業所	 900-0006	 那覇市おもろまち1-1-12 那覇新都⼼センタービル 7F	 098-860-9362

	 福岡ライフプランナーセンター第1支社	 812-0036	 福岡市博多区上呉服町10-10 呉服町ビジネスセンター 6F	 092-283-0071
	 福岡ライフプランナーセンター第2支社	 812-0036	 福岡市博多区上呉服町10-10 呉服町ビジネスセンター 6F	 092-283-0072
	 北九州支社	 802-0001	 北九州市小倉北区浅野2-14-2 小倉興産16号館 10F	 093-511-0211
	 久留米支社	 830-0017	 久留米市日吉町23-3 MEDIA7ビル 7F	 0942-32-4311
	 長崎ライフプランナーセンター第1支社	 850-0035	⻑ 崎市元船町9-18 ⻑崎BizPORT 4F	 095-825-2311
	 長崎ライフプランナーセンター第2支社	 850-0035	⻑ 崎市元船町9-18 ⻑崎BizPORT 4F	 095-825-2319
	 長崎ライフプランナーセンター第3支社	 850-0035	⻑ 崎市元船町9-18 ⻑崎BizPORT 5F	 095-804-9280
	 熊本支社	 860-0804	 熊本市中央区辛島町3-20 NBF熊本ビル 4F	 096-351-5700
	 大分支社	 870-0029	 大分市高砂町2-50 OASISひろば21 9F	 097-532-9200
	 宮崎支社	 880-0806	 宮崎市広島1-5-13 HAROW高千穂通オフィス 2F	 0985-60-7781
	 鹿児島ライフプランナーセンター第1支社	 890-0053	 鹿児島市中央町11 鹿児島中央ターミナルビル 3F	 099-250-6030
	 鹿児島ライフプランナーセンター第2支社	 890-0053	 鹿児島市中央町11 鹿児島中央ターミナルビル 3F	 099-833-3730
	 鹿児島ライフプランナーセンター第3支社	 890-0053	 鹿児島市中央町11 鹿児島中央ターミナルビル 3F	 099-833-3340
	 那覇ライフプランナーセンター第1支社	 900-0006	 那覇市おもろまち1-1-12 那覇新都心センタービル 7F	 098-862-5481
	 那覇ライフプランナーセンター第2支社	 900-0006	 那覇市おもろまち1-1-12 那覇新都心センタービル 7F	 098-901-5202

	 店舗名	 郵便番号	 所在地	 電話番号

※「CF」はコンサルティングフォロー、「CD」はキャリアディベロップメントの略称です。
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年月日 増（減）資額 増（減）資後資本金 摘要 年月日 増（減）資額 増（減）資後資本金 摘要
1979年8月10日 400百万円 400百万円 1990年12月6日 7,000百万円 18,000百万円
1979年12月21日 800百万円 1,200百万円 1991年11月7日 4,000百万円 22,000百万円
1980年9月26日 1,800百万円 3,000百万円 1997年7月30日 28,000百万円 50,000百万円
1982年2月5日 1,500百万円 4,500百万円 1999年9月30日 △10,000百万円 40,000百万円
1986年9月5日 1,000百万円 5,500百万円 2001年3月27日 25,000百万円 65,000百万円
1988年10月6日 5,500百万円 11,000百万円 2008年5月23日 5,000百万円 70,000百万円

資本金の推移

発行可能株式総数	 100,000千株
発行済株式の総数	 70,000千株
当期末株主数	 1名

（2026年7月1日現在）
種類 発行数 内容

 発行済株式 普通 70,000千株

（2026年7月1日現在）

 株主名
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況

持株数 持株比率 持株数 持株比率
 ソニーフィナンシャルグループ株式会社 70,000千株 100% — —

（2026年7月1日現在）

 名称
主たる営業所又は 
事務所の所在地 資本金

 
事業の内容

 
設立年月日

株式等の総数等に占める 
所有株式等の割合

 ソニーフィナンシャル 
 グループ株式会社 東京都千代田区大手町1-9-2 20,029 

百万円

当会社は、次の業務を営むことを
目的とする。

（1）�生命保険会社、損害保険会社、
銀行、その他の保険業法および
銀行法の規定により子会社とし
た会社の経営管理

（2）�その他保険業法および銀行法
その他の法令の規定により、保
険持株会社および銀行持株会
社が営むことのできる業務

（3）�前各号の業務に附帯または関
連する業務

2004年 
4月1日 100%

（2）大株主

（1）発行済株式の種類等

株式の総数 （2026年7月1日現在）

株式の状況

役員
88ページをご覧ください。

主要株主の状況

会計参与の氏名又は名称
該当ありません。

会計監査人の氏名又は名称
PwC Japan有限責任監査法人
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在籍数
（単位：名）

区分 2024年度末 2025年度末
内勤社員 3,282 3,436
　（男子） （1,572） （1,634）
　（女子） （1,710） （1,802）
営業社員 6,465 6,736
　（男子） （6,145） （6,345）
　（女子） （320） （391）

（単位：千円）
区分 2025年3月 2026年3月
内勤社員 388 394

（注）平均給与月額は、各年3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当は含んでいません。

（単位：千円）
区分 2025年3月 2026年3月
営業社員 806 886

（注）平均報酬月額は、各年3月中の税込報酬であり、賞与及び通勤手当等の手当は含んでいません。

平均年齢及び平均勤続年数
（単位：歳、年）

2024年度末 2025年度末
区分 平均年齢 平均勤続年数 平均年齢 平均勤続年数
内勤社員 42.3 9.8 42.4 9.7
　（男子） （43.6） （12.3） （43.5） （12.3）
　（女子） （41.1） （7.4） （41.4） （7.4）
営業社員 45.3 11.2 45.3 11.7
　（男子） （45.7） （11.6） （45.7） （12.1）
　（女子） （38.9） （3.6） （38.7） （4.0）

採用数
（単位：名）

区分 2024年度 2025年度
内勤社員 393 445
　（男子） （99） （130）
　（女子） （294） （315）
営業社員 634 642
　（男子） （536） （539）
　（女子） （98） （103）

平均給与（内勤社員）

平均報酬（営業社員）

従業員の在籍・採用状況
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主要な業務の内容
1.	 生命保険業
2.	 他の保険会社（外国保険業者を含む）、その他金融業を行う者の業務の代理又は事務の代行、債務の保証その他の前号の業務に付随する業務
3.	 国債、地方債又は政府保証債の売買、地方債又は社債その他の債券の募集又は管理の受託その他の保険業法により行うことのできる業務

及び保険業法以外の法律により生命保険会社が行うことのできる業務
4.	 その他前各号に掲げる業務に付帯又は関連する事項
	 （ソニー生命保険株式会社 定款 第1章第2条より抜粋）

直近事業年度における事業の概況

契約者懇談会開催の概況

相談・苦情処理態勢、相談（照会、苦情）の件数、及び苦情からの改善事例

契約者に対する情報提供の実態

商品に対する情報及びデメリット情報提供の方法

営業社員・代理店教育・研修の概略

新規開発商品の状況

24ページをご覧ください。

63ページをご覧ください。

61ページをご覧ください。

57ページをご覧ください。

56ページをご覧ください。

38ページをご覧ください。

52ページをご覧ください。

経営方針
2ページ、6ページ、16ページをご覧ください。

保険会社の主要な業務の内容

直近事業年度における事業の概況
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統一分類名称 商品名 ご利用の目的

終身保険

有期払込終身保険 死亡・高度障害状態の保障のほか、老後の資金づくりをお考えの方へ。

米ドル建終身保険 米ドル建で、死亡・高度障害状態の保障をお考えの方へ。

指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険 
（無告知型） 健康状態の告知のない一時払の終身保険をご希望の方へ。

定期保険

平準定期保険
平準定期保険（喫煙リスク区分型）
無解約返戻金型平準定期保険

無理のない保険料で、一定期間の死亡・高度障害状態に対する保障をご
希望の方へ。

低解約返戻金型平準定期保険（障害介護型）
無解約返戻金型平準定期保険（障害介護型）

死亡・高度障害状態のほか、所定の特定障害・要介護状態の保障をご希望
の方へ。

長期平準定期保険（障害保障型） 大型保障で企業のニーズにお応えする定期保険。死亡・高度障害状態の
ほか、特定障害状態に対する保障もご希望の方へ。

災害保障期間付平準定期保険 一定期間、不慮の事故等による死亡を重点的に保障し、その後、原因によ
らず死亡を保障する定期保険。事業保障対策等をご希望の経営者の方へ。

逓減定期保険 経過年数に応じて保険金額が逓減する定期保険。住宅ローンなど年々減少
する債務をお持ちの方へ。

無解約返戻金型収入保障保険 毎月決まった年金額を保険期間満了までお支払いする定期保険。死亡・高
度障害状態や就業不能となり得るリスクに備えたい方へ。

養老保険

養老保険
5年ごと利差配当付養老保険
特殊養老保険

保障と貯蓄を兼ね備えた保険。教育資金・結婚資金・老後生活資金づく
りをご希望の方や、企業の退職金準備などをご希望の経営者の方へ。

米ドル建養老保険
米ドル建特殊養老保険

米ドル建の、死亡・高度障害状態の保障と貯蓄を兼ね備えた保険。保障
を確保しながら、財産形成をお考えの方へ。

変額個人 
年金保険

変額個人年金保険（無告知型）22 
一時払変額個人年金保険（無告知型）22

資産の運用実績に応じて年金額等が変動する（増減）する年金保険。高齢
化社会に備え、老後の財産形成をお考えの方へ。

変額保険
変額保険（終身型）
変額保険（有期型） 
変額保険（定期型）

資産の運用実績に応じて保険金・解約返戻金が変動（増減）する保険をご
希望の方へ。

介護保険 5年ごと利差配当付終身介護保障保険
終身介護保障保険（低解約返戻金型）

公的介護保険制度の要介護2以上の状態になられたときに、年金をお支払
いする保険。ご自身とご家族のために、介護負担に対する保障をご希望
の方へ。

特定疾病・ 
がん保険

生前給付保険（終身型）20
生前給付保険（定期型）20
生前給付終身保険（生活保障型）20
米ドル建生前給付終身保険（生活保障型）20
生前給付定期保険（生活保障型）20
生前給付逓減定期保険（生活保障型）20

がん・急性心筋梗塞・脳卒中で所定の状態になられたとき保険金をお支
払いする保険。生活保障型は、所定の特定障害・要介護の状態も保障。
生きるための保険金をご希望の方へ。

三大疾病収入保障保険（20） がん・急性心筋梗塞・脳卒中で所定の状態になられたとき年金をお支払
いする保険。収入減に対する保障をご希望の方へ。

がん保険
終身がん保険（08）
がん入院保険

がんに対する重点的な保障が得られる保険。がん克服に要する経済的負担
の軽減をご希望の方へ。

こども保険 学資保険 お子さまの教育資金の準備に重点をおいた保険。教育方針にあわせて計画
的な準備をご希望の方へ。

詳細につきましては、各商品のパンフレット、『ご契約のしおり・約款』をご覧ください。

主契約

※「5年ごと利差配当付」と記載されている商品および無配当総合福祉団体定期保険を除く団体保険・団体年金保険の商品は、有配当です。

団体保険

総合福祉団体定期保険
無配当総合福祉団体定期保険
団体定期保険

企業等の福利厚生制度にご利用いただける団体保険です。大きな団体ほ
どスケールメリットが働き、保険料が割り引かれます。

団体信用生命保険 住宅ローンなどの債務者が死亡・高度障害状態・3大疾病等に該当した
場合、ローン残高と同額の保険金をお支払いする団体保険です。

団体年金保険 新企業年金保険
拠出型企業年金保険

従業員等の方の老後に備えて、福利厚生等にご利用いただける団体年金保
険です。

保険商品一覧 （2026年7月2日現在）
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情報システムに関する状況

公共福祉活動、厚生事業団活動の概況

46ページをご覧ください。

74ページをご覧ください。

特約名 ご利用の目的
平準定期保険特約 
平準定期保険特約（喫煙リスク区分型） 無理のないご負担で、さらに十分な保障をお考えの方へ。
無解約返戻金型平準定期保険特約
無解約返戻金型収入保障特約 死亡・就労不能になり得るリスクに備えたい方へ。
逓減定期保険特約 年々減少する債務をお持ちの方へ。

特約
死亡・高度障害状態の保障を大きくするための特約

特約名 ご利用の目的
がん特約 がんに対する重点的な保障をご希望の方へ。
災害死亡給付特約 不慮の事故による死亡の保障を増やしたい方へ。
傷害特約 不慮の事故による死亡・身体障害状態の保障をご希望の方へ。

がんの保障や災害による死亡・障害の際の保障をひろげる特約

特約名 ご利用の目的
保険料払込免除特約（20） 就業不能となり得るリスクへの備えをご希望の方へ。

保険料のお払い込みを不要とするための特約

特約名 ご利用の目的
特定疾病診断給付金特約（20） 特定疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に対する保障を手厚くしたい方へ。
先進医療特約 先進医療による療養に備えたい方へ。
抗がん剤治療特約 抗がん剤による治療に備えたい方へ。

がんなどの保障をさらに充実させる特約

特約名 ご利用の目的
円換算払込特約* 保険料を円で払い込むために。
円換算支払特約 保険金、解約返戻金等を円で受け取るために。

特約名 ご利用の目的
円払込外貨換算特約 保険料を円で払い込むために。
初期円換算死亡保険金最低保証特約 一定期間、一時払保険料以上を確保したい方へ。

米ドル建保険のご契約時に付加していただく特約

指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告知型）【米ドル建】のご契約時に付加できる特約

特約名 ご利用の目的
5年ごと利差配当付年金支払特約 保険金等または解約返戻金相当額を年金で受け取るために。

保険金の受取方法を指定する特約

特約名 ご利用の目的
リビング・ニーズ特約（04）

死亡のほか、様々な状況に備えたい方へ。
ナーシング・ニーズ特約（04）

特約名 ご利用の目的
入院・在宅医療一時金特約 入院または在宅医療による一時的な収入減少に備えたい方へ。
がん一時金特約 がんによる一時的な収入減少に備えたい方へ。

保険金等の受取方法についての特約（この特約の保険料はありません。）

一時的な収入減少を保障する特約（無解約返戻金型収入保障保険専用特約)

24ページをご覧ください。

直近5事業年度における主要な業務の状況を示す指標

*指定通貨建積立利率更改型一時払終身保険（無告知型）【米ドル建】は除きます。
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公式ホームページURL
https://www.sonylife.co.jp/
当社の最新の情報がご覧いただけます。

お問い合わせ先
生命保険に関するご相談は、本社カスタマーセンターで承っております。

0120-158-821
9:00〜17:30
※日曜日・ゴールデンウィーク・年末年始を除く
すでに当社にご加入いただいているご契約につきましては、担当者もしくは上記フリーダイヤルまでお問い合わせください。

新規のお客さま専用

0120-158-679
9:00〜17:30
※日曜日・ゴールデンウィーク・年末年始を除く

（旧）ソニーライフ・ウィズ生命についてのお問い合わせ

0120-955-900
9:00〜17:30
※日曜日・ゴールデンウィーク・年末年始を除く

〒100-8179 東京都千代田区大手町1-9-2 
大手町フィナンシャルシティ グランキューブ
TEL：03-5290-6100（代表）
作成　2026年7月　調査広報部 

見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

本誌は環境に配慮した植物油インキとFSC®森林認証紙を使用しています。
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